
農業委員会事務局

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

35 農林水産業

費

10 農業費

10 農業委員

会費

農業委員会事

務管理費

千円

2,609

使・手 93

県 48

諸 125

農業委員会活動の推進のため、農地法、農業経営基盤強化促進法等に

基づき、農地の利用調整と担い手への集積・集積化に務めた。

○農地の権利移動の状況

○農地法第 4条・5条転用の状況

農業者年金業

務推進事業

789

諸 789

農業者の老後の福祉の向上を図るため、農業者年金の未加入者への啓

発・加入推進を行った。(令和4年度 新規加入者9人)

○農業者年金被保険者数及び受給者数

耕作放棄地解

消・農地中間

管理事業

973

県 44

遊休農地の発生防止・解消を図るため、農地の利用状況調査と所有者

等への意向調査を行った。

○遊休農地の状況

※括弧内の数値は対前年度比

農業者ワーク

ライフ支援事

業

269 中核的担い手となる農業後継者の確保を図るため、「宮崎市農業後継

者結婚相談所」が実施したイベント・交流会に対して、費用の一部を助

成した。

○事業内容

・独身農業者に対する出会いの場の提供

区 分 件数 田 畑 計

農地法第 3条 213 28.9ha 22.7ha 51.6ha

利用集積計画 1,015 218.8ha 98.3ha 317.1ha

計 1,228 247.7ha 121.0ha 368.7ha

区 分 件数 田 畑 計

届出(市街化区域) 233 6.1ha 7.3ha 13.4ha

許可(市街化調整区域) 303 10.7ha 12.0ha 22.7ha

計 536 16.8ha 19.3ha 36.1ha

被保険者数
受給者数

通常加入 政策支援加入 計

213人 52人 265人 1,119人

農地面積
再生利用が

可能な農地
遊休農地率

（参考）

再生利用が

困難な農地

8,140.0ha

(▲80.0ha)

291.3ha

(21.3ha)

3.6%

(0.3%)

41.1ha

(▲2.2ha)

日程 会場等 参加人数

R5.2.18

(土)

オンライン(各自宅)

農業体験・交流会

12

(男性 6・女性 6)
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農政企画課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

35農林水産業

費

10農業費

20農業振興

費

美しい農村景

観支援事業

千円

200

入 200

農村集落の多面的な機能や美しい農村景観を維持するため、保全活動

や話し合い活動等を支援した。

○事業内容

・補助対象地区 一里山地区、和石地区

・補助対象経費 景観保全維持管理費

市民農園管理

事業

135

諸 135

農業に対する理解や市民の余暇活動の充実を図るため、特定農地貸付

法に基づく適切な制度運用に努めた。

○事業内容

・特定農地貸付法に基づく市民農園用農地の貸付

≪施設概要≫

・開設者①ＮＰＯ法人スローライフ宮崎

生き活き市民農園(跡江) 4,665 ㎡(107 区画)

・開設者②青島地域まちづくり推進委員会

青島市民農園(折生迫) 208 ㎡(13 区画)

・開設者③ＮＰＯ法人住吉つなぎ相愛

つなぎファーム(村角) 704 ㎡(44 区画)

女性農業者組

織活動支援事

業

600

入 600

女性農業者の経営への参画や女性の視点を生かした地域農業の活性化

を図るため、女性農業者で組織する「ＰＡＭ」(会員数 69 人)の活動費

の一部を助成した。

○事業内容

・食品加工研修、学習会、各支部活動等に要した費用の一部を助成

※ＰＡＭ・・・Power Agriculture Miyazaki･Mama･Ms.

ＳＡＰ会議活

動支援事業

1,064

入 1,064

将来の地域農業を担う青年農業者の育成を図るため、青年農業者で組

織する「宮崎市ＳＡＰ会議」(会員数 29 人)の活動を支援した。

○事業内容

・学修会、各支部活動等に要した費用の一部を助成

※ＳＡＰ・・・Study for Agricultural Prosperity

農業法人育成

支援事業

121

入 121

企業的な農業経営体である農業法人を育成し、経営の安定を図るため、

市内の農業法人を支援した。

○事業内容

・農業法人への農業制度資金利子助成 21 千円

・宮崎市元気な農業法人活動補助金 100 千円
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農政企画課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

農業融資制度

資金利子補給

金交付事業

千円

2,687

県 1,317

入 1,370

農業経営の健全化に資するため、経営安定や規模拡大等を目的とした

融資制度資金の利子補給を行った。

○事業内容

・農業近代化資金(H29～R3) 52 千円

・農業経営基盤強化資金(H14～H21) 916 千円

・経済変動・伝染病等対策資金(R2～R4) 1,719 千円

【補助率】制度：県 1/2 実績：県 1/2

農地施設等補

助債務管理費

5,287

入 5,287

新規就農者等の確保・定着を図るため、事業実施期間中の債務を承認

した入植団地整理事業について助成金を交付した。

○事業内容

・新規就農者入植団地整備事業(H26・H27)

新規就農者確

保・育成支援

事業

1,493

入 1,493

新規就農者の確保・育成を図るため、県内外の就農希望者への情報提

供や就農相談を行うとともに、(有)ジェイエイファームみやざき中央が

行う新規就農者向けの研修に要した費用の一部を助成した。

○事業内容

・新規就農者の確保 360 千円

就農相談会参加

・新規就農研修生受入助成 200 千円

研修生の研修期間中の生活費の一部を支援

・新規就農研修指導者助成 933 千円

研修講師の人件費をＪＡとＪＡ管内市町で負担

新規就農者定

着支援事業

6,529

入 6,341

諸 188

地域農業の担い手となる新規就農者の確保及び初期投資の軽減による

早期の経営安定を図るため、就農時の機械整備に要した費用の一部を助

成した。

また、新規就農者の所得の向上や就農定着を図るため、定着支援アド

バイザーによる営農指導や専門家による経営診断等を行った。

○主な事業内容

・機械導入に対する助成 21 件 6,222 千円

・定着支援アドバイザー報償費等 287 千円

農業次世代人

材投資事業

100,678

県 100,484

一定の要件を満たす青年就農者に対し、農業経営のリスク軽減と就農

後の定着を図るため、農業を始めてから経営が安定するまでの間(最長 5

年間)、資金を交付した。

○事業内容

・推進事業費 1,476 千円

・資金交付(72 人) 99,202 千円

【補助率】制度(上限):県(国)10/10 実績:県(国)10/10
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農政企画課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

新規就農者育

成総合対策事

業

千円

60,510

県 60,510

一定の要件を満たす青年就農者に対し、農業経営開始時の初期投資の

負担軽減と就農後の定着を図るため、農業用機械・施設等の導入支援や

農業を始めてから経営が安定するまでの間(最長 3年間)、資金を交付し

た。

○事業内容

・経営発展支援事業(9 人) 35,010 千円

【補助率】県：3/4(国 1/2 県 1/4)

・経営開始資金 25,500 千円

【補助率】制度(上限):県(国)10/10 実績:県(国)10/10

農業後継者確

保・育成支援

事業

33,600

県 2,200

入 31,400

農家の後継者が就農しやすい環境を整え、新規就農者の確保を図るた

め、国の農業次世代人材投資事業や新規就農者育成総合対策の対象とな

らない一定の要件を満たす農家の後継者に対し、給付金を支給した。

○事業内容

・給付金交付(28 人)

1 人当たり 1,200 千円(就農時 1 回限り) 33,600 千円

【県単】農業人材投資事業(給付金交付 11 名)

県 20 万円/名 市 100 万円/名 13,200 千円

【市単】農業後継者定着化支援事業(給付金交付 17 名)

市 120 万円/名 20,400 千円

新規就農研修

施設整備支援

事業

1,298

入 1,298

㈲ジェイエイファームみやざき中央の新規就農研修施設(高岡)の老朽

化により、令和 3年度から次世代施設園芸団地(国富町)に研修場所を移

したことに伴い、新たに座学を行う会議室を整備する必要が生じたため、

宮崎市・宮崎県・国富町・ＪＡ宮崎中央の支援により研修施設の充実化

を図った。

○事業内容

・新規就農希望者の育成のため、研修室の整備に係る費用の一部支援

整備内容 ：研修室 1棟

整備面積 ：約 18 坪(40 ﾌｨｰﾄｺﾝﾃﾅ 2 棟連結(幅 12.2m×奥行 4.9m))

全体事業費：8,750 千円

補助額 ：1,298 千円(ＪＡ:県:市:国富町＝1/3:1/3:1/6:1/6)

新規就農者地

域定住支援モ

デル事業

1,253

入 1,253

新規就農者の確保及び農村集落の維持・活性化を図るため、新規就農

者が居住を検討している市街化調整区域内の空き家の改修費用等の一部

を支援した。

○事業内容

・空き家改修費補助(1 件)：928 千円

【補助率】定額補助(補助上限 1,000 千円)

・空き家片付け費用補助(1 件)：100 千円

【補助率】定額補助(補助上限 100 千円)

・空き家の家賃補助(1 件)：225 千円

【補助率】1/2(補助上限 25 千円/月)

-210-



農政企画課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

新規就農者ハ

ウス整備支援

事業

千円

17,490

入 17,490

新規就農者の確保及び就農時の初期投資の軽減を図るため、宮崎中央

農業協同組合及び営農集団が取り組むハウス整備に要した費用の一部を

助成した。

○事業内容

・ＡＰハウス２号改良型の新設又は増設に対する助成 17,490 千円

補助対象 宮崎中央農業協同組合、3戸以上からなる営農集団

補 助 額 1,500 千円/10a

整備面積 116.6a

新規就農者中

古ハウス有効

利用支援事業

3,897

入 3,897

新規就農者の確保及び就農時の初期投資の軽減を図るとともに、中古

ハウスの有効な利活用を図るため、整備に要した費用の一部を助成した。

○事業内容

・補助対象者 認定新規就農者

・補助件数等 5件 面積 61.5a

・補 助 率 1/2 以内

・補助対象経費 中古ハウス補修費等

中古ハウス有

効利用支援事

業

18,590

入 18,590

中古ハウスの有効な利活用と認定農業者の規模拡大を図るため、中古

ハウス導入に要した費用の一部を助成した。

○事業内容

・補助対象者 認定農業者

・補助件数等 11 件 面積 147.4a

・補 助 率 1/2 以内

・補助対象経費 中古ハウス補修費等

農業労働力確

保支援事業

1,243

入 1,243

安定的な農業労働力の確保を図るため、有料職業紹介事業を活用して

求人募集を行う農業者に対し、求人情報誌等の掲載費用の一部を助成し

た。

○事業内容

・補助件数等 52 経営体(補助率 1/2)

人・農地プラ

ン推進事業

388

県 388

地域における人と農地の問題を解決するため、地域でのアンケート調

査や話し合いを実施し、宮崎市「人・農地プラン」の見直し(実質化)を

行った。

○主な事業内容

・農地情報更新業務

【補助率】制度(上限):県(国)10/10 実績:県(国)10/10
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

農地中間管理

事業

千円

1,150

諸 1,150

農用地利用の効率化及び高度化を促進するため、宮崎県農地中間管理

機構から業務の一部を受託し、事業推進を図った。

○主な事業内容

・推進員報償金

農地集積担い

手支援事業

2,635

入 2,635

農地集積を促進するため、農地中間管理事業を活用して集積された農

地の受け手となった担い手に対し、奨励金を交付した。

○事業内容

・交付対象面積 26.35ha

・交付基準額 10a 当たり 10 千円

宮崎市農業振

興地域整備計

画策定事業

17,050

入 17,050

農業上の土地の有効利用や各種施策を総合的かつ計画的に推進し、本

市の農業の振興を図るため、平成 24 年に策定した『宮崎市農業振興地

域整備計画』を見直し、概ね 10 年後を見据えた新たな整備計画の策定

を行った。

〇事業内容

・計画策定業務委託

地区別説明会、計画原案及び付図作成、成果品印刷・製本

農業振興地域

整備促進事業

468

使・手 66

入 392

宮崎市農業振興地域整備計画(土地利用計画、土地基盤整備計画等)に

基づき、優良農地の確保と適正な土地利用を図るため、現地調査や計画

の個別見直しを行った。

○主な事業内容

・職員による巡回調査

・優良事例や法制度等の研修参加

・土地利用計画の変更

みやＰＥＣ推

進機構運営事

業

27,406

入 27,406

本市及び周辺地域の農林水産物をはじめとする豊かな地域資源を有効

に活用し、官民一体となった農商工連携や６次産業化の取組により、地

域経済の活性化、産業振興に寄与することを目的に、平成 26 年 4 月 1

日に設立された「(一社)みやＰＥＣ推進機構」の安定的な運営を図るた

め、事務局運営に係る費用の一部を助成した。

○事業内容

・補助対象 (一社)みやＰＥＣ推進機構

・補助対象経費 事務局運営に係る人件費及び事務費
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農政企画課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

宮崎市版６次

産業化実現事

業

千円

1,547

入 1,547

本市及び(一社)みやＰＥＣ推進機構が目指す「宮崎市版６次産業化」

の実現を図るため、機構の構成団体間のコーディネートによる新商品等

の開発などを支援した。

○事業内容

・補助対象 (一社)みやＰＥＣ推進機構

・補助内容

１ 農林水産物を活用した新商品開発

①マラソンダンゴ

②地鶏のはごろも

２ ６次化商品フォローアップ

①ひなたマルシェ(イオンモール宮崎ひなたテラス)

②宮崎県観光物産展(ディアモール大阪)

③宮崎うめもん展示商談会(八芳園)

④食フェスタ in みやざき 2022(生目の杜)

地産外商推進

サポート事業

5,041

入 5,041

本市の農林水産物の消費拡大や販路拡大を図るため、(一社)みやＰＥ

Ｃ推進機構が実施する新商品の販路開拓等の取組を支援し、農商工連携

や６次産業化の取組を行う市内事業者の商品販売力の向上に努めた。

○事業内容

・補助対象 (一社)みやＰＥＣ推進機構

・補助内容

①展示商談会への出展支援

②宮崎うめもん展示商談会 2023 の開催

みやざきの豊

かな食材国内

ＰＲ事業

7,937

入 7,937

種類豊富で質の高い本市産農林水産物の更なる需要拡大のため、国内

で地元食材を活用した効果的なＰＲ活動を展開し、持続可能な宮崎ブラ

ンドの確立を図った。

〇事業内容

・補助対象 (一社)みやＰＥＣ推進機構

・補助内容

①”宮崎の旬”を楽しむ企画

②宮崎フェアの開催

③地元食材を活用したメニューの開発

宮崎の豊かな

食材輸出支援

事業

2,543

入 2,543

市内の農林水産業者や加工業者等の海外への販路拡大を図るため、輸

出に関するの経費の一部を支援した。

○事業内容

・補助対象 市内の農林水産業者・加工業者、(一社)みやＰＥＣ推進

機構、ＪＡ

・補助内容 輸出取組事業者支援

・補助件数 輸出取組事業者 3件

(一社)みやＰＥＣ推進機構、ＪＡ
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農政企画課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

６次産業化振

興事業

千円

1,008

入 1,008

農林漁業者の所得向上を図るため、６次化商品の商品開発や販路拡大

等の取組を支援した。

○事業内容

・補助対象 ６次産業化に取り組む農林漁業者及び団体

・補助件数 3件

・補 助 率 1/2 以内(上限額 400 千円/件)

①商品名 ：温州みかんジュース

取組内容：自社ＨＰにＥＣ機能を追加

300 千円

②商品名 ：ケールパウダー、ビーツパウダー

取組内容：食品乾燥機・粉砕機の導入、ＥＣサイトの構築

400 千円

③商品名 ：美トマトのワイン煮コンポート

取組内容：食品サンプル製作、ＰＲ動画制作

308 千円

学校給食県産

食材提供推進

事業

50,864

県 50,864

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、影響を受けている肉用

牛生産農家等の所得回復及び学校給食における食育・地産地消の推進を

図るため、各小中学校の学校給食へ県産牛肉の提供を行った。

【補助率】制度(上限):県 10/10 実績:県 10/10

〇事業内容

提供期間：令和 4年 10 月～令和 5年 1月

提供校数：71 校

提供量 ：6,031.30 ㎏

事業費 ：50,864 千円

第１３次宮崎

市農林水産業

振興基本計画

策定事業

2,101

越 2,101

本市の農林水産業の維持、発展を図るため、現状と課題を分析し、令

和 4年度から令和 8年度までの 5 年間を計画期間とした第１３次宮崎市

農林水産業振興基本計画を令和 3年度に策定した。

【令和 3年度からの繰越事業】

計画冊子の印刷費 2,101 千円
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農業振興課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

35 農林水産業

費

10 農業費

20 農業振興

費

特別賞交付事

業費

千円

35 農畜産業における生産技術改良と生産意欲の向上を図るため、経営内

容が特に優れている生産者等を表彰した。

【事業内容】

・交付対象：本市に在住する者又は本市に所在する団体

・交付実績：ＪＡ宮崎中央宮崎支店園芸各部会総会市長賞

各たばこ耕作振興会市長賞

農産物加工セ

ンター管理費

209

使・手 183

諸 26

農産物加工センターの施設及び設備を適正に管理するため、必要に応

じ、業務委託を行った。

【事業内容】

・対象施設：宮崎市ふるさと農産物加工センター(瓜生野)

(3 施設) 那珂地区農業構造改善センター農産加工実習室

(佐土原)

宮崎市清武ふるさと農産物加工センター(清武)

・実施内容：那珂地区農業構造改善センターの浄化槽修繕

宮崎市ふるさ

と農産物加工

センター等指

定管理料

14,260

入 14,260

農畜産物の加工及び特産品の創作等の奨励や農村生活の改善を図る

ため、指定管理者による農産物加工施設の運営及び維持管理を行った。

【事業内容】

・対 象 施 設：宮崎市ふるさと農産物加工センター(瓜生野)

(3 施設) 那珂地区農業構造改善センター農産加工実習室

(佐土原)

宮崎市清武ふるさと農産物加工センター(清武)

・指定管理者：宮崎中央農業協同組合

・指 定 期 間：令和 4年 4月～令和 9年 3月(5 年間)

・運 営 状 況 (単位：日、人、団体)

農業用廃プラ

リサイクル推

進事業

500

入 500

農村環境の美化と資源の有効活用を図るため、農業生産により排出さ

れたビニルやポリフィルム等の廃プラスチック類の適正な処理を推進

する組織に対し、活動費の一部を助成した。

【事業内容】

・補助対象：宮崎市農業用廃プラスチック適正処理対策推進協議会

・補 助 率：1/2 以内

施 設 名
稼働

日数

延 べ

利用者数

利用

団体数

宮崎市ふるさと農産物加工センター 176 1,257 191

那珂地区農業構造改善センター

農産加工実習室
181 1,261 188

宮崎市清武ふるさと農産物加工

センター
200 1,923 246

計 - 4,441 625
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農業振興課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

環境保全型農

業直接支払交

付金事業

千円

10,540

県 7,905

入 2,390

地球温暖化防止や生物多様性の保全に効果の高い営農活動を推進す

るため、特定の取組を行う農業者等を支援した。

【事業内容】

○環境保全型農業直接支払交付金

・補助対象：宮崎市環境保全型農業推進協議会

・補助内容：化学肥料・化学合成肥料を 5割以上低減する取組と地

球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い取組を

あわせて行った農業者を支援した。

（【財源内訳】制度：県 3/4 以内（国）1/2 以内含む、市 1/4 以内

実績：県 3/4 以内（国）1/2 以内含む、市 1/4）

対象活動
取組

人数

面積

(ａ)

10ａ

交付単価

交付金額

(円)

カバークロップ 1 377 6,000 226,200

堆肥の施用 36 5,845 4,400 2,571,800

有機農業 13 4,351 12,000 5,221,200

有機農業

(炭素貯留の高い)
4 1,800 14,000 2,520,000

合計 54 12,373 10,539,200
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農業振興課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

みやざきの園

芸産地強化支

援事業

千円

48,827

国(交) 48,827

施設園芸の生産基盤の強化を図るため、生産性の向上や省力化等に資

する資機材の導入に要した費用の一部を助成した。

【事業内容】

○みやざきの園芸産地強化支援事業 【補助額：46,097 千円】

・補助対象：宮崎市園芸振興協議会

・補助内容 (単位：ha、戸、台・枚・本・球)

・補 助 率：1/3 以内 （ ）内は実際に導入した数

○みやざきの花産地強化支援事業 【補助額：1,548 千円】

・補助対象：宮崎市園芸振興協議会花き部会

・補助内容 (単位：ha、戸、台)

・補 助 率：1/3 以内

○みやざき特産果樹産地サポート事業 【補助額：1,182 千円】

・補助対象：宮崎市園芸振興協議会果樹部会

・補助内容 (単位：ha、戸、台)

・補助率：苗木 1/2 以内、資機材 1/3 以内

導 入 機 材 面積 件数 台数

炭酸ガス発生装置 5.95 37 50

環境測定装置 5.24 26 26

自動かん水装置 4.28 14 18

自動開閉装置（外側） 4.56 25 25

自動開閉装置（内側） 3.43 8 8

自動開閉装置（横側） 1.37 6 11

ヒートポンプ 1.34 7 25

ハウス内循環扇 5.38 24 234

ＬＥＤシート（6枚/set） 0.69 6 47

ＬＥＤ蛍光灯（10 本/set） 0.24 2 42

ＬＥＤ蛍光灯（100 球/set） 1.07 6 1,046

計 33.55 161 1,532

導 入 機 材 面 積 件 数 台 数

遮光資材（白 75％以上） 0.084 1 1

遮光資材（黒 50～74％) 0.321 2 2

遮光資材（白 50～74％） 0.172 2 2

遮光資材（白 50％未満) 0.072 1 1

高性能被覆資材 0.135 1 1

計 0.784 7 7

導 入 機 材 面 積 件 数 台 数

苗木の新植、改植 0.87 7 7

遮光資材の導入 0.79 6 6

電動剪定ばさみ 1.98 6 6

防草シート 0.83 4 4

計 4.47 23 23
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農業振興課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

強い農業づく

り交付金事業

千円

34,894

県 31,722

越 3,172

産地競争力の強化を図るため、高度環境制御栽培施設等を整備する営

農集団に対し、費用の一部を助成した。

【事業内容】

【令和 3年度からの繰越事業】 34,894 千円

・補助対象：住吉地区胡瓜生産組合

・補助内容 (単位：ha、戸、千円)

・補 助 率：県(国)1/2 以内、市 5/100 以内

(【財源内訳】制度：県(国)10/11 以内)

【令和 5年度への繰越事業】 382,500 千円

・補助対象：宮崎中央農業協同組合

・補助内容 (単位：ha、戸、千円)

・補 助 率：県(国)1/2 以内

(【財源内訳】制度：県(国)10/10 以内)

【令和 5年度への繰越事業】 268,232 千円

・補助対象：宮崎ひなたファーム㈱

・補助内容 (単位：ha、戸、千円)

・補 助 率：県(国)1/2 以内、市 5/100 以内

(【財源内訳】制度：県(国)10/11 以内)

取組内容 品目 面積 件数 補助金

低コスト耐候性ハ

ウス

(付帯設備含む)

きゅうり 0.27 2 34,894

取組内容 品目 面積 件数 補助金

集出荷貯蔵施設

(きゅうり選果機)
きゅうり 43.47 171 382,500

取組内容 品目 面積 件数 補助金

育苗施設

(硬質ハウス・付帯

設備)

野菜苗 0.5 1 268,232
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農業振興課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

施設園芸用ハ

ウス強化緊急

支援事業

千円

5,130

県 5,130

台風等災害時の施設園芸用ハウス被害を軽減するため、補強資材等の

導入に要した費用の一部を助成した。

【事業内容】

○施設園芸用ハウス強化緊急支援事業

・補助対象：宮崎市ハウス強靭化対策協議会

・補助内容 (単位：千円)

【ハウス補強】 (単位：ha、戸、千円)

・補 助 率：県(国)1/2 以内

(【財源内訳】制度：県(国)10/10 以内、実績：県(国)10/10)

取組内容 補助金

園芸産地における事業継続計画の

検討及び策定
0

園芸産地における事業継続計画の

実践（研修会の実施）
55

計 55

導 入 機 材 面 積 件 数 補助金

換気扇 0.86 6 868

作物荷重やパイプ等の追加 0.49 1 900

非常用電源の導入 3.31 10 3,307

計 4.66 17 5,075
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農業振興課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

農産園芸用資

機材導入支援

事業

千円

72,531

県 41,185

越 31,346

本市農業の主要品目である施設野菜をはじめ、露地野菜の安定生産や

産地の維持・拡大を図るため、国庫補助事業を活用して、収量や品質の

向上に資する資機材導入費用等の一部を助成した。

【令和 3年度からの繰越事業】

○宮崎市産地生産基盤パワーアップ事業(支援事業) 31,346 千円

・補助対象：宮崎中央地域農業再生協議会

・補助内容 (単位：ha、戸、千円)

・補 助 率：県(国)1/2 以内

(【財源内訳】制度：県(国)10/10 以内、実績：県(国)10/10)

【令和 4年度の事業内容】

○宮崎市産地生産基盤パワーアップ事業(支援事業) 41,185 千円

・補助対象：宮崎中央地域農業再生協議会

・補助内容 (単位：ha、戸、千円)

・補 助 率：県(国)1/2 以内

(【財源内訳】制度：県(国)10/10 以内、実績：県(国)10/10)

取組内容 品目 面積 件数 補助金

ＡＰ２号改良型ハウス

(付帯設備含む)

きゅうり

0.34 2 21,781

高機能被覆資材 0.09 1 3,150

自動潅水装置 0.42 1 1,757

炭酸ガス発生装置 等 0.83 3 4,658

合計 1.68 7 31,346

取組内容 品目 面積 件数 補助金

換気循環装置

細霧冷房
ピーマン

0.36

0.19
1 3,134

ヒートポンプ

被覆資材等の省エネ資

機材

マンゴー

ピーマン

きゅうり

ミニトマト

1.88 11 32,385

収穫機 かんしょ 0.90 1 1,400

トラクター（ロータリ

ー等含む）
かんしょ 0.40 1 4,266

合計 3.73 14 41,185
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農業振興課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

チャレンジ！

施設園芸資機

材導入支援事

業

千円

3,465

入 3,465

農産物の収量増加や品質向上を図るため、所得向上に繋がる新たな資

機材を導入した生産者に対し、費用の一部を助成した。

【事業内容】

・補助対象：宮崎市園芸振興協議会

・補助内容：新技術資機材 (単位：千円)

・補 助 率：1/2 以内(上限 2,000 千円)

特産農産物産

地強化支援事

業

1,100

入 1,100

本市農業の特徴である魅力ある多様な品目の産地維持を図るため、生

産規模が小さい又は縮小傾向にある品目の生産振興に資する新しい作

型の検討や、販売促進・ＰＲ活動に係る費用の一部を助成した。

【事業内容】

○特産農産物産地強化支援事業 600 千円

・補助対象：生産規模の小さい品目を生産する生産者集団

・補助内容：販売促進や市場調査、販路拡大等の取組支援

・補 助 額：200 千円/品目(定額)

○みやざきの伝統野菜産地維持対策事業 500 千円

・補助対象：宮崎中央農業協同組合南瓜部会

・補助内容：販売促進や市内消費の拡大、

新しい作型や規格の検討等の取組支援

・補 助 額：500 千円(定額)

園芸用ハウス

ビルドサポー

ト事業

20,340

国(交) 20,340

園芸用ハウスの老朽化に伴い産地基盤の弱体化が進んでおり、経営面

積や生産量の確保を進め産地の強化を図るため、宮崎中央農業協同組合

等が取り組むハウス整備に係る費用の一部を支援した。

【事業内容】

・補助対象：宮崎中央農業協同組合、認定農業者

・補助内容：ＡＰハウス２号改良型以上のハウスの更新又は新設

・補 助 額：更新・新設 1,500 千円/10ａ(定額)

・整備面積：136ａ【8名】

導 入 機 材 作 物 補助金

被覆資材（PO クール） きゅうり 238

ハウス内環境遠隔制御シス

テム
きゅうり 2,000

AI 自動かん水施肥ロボット きゅうり 1,227

計 3,465
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農業振興課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

園芸施設整備

支援事業

(Ｒ３国補正)

千円

3,200

県 3,200

園芸産地の維持・拡大と農業経営の安定を図るため、国庫補助事業を

活用して、農業用機械の導入に係る費用の一部を助成した。

【事業内容】

【令和 3年度からの繰越事業】

○宮崎市産地生産基盤パワーアップ事業(整備事業)

・補助対象：宮崎中央地域農業再生協議会

・補助内容 (単位：ha、戸、千円)

・補 助 率：県(国)1/2 以内

(【財源内訳】制度：県(国)10/10 以内)

葉たばこ廃作

緊急対策事業

(Ｒ３国補正)

11,579

県 11,579

葉たばこ廃作に伴う品目転換や規模拡大を行うため、葉たばこ廃作地

を活用する営農集団に対し、農業用機械のリース導入や小規模な共同利

用施設の整備等に係る費用を助成した。

【事業内容】

【令和 3年度からの繰越事業】

・補助対象：宮崎市高収益作物生産組合

・補助内容：畝たてマルチ張り機、ツル切り機、堀取機、収穫機のリ

ース導入、集出荷貯蔵施設

・補 助 率：県(国)1/2 以内

園芸組織強化

対策支援事業

1,637

入 1,637

野菜、果樹及び花き園芸の振興を図るため、市内の園芸農家で組織す

る宮崎市園芸振興協議会に対し、活動費の一部を助成した。

【事業内容】

・補助対象：宮崎市園芸振興協議会

(会員数：野菜 1,085 人、果樹 233 人、花き 79 人

計 1,397 人) 【令和 3年 9月 1日現在】

・補助内容：園芸作物のＰＲ及び消費宣伝活動、勉強会の開催等

・補 助 額：1,637 千円(運営費の 3/5 以内)

取組内容 品目 面積 件数 補助金

生姜包装機

（ベルトコンベア附帯）
しょうが 1.03 1 3,200
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

露地作物産地

強化支援事業

千円

1,932

入 1,932

露地作物の生産量の拡大や品質の向上、労働力不足の解消を図るた

め、共同利用を行う資機材等の導入や有望品目・品種の検討・実証等に

要した費用の一部を助成した。

【事業内容】

○土地利用型農業産地拡大事業 1,842 千円

・補助対象：宮崎中央農業協同組合

有田地区露地野菜白ネギ生産組合

・補助内容：農業用資機材等 (単位：ha、戸、台)

・補 助 率：1/3 以内

○野菜新産地育成事業 90 千円

・補助対象：宮崎中央農業協同組合

・補助内容：産地動向調査等

・補 助 率：1/2 以内

耕種版インテ

グレーション

加速化事業

2,544

県 1,642

露地野菜の洗浄や乾燥など一連の作業体制の改善を図るため、営農集

団に対し、機械導入費用の一部を助成した。

【事業内容】

・補助対象：田野地区露地野菜生産組合

・補助内容：ハンマーナイフモアの導入

・補 助 額：964 千円

・補 助 率：(県)1/3 以内 (市)1/6 以内

・補助対象：さざんか営農組合

・補助内容：ミニショベルの導入

・補 助 額：1,580 千円

・補 助 率：(県)1/3 以内 (市)1/6 以内

みやざきブラ

ンド果樹産地

リノベーショ

ン推進事業

339

県 226

果樹の主力ブランドである日向夏について、収量や品質の向上や経営

の改善を図り、産地のリノベーションを推進するため、新たな技術の導

入等を行った営農集団に対して、その費用の一部を助成した。

【事業内容】

・補助対象：上倉永・高浜地区日向夏施設利用組合

・補助内容：ハウスの長寿命化(日向夏)

・補 助 率：県 1/3 以内、市 1/6 以内

(【財源内訳】制度：県 2/3 以内、実績：県 2/3)

導 入 機 材 面 積 件 数 台 数

つき機吹上機(動力あり) 1.0 1 1

高速洗浄機 0.4 1 1

つき機刃(包丁) 0.9 2 6

つき機刃(小刃) 0.4 1 1

畝跳ねあげ機 1.5 3 3

アーチパイプ 0.2 2 2

つる切り機 1.5 4 4

収穫機(アタッチメント式) 1.0 2 2

選別機 0.5 1 1

選別機(ドラムのみ) 0.3 1 1

計 7.7 18 22
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

「みやざきの

花」ＰＲ推進

事業

千円

11,884

国(交) 10,484

入 1,400

本市で生産される花きを積極的にＰＲするため、生産者組織が実施す

る各種イベントの開催や花育活動に要した費用や市民が集まる場所に

おけるＰＲ活動に要した経費のほか、小売店と連携した市内産花きの購

入費用を助成した。

【事業内容】

・補助対象：宮崎市園芸振興協議会花き部会

・補助内容：花を飾る運動

・人が集まる場所への市内産花きの展示、ＰＲチラシ

の作成等

・スポーツ大会等での展示

花を使う運動

・市内産花きを使った花育教室の実施

花の魅力アップ運動

・市内産花きをＰＲするための各種イベントへの参加

・園芸の祭典等のＰＲイベントの実施

花の消費拡大事業

・小売店と連携した市内産花きの購入助成

みやざきどれ

農産物ブラン

ド力アップ事

業

9,799

入 9,799
安全・安心な「みやざきどれ」農産物への理解と信頼を獲得し、消費

拡大とブランド化を推進するため、生産者、宮崎中央農業協同組合、本

市及び国富町が一体となって行った取組に係る費用の一部を助成した。

【事業内容】

○みやざき中央農産物ファン拡大事業 5,299 千円

・補助対象：みやざき中央農産物ファン拡大事業委員会

・補助内容：県内外での試食宣伝活動等によるＰＲ活動

・補 助 率：1/3 以内(本市及び国富町で按分)

○農産物ブランド連携推進事業 4,500 千円

・補助対象：みやざき中央農産物ファン拡大事業委員会

・補助内容：本市でキャンプを行うプロスポーツ等と連携した農産

物のＰＲ活動

・補 助 率：2/3 以内

食フェスタ

ｉｎみやざき

開催支援事業

1,803

入 1,803

生産者の生産意欲の高揚と消費者の農林水産業への理解を深めるた

め、市内及びその近隣で生産される農林水産物及びその加工品のＰＲや

試食・販売を実施する「食フェスタ in みやざき 2022」の開催に伴う費

用の一部を助成した。

【事業内容】

・補助対象：食フェスタ in みやざき実行委員会

(構成団体：宮崎中央農業協同組合、宮崎市、

宮崎中央森林組合、宮崎市沿岸漁業振興対策協議会)

・補 助 額：1,803 千円(定額)
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

みやざきしｔ

ｅａＰＲ・消

費拡大緊急支

援事業

千円

4,747

国(交) 4,747

新型コロナウイルス感染症の影響により、茶の販売額が減少する中、

市産茶のＰＲ及び消費拡大を図るため、茶生産者で組織する協議会に対

して支援を行った。

【事業内容】

・補助対象：宮崎市茶業協議会

・補助内容：宮崎カーフェリーと連携した消費拡大・ＰＲイベント

みやざき市産

米消費拡大推

進事業

1,636

入 1,636

消費者ニーズにあわせた安全・安心な特別栽培米の生産及び消費拡大

を推進するため、優良品種の導入や栽培技術の向上、学校給食への提供

等によるＰＲ活動に取り組む組織を支援した。

また、業務用米の生産拡大に取り組む生産者を支援するため、必要な

費用の一部を助成した。

【事業内容】

○学校給食への特別栽培米の提供 1,350 千円

・補助対象：宮崎中央農業協同組合うまい米づくり研究部会

・補助内容：全市立小中学校及び宮崎大学附属小学校を対象に約

35,500 食分の特別栽培米を提供した。※年 1回

○業務用米の生産拡大の支援 226 千円

・補助対象：宮崎中央農業協同組合

・補助内容：苗代等(14.6ha)

・補 助 率：1/4 以内

○組織運営補助 60 千円

・補助対象：宮崎中央農業協同組合うまい米づくり研究部会

水稲病害虫防

除対策実証事

業

1,000

入 1,000

水稲病害虫の被害を軽減し、米の安定生産を図るため、水稲病害虫防

除の実証に取り組む土地改良区や農産組合に対し、費用の一部を助成し

た。

【事業内容】

・補助対象：土地改良区、農産組合

・補助内容：冬季の耕うんによる実証(20.0ha)

・補 助 率：5千円/10ａ
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

米の需給調整

推進事業

千円

10,377

入 10,377

需給バランスの取れた米の生産を推進するため、農政推進委員、集落、

農政推進委員協議会等の活動費の一部を助成した。

【事業内容】 【令和 5年 1月 31 日現在】

○宮崎市農政推進委員報償金 3,997 千円

○事務費 297 千円

○中部地区農業改良普及事業協議会負担金 68 千円

○東諸県郡もみすり業組合負担金 15 千円

○宮崎市農政推進委員協議会補助金 6,000 千円

経営所得安定

対策推進事業

12,583

県 12,583

宮崎中央地域農業再生協議会が行った水田フル活用ビジョンの見直

し及び周知や、経営所得安定対策を円滑に推進するため、協議会の運営

費用の一部を助成した。

【事業内容】

・補助対象：宮崎中央地域農業再生協議会

※構成団体：宮崎中央農業協同組合、宮崎県、宮崎市、

宮崎市農業委員会、国富町、国富町農業委員会、

宮崎県農業共済組合中部センター、

宮崎地区土地改良協議会、宮崎県主食集荷組合

(事務局：宮崎中央農業協同組合)

・補 助 率：県(国)10/10 以内

(【財源内訳】制度：県(国)10/10 以内、実績：県(国)10/10)

地 域
農政推進

委員数(人)

集落数

(集落)
組 織 名

宮 崎 218 291

大宮、檍、大淀、赤江、木花、

青島、住吉、生目、北地区農

政推進委員会

佐土原 61 64
宮崎市佐土原町水田営農対

策協議会

田 野 53 61 田野新地域営農推進協議会

高 岡 46 46 高岡町農政推進委員会

清 武 28 28 清武地区農政推進委員会

計 406 490
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

稲作経営基盤

強化対策事業

千円

28,147

県 28,147

特色ある米産地の維持・拡大と農家経営の安定を図るため、農業用機

械の導入に係る費用の一部を助成した。

【事業内容】

・補助対象：規模拡大を志向する経営体、営農集団

・補 助 率：1／2以内

【機械導入実績】 単位：千円

番

号

地

区

導入

機械

総事

業費

補助

対象

県

補助金

自己

負担

1

佐

土

原

食味センサ

ー付コンバ

イン 4条刈

48PS

6,149 5,590 2,795 3,354

2 北
コンバイン

4条刈 71PS
7,590 6,900 3,277 4,313

3
清

武

コンバイン

4条刈 48PS
5,819 5,290 2,580 3,239

4
大

宮

8 条植 田植

機(密苗・薬

剤散布機付)

4,048 3,680 1,840 2,208

5
住

吉

8 条植 田植

機(密苗・薬

剤散布機付)

4,227 3,050 1,525 2,702

6 檍

レーザーレ

ベラー(3m

幅・レーザー

測定による

水田均平化

装置)

3,278 2,980 1,490 1,788

7
生

目

コンバイン

4条刈 71PS
7,953 7,230 3,615 4,338

8
赤

江

食味センサ

ー付コンバ

イン 5条刈

95PS

13,750 12,500 6,250 7,500

9

佐

土

原

コンバイン

4条刈 54PS
6,344 5,600 2,800 3,544

10
清

武

遠赤外線乾

燥機(遠赤外

線を利用・AI

による自動

乾燥調整機

能搭載・65

石)

2,459 2,100 1,050 1,409

11
清

武

6 条植 田植

機(施肥機

付)

2,035 1,850 925 1,110

合計 63,652 56,770 28,147 35,505
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

たばこ産地応

援事業

千円

759

入 759

葉たばこの安定生産、品質向上を図るとともに、葉たばこ生産組織を

育成するため、組織の活動費及び黄斑えそ病対策に要した費用の一部を

助成した。

【事業内容】

・補助対象 (単位：戸、ha、千円)

茶組織強化対

策支援事業

626

入 626

茶の生産振興と農家所得の向上を図るため、市内の茶生産者で組織す

る宮崎市茶業協議会に対し、活動費の一部を助成した。

【事業内容】

・補助対象：宮崎市茶業協議会

(高岡町茶業振興会：9戸、田野町茶業振興会：6戸、

宮崎市・清武町茶業振興会：2戸)

・補助内容：運営費補助(ＰＲ活動費等)

組 織 名 戸 数 作付面積 補助金

宮崎市たばこ耕作振興会 18 33.6 220

南宮崎たばこ耕作振興会 23 43.9 242

田野町たばこ耕作振興会 42 89.9 297

計 83 167.4 759
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

茶産地育成支

援事業

千円

4,346

入 4,346

市産茶の品質や評価を高めるため、茶の高品質化や害虫の防除に使用

する資機材等の導入に必要な費用の一部を助成した。

【事業内容】

○茶産地基盤整備事業 0千円

・補助対象：宮崎市茶業協議会

○宮崎市産茶生産力アップ事業 4,000 千円

・補助対象：宮崎市茶業協議会

・補助内容 (単位：戸、ha)

・補 助 率：1/3 以内

○優良茶園育成支援事業 300 千円

・補助対象：宮崎市茶業協議会

・補助内容 (単位：戸、ha)

・補 助 率：1/2 以内

○報奨金交付 46 千円

・日本茶アワード出品激励金

・日本茶アワード入賞報奨金

・中部地区茶品評会入賞報奨金

みやざき市産

茶ブランド力

向上支援事業

700

入 700

宮崎市産茶の知名度アップや消費拡大を図るため、市産茶のＰＲ活動

を支援した。

【事業内容】

・補助対象：宮崎市茶業協議会

・補助内容：宮崎市産茶のＰＲ活動

イベントや販促活動によるＰＲ費等

導 入 機 材 件数 面積

高品質肥料 14 57.9

チャトゲコナジラミ防除農薬 7 33.3

計 21 -

導 入 機 材 件数 面積

高品質肥料 1 0.5

チャトゲコナジラミ防除農薬 1 0.5

計 2 -
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

かんしょ病害

対策強化緊急

支援事業

千円

2

入 2

本市の重要な露地品目であるかんしょの安定した生産を図るため、県

内において被害が拡大している基腐病の初期の封じ込めを目的とする

農薬の購入費用の一部を助成した。

【事業内容】

・補助対象：宮崎市かんしょ病害対策協議会

・補助内容：サツマイモ基腐病に有効とされる農薬の購入費支援

(1 戸)

・補 助 率：1/3 以内

農業経営収入

保険加入促進

事業

2,469

入 1,314

新型コロナウイルス感染症など、農業者の経営努力だけでは避けられ

ないリスクが顕在化する中、次期作に安心して取り組める経営基盤を確

立するため、農業経営収入保険の加入者に対し保険料の一部を助成し

た。

【事業内容】

・補 助 対 象：農業経営収入保険新規及び継続加入者

・補 助 内 容：掛け捨て保険料の 1/2 以内(上限 5 万円)

・新規加入者：58 人

農業用原油価

格高騰緊急対

策事業

89,347

国(交) 89,347

燃油や肥料、資機材、飼料価格の高騰で経済的に厳しい環境に置かれ

ている生産者の燃油価格の負担軽減を図るため、営農集団に対し、国の

施設園芸セーフティネット構築事業に加入する際の農家積立金相当額

の一部を助成した。

【事業内容】

・補助対象：3戸以上の営農集団

・補助内容：国の施設園芸セーフティネット構築事業に加入する際の

農家積立金相当額の一部

農業用ビニー

ル等価格高騰

緊急対策事業

32,942

国(交) 32,942

燃油や肥料、資機材、飼料価格の高騰で、経済的に厳しい環境に置か

れている生産者の農業用被覆資材に係る負担軽減を図るため、価格上昇

分の一部を助成した。

【事業内容】

・補助対象：資材販売業者等

・補助内容：農業用被覆資材に係る価格上昇分の一部

(ハウス被覆資材、マルチ資材、サイレージ用ラップ)

35 農林水産業

費

10 農業費

25 畜産業費

みやざきの畜

産物販売促進

活動事業

2,000

入 2,000

宮崎中央管内産畜産物の消費拡大を図るため、生産者、宮崎中央農業

協同組合、本市及び国富町により組織するみやざき中央畜産物消費拡大

推進協議会が行った大都市圏購買者への誘致促進活動やＰＲ・販売促進

活動の費用の一部を助成した。

【事業内容】

・補助対象：みやざき中央畜産物消費拡大推進協議会

・補助内容：市内産畜産物販売促進活動等
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農業振興課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

和牛枝肉価格

安定対策事業

千円

373

入 373

市内の肥育農家の経営安定を図るため、国の「肉用牛肥育経営安定特

別対策事業(新マルキン)」による補填残に対する一部を助成した。

【事業内容】

・事業主体：宮崎中央農業協同組合

・補 助 率：1/2 以内

・対象頭数：163 頭

畜産振興組織

支援事業

1,500

入 1,500

本市の畜産振興を図るため、市内の畜産農家により組織する宮崎市

畜産振興連合会に対し、活動費の一部を助成した。

【事業内容】

・補助対象：宮崎市畜産振興連合会

(構成員内訳：肉用牛 382 人、酪農 3人 養豚 4人、養鶏 15 人

計 404 人)

・補 助 額：1,500 千円(定額)

優良繁殖雌牛

群産地育成対

策事業

18,360

入 18,360

優良子牛産地としてのブランド確立を図るため、優良繁殖雌牛の導

入・保留の促進と高齢母牛等の更新を実施した農家に対して、助成を行

った。

【事業内容】

・補助対象：宮崎市畜産振興連合会

・対象期間：令和 4年 1月～令和 4年 12 月

・補 助 額：

①宮崎中央農業協同組合が開催する品評会で優秀と認められた繁

殖用雌子牛を導入・保留した場合の助成

・優等：7万円/頭、1等：5万円/頭

②県内の家畜市場から導入・保留した雌子牛が、優良な繁殖雌牛と

して登録された場合の助成

・5万円/頭(ただし①もしくは③で助成を受けている雌牛は対象

外)

③育種価の高い牛を繁殖牛として導入・保留した場合の助成

・5万円/頭(ただし①と対象牛が重複した場合は、補助金額が高

い①を採択)

④上記事業(①もしくは③)と併せて満 10 歳以上の高齢母牛を肉牛

として処分した場合の助成

・5万円/頭の上乗せ助成

⑤牛白血病(ＢＬＶ)感染母牛を更新した場合の一部助成

・5万円/頭の上乗せ補助(ただし④との重複不可)

(単位：頭)

※育種価とは、その牛が持っている遺伝的な能力の度合いを数字で表し

たもの。

区 分 頭数 区 分 頭数

優等 48 1 等 61

登録点数 0 高育種価 127

高齢母牛更新 106 家畜伝染病清浄化対策 3

計 345

-231-



農業振興課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

畜産共進会事

業

千円

1,935

入 1,935

家畜改良の促進と生産意欲の向上を図るため、各種共進会出品者に対

する出品費用の一部助成や優良農家の表彰を行った。

また、宮崎県畜産共進会や宮崎中央畜産共進会の開催費用の一部を負

担した。

【事業内容】

・賞賜金：第 12 回全国和牛能力共進会鹿児島大会 3頭

全国和牛能力共進会宮崎県代表牛決定検査会

種牛の部 10 頭

肉牛の部 5頭

宮崎県畜産共進会

枝肉の部 肉牛枝肉の部 6頭

肉豚枝肉の部 1セット

「近江牛」宮崎友の会 市長賞

・負担金：宮崎県畜産共進会

宮崎中央畜産共進会

畜産関係制度

資金利子補給

事業

24

県 20

畜産農家の経営の健全化に資するため、長期低利資金等を借り受けた

畜産農家に対し、利子補給を行った。

【事業内容】

畜産経営改善緊急支援資金

利子補給率：県 0.11％、市 0.02％

(【財源内訳】制度：県 8/10 以内、実績：県 8/10)

受精卵移植活

用推進事業

1,290

入 1,290

産地間競争に勝てる優良系統牛の確保と乳用牛群の資質向上のため、

優良牛の受精卵移植等に取り組む団体に対し、費用の一部を助成した。

【事業内容】

・宮崎中部地区受精卵移植推進協議会への負担金 900 千円

・宮崎中央農業協同組合酪農部会への補助 390 千円

(受精卵移植 9件、性判別精液利用 104 件)

畜産競争力強

化整備事業

4,950

県 4,950

畜産生産基盤の強化を図るため、ＪＡリース方式による牛舎等の整備

を行う生産者が繁殖素牛(雌子牛・妊娠牛)等の導入を行う際の費用の一

部を助成した。

【事業内容】

・補助対象：宮崎中央肉用牛クラスター推進協議会

(取組主体：宮崎中央農業協同組合)

・補助内容：家畜の導入

・補 助 額：妊娠牛 275 千円/頭 18 頭

(定 額)
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

地域で挑む宮

崎牛産地力向

上事業

千円

218

入 218

宮崎中央管内の和牛が令和 4年 10 月開催の全国和牛能力共進会(鹿児

島大会)での日本一に貢献するとともに、家畜改良の促進と生産者(特に

若手生産者)のさらなる生産意欲の向上を図るため、関係機関で組織す

る協議会活動費の一部を負担した。

【事業内容】

・取組主体：地域で挑む全共対策協議会

(構成団体：宮崎中央農業協同組合、綾町農業協同組合、

国富町、綾町、宮崎市)

・取組内容：優れた飼養管理や手入れの方法等の技術を習得するため

の研修会や視察研修の開催支援、出品対策助成等

地域で取り組

む種雄牛育成

事業

4,000

入 4,000

肥育農家の経営安定を図るとともに、種雄牛の能力を早期に判明さ

せ、次世代を担うスーパー種雄牛を宮崎中央管内より輩出するため、関

係機関で組織する協議会の取組に対し、費用の一部を助成した。

【事業内容】

・補助対象：地域で取り組む種雄牛育成協議会

(構成団体：宮崎中央農業協同組合、綾町農業協同組合、

国富町、綾町、宮崎市)

・補助内容：協議会が選定した宮崎中央管内の種雄牛による種付助成

やその種雄牛産子を自家保留又は導入した場合に助成

・補 助 額：産子自家保留助成金 25 千円/頭×41 頭

産子導入助成金 50 千円/頭×51 頭(肥育農家)

12.5 千円/頭×34 頭(肥育ｾﾝﾀｰ)

畜産施設整備

支援事業

8,829

国(交) 8,829

生産能力や農場衛生環境の向上及び作業の安全と省力化を図るため、

畜舎等の整備に要した費用の一部を助成した。

【事業内容】

・補助対象：宮崎市畜産振興連合会

・補助内容 (単位：戸)

・補 助 率：1/3 以内

ＪＡ宮崎中央

家畜市場購買

誘致強化対策

事業

5,985

入 5,985

新型コロナウイルス感染症の影響により下落した中央管内産の子牛

価格の向上を図るため、管外(県内を含む)購買者が購入した子牛運搬費

用の一部を助成した。

【事業内容】

・事業主体：宮崎中央農業協同組合

・助成対象：ＪＡ宮崎中央家畜市場管外購買者

・対象頭数：九州外 1,801 頭、九州内（県外）466 頭、管外 1,917 頭

計 4,184 頭

取組内容 件数 取組内容 件数

分娩監視装置 4 堆肥盤等 3

スタンチョン 10 換気扇 12

畜舎施設整備(新築・改築・増築) 11 計 40
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

家畜自衛防疫

対策強化事業

千円

7,110

入 7,110

家畜伝染病を未然に防止し、家畜防疫のより一層の徹底を図るため、

畜産農家に対し、消毒剤の配付や防疫に関する情報の提供を行うととも

に、自衛防疫推進協議会の活動費等の一部を負担又は助成した。

【事業内容】

○消毒剤(消石灰等)の配付 6,356 千円

・牛、豚飼養農家

4月：消石灰 1,490 袋、ビルコン(１kg) 119 本、

ロンテクト(1Ｌ) 301 本

10 月：消石灰 1,310 袋、ビルコン(１kg) 119 本、

ロンテクト(1Ｌ) 302 本

・鶏飼養農家

10 月：消石灰 410 袋、ロンテクト(18Ｌ) 24 缶

1 月：消石灰 410 袋 ロンテクト(18Ｌ） 25 缶

3 月：消石灰 588 袋

・口蹄疫防疫対策

3月：ビルコン（１ｋｇ) 71 本 ロンテクト（１Ｌ）160 本

○自衛防疫推進協議会補助 41 千円

・補助対象：宮崎市自衛防疫推進協議会

○中部自衛防疫推進協議会負担金 600 千円

○情報伝達費 57 千円

○印刷費 56 千円

埋却地環境保

全事業

80

入 80

令和 2年度において本市で発生した高病原性鳥インフルエンザにより

殺処分された家畜の埋却地周辺の水質監視を行い、地域住民生活の安全

安心を確保するため、年 4回の地下水等のモニタリング調査を実施した。

【事業内容】

○地下水等のモニタリング調査

配合飼料価格

高騰対策緊急

支援事業

71,494

国(交) 71,494

輸入飼料の価格上昇により深刻な影響を受けている畜産農家の経営

を維持させるため、配合飼料価格安定制度に加入し、以下の取組を実施

する農家に対し、契約数量に応じた支援を行った。

【事業内容】

・事業主体：宮崎市畜産振興連合会（対象者 301 戸）

・取組内容：令和 4年 4月 1日～令和 4年 12 月 31 日購入分の

配合飼料のうち価格安定制度の上乗せ補助

(上限 5 千円/ｔ以内)

①自給飼料生産の拡大

②飼料用米等国産代替飼料の利用

③焼酎かす等のエコフィード活用

④飼料給与の見直し及び放牧の推進などの生産性向上

⑤飼料効率の向上
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

子牛セリ市購

買誘致支援事

業

千円

8,000

国(交) 8,000

資機材、飼料価格の高騰により畜産農家の経営環境が厳しい中、ＪＡ

宮崎中央家畜市場の子牛セリでの肥育農家の購買意欲を向上させるた

め、購買者に対し、導入頭数に応じた定額補助や宮崎市産特産物を提供

した。

【事業内容】

①市内産の子牛購入者

(購買金額上位 20 頭、880 千円(税込)以上)

50 千円/頭補助 20 頭/セリ×4回＝80 頭

②宮崎中央管内産種雄牛産子購入者

宮崎市産特産物の提供

対象者：213 件

飼料用米導入

緊急支援事業

5,600

国(交) 5,600

輸入飼料の価格上昇により深刻な影響を受けている畜産農家の飼料

代の低減を図るため、飼料用米の導入を行う農家を支援した。

【事業内容】

給餌用飼料用米(玄米・破砕)購入費用の助成 (上限 5 千円/ｔ以内)

対象数量 453t（養豚 2/22～3/21 給餌分）

配合飼料 453ｔのうち飼料用米含有量 25%

112t（飼料用米重量）×50 千円/t＝5,600 千円

みやざき地頭

鶏産地育成対

策事業

1,575

国(交) 1,575

新型コロナウイルス感染症の影響により、規模縮小している飼養羽数

を回復させ、みやざき地頭鶏生産者の収益力向上を図るため、みやざき

地頭鶏雛の導入を行う農家に対し、購入費用の助成を行った。

【事業内容】

みやざき地頭鶏雛導入費用の補助

1羽当たり 1/2 以内

対象戸数：4戸

対象数量：15,437 羽
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森林水産課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

35農林水産業

費

15 林業費

15 林業振興

費

森林病害虫等

防除対策事業

千円

3,168

県 2,009

入 1,123

海岸松林を松くい虫の被害から守るため、薬剤防除を行うとともに、

林業関係機関や森林所有者で構成する宮崎市森林病害虫等防除協議会

が実施した樹幹注入に対する助成を行った。

・松くい虫薬剤防除事業委託 2,010 千円

【県委託金】松くい虫発生予防費委託金

実施内容：住居等の隣接地など、空中散布区域外の地上散布

実施時期：5月 9日～6 月 30 日

実施地区：赤江タンポリほか 17.0ha

・樹幹注入事業補助 1,038 千円

補助対象：宮崎市森林病害虫等防除協議会

実施時期：1月下旬～3月上旬

・協議会運営補助 120 千円

補助対象：宮崎市森林病害虫等防除協議会

林道等改良事

業

11,235

県 3,180

債 6,000

経年劣化等により、改修が必要となった林道の改良工事を実施し、機

能の回復を図った。

(【補助率】県：工事費の 3/10 以内)

事業箇所：野島・小内海線ほか 4線 路盤工 Ｌ＝297ｍ

路側工 Ａ＝834 ㎡

狩猟免許取得

促進事業

434

県 143

入 291

野生鳥獣捕獲従事者を確保し、有害鳥獣の捕獲による農作物被害の減

少を図るため、新たに狩猟免許を取得し、有害鳥獣の捕獲に従事する意

思を有する者に狩猟免許取得費用の助成を行った。

・第一種銃猟免許 392,500 円(8 人)

・わな猟免許 40,600 円(9 人)※重複あり

高性能林業機

械導入支援事

業

6,293

入 6,293

林業事業体を育成し、森林経営管理制度の適切な運用及び森林整備を

推進するため、「ひなたのチカラ林業経営者」が導入する高性能林業機

械の購入費用の一部を助成した。

・補助事業体数 2者

・導入機械 ハーベスタ 1台

プロセッサ 1台

フォワーダ 1台

野生鳥獣被害

防止総合対策

事業

1,603

県 1,549

入 54

有害鳥獣による農林作物への被害を軽減するため、電気防護柵等を設

置した農林業者に対して助成を行った。

［設置基数］

電気防護柵 27 か所
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

野生鳥獣被害

防止組織支援

事業

千円

7,578

県 725

入 6,853

野生鳥獣による農林作物被害の軽減、市民の生活環境の保全や安全確

保のため、有害鳥獣の捕獲活動などに対する支援を行った。

・組織補助 5,220 千円

・捕獲補助 2,358 千円

補助対象：宮崎市有害鳥獣駆除対策協議会

佐土原町有害鳥獣対策協議会

田野町有害鳥獣駆除対策協議会

高岡町有害鳥獣被害防止対策協議会

清武町有害鳥獣駆除対策協議会

森林土木積算

システム導入

事業

423 台風等の自然災害による林道等の復旧工事を適切に行うため、森林土

木積算システムを利用した。

・保守管理費用 176 千円

・リース費用 247 千円

椿山森林公園

指定管理料
14,184 市民に憩いの場及び教育、レクリエーションの場を提供するため、適

正な維持管理を行った。

・指定管理者 宮崎中央森林組合

・指定管理料 14,184 千円

・指定期間 平成 31 年 4 月～令和 6年 3 月

・令和 4年度入園者数 12,421 人

間伐・植林促

進強化対策事

業

3,364

財 3,364

良質材の生産及び森林の有する公益的機能を発揮させるため、植林に

係る経費の一部を助成した。

・植林促進強化対策事業補助 3,364 千円

植林面積 44.41ha

補 助 率：国 51/100、県 17/100、市 10/100

※ただし、国 51/100、県 17/100 の補助分は直接事業主体に交

付

-237-



森林水産課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

治山事業

千円

7,644

県 3,400

越 310

債 2,200

災害による山崩れから、市民の生命・財産を守るため、土砂の流出を

防止する法面工事の測量設計及び治山工事を行った。

(【補助率】制度：県 2/3 以内 実績：県 2/3 以内)

【令和 3年度からの繰越事業(県単補助治山事業)】 5,110 千円

東上那珂地区 法面工

北原田地区 測量設計

〃 かご工

【令和 4年度実施事業(県単補助治山事業)】 2,534 千円

小内海地区 法面保護工

南方町大迫地区 測量設計

内海地区 測量設計

【令和 5年度への繰越事業(県単補助治山事業)】 13,551 千円

草伐道地区 測量設計・工事

南方町大迫地区 鉄筋挿入工

内海地区 かご枠工

地域で取り組

む野生鳥獣対

策事業

1,100

入 1,100

野生鳥獣による農林作物被害の軽減を図るため、住民自らが実施する

追い払いや研修会などの活動支援を行った。

補助対象：生目地区有害鳥獣対策組合 100 千円

田野北地区野生猿対策組合 100 千円

高浜地区有害鳥獣対策組合 100 千円

木花地区有害鳥獣被害防止対策委員会 100 千円

青島・内海地区有害鳥獣等対策協議会 100 千円

仁田尾地区有害鳥獣対策組合 100 千円

一里山地区有害鳥獣対策組合 100 千円

的野地区有害鳥獣対策組合 100 千円

伊勢ノ原地区有害鳥獣対策組合 100 千円

八重地区鳥獣害対策組合 100 千円

古城町有害鳥獣等対策協議会 100 千円

海岸松林リフ

レッシュ対策

事業

8,251

入 8,251

海岸松林を松くい虫被害から一体的に守るため、民有林の薬剤防除費

用を助成し、松林の公益機能と景観の維持に努めた。

・補助対象：宮崎市森林病害虫等防除協議会

・対象松林：一ッ葉海岸 84ha、郡司分区有林ほか 110ha
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

森林環境譲与

税基金活用事

業

千円

57,617

入 57,617

森林の有する公益的機能の維持増進を図るため、森林環境譲与税を活

用し、森林の整備及びその促進に関する施策を実施した。

・新たな森林管理システム実施事業 47,123 千円

森林経営管理制度に係る意向調査準備、意向調査、レーザ計測、

市管理事業(間伐)

・木運醸成事業 4,950 千円

木製記載台等の製作(市民課に設置)

・森林作業路維持管理事業補助 4,951 千円

森林作業路の復旧工事に要する補助(宮崎市大字折生迫)

・事務費 555 千円

消耗品の購入、意向調査郵送費用等

・負担金

宮崎中部地区森林経営管理制度推進協議会負担金 38 千円

有害鳥獣被害

等対策パトロ

ール事業

10,777

県 662

入 10,115

野生鳥獣による農林作物被害軽減のため、各地域に監視員を配置し、

猿・イノシシ等の行動範囲を把握し、その情報提供や追い払い等により、

被害対策に努めた。

委 託 先：宮崎中央森林組合

林業担い手育

成支援事業
2,269

入 2,269

森林経営管理制度の担い手である、ひなたのチカラ林業事業体の新規

就業者を確保するため、林業従事者の雇用費の一部の助成を行った。

・退職金共済制度加入促進事業 132 千円

事業内容：退職金共済の掛金の一部を助成(新規採用後 5年間)

・林業担い手確保推進事業 480 千円

事業内容：雇用費の一部を助成(新規採用後 5年間)

・林業省力化推進事業 1,657 千円

事業内容：林業労働の省力化に繋がるドローン購入費及びコンテ

ナ苗植林費の一部を助成

自然休養村環

境整備事業
12,534

債 9,100

多くの市民が利用する温浴施設を整備することにより、地域資源の発

信や憩いの場の提供に努めた。

補償費 324 千円

工事請負費(源泉ポンプ入替工事) 12,210 千円

自然休養村セ

ンター指定管

理料

20,829 市民に、自然とふれあい、親しむ拠点施設として憩いの場を提供し、

地域住民の交流促進を図るため、適正な維持管理を行った。

・指定管理者 木花・青島活性化プロジェクトＪＶ

・指定管理料 20,829 千円

・指定期間 平成 30 年 4 月～令和 5年 3 月

・令和 4年度利用者数 82,659 人
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

35 農林水産業

費

20 水産業費

15 水産業

振興費

漁業後継者等

活動支援事業

千円

400

入 400

次世代の漁業経営を担う漁協の青壮年部や女性部の自主的な活動を

支援するため、活動費の助成を行った。

・漁協青壮年部・女性部活動費補助

補助対象：宮崎市沿岸漁業振興対策協議会

補 助 率：事業費の 1/2 以内

おさかな消費

拡大事業

1,600

入 1,600

市内で水揚げされる水産物の消費拡大を図るため、イベント開催、Ｐ

Ｒ実施等販売促進事業の支援を行った。

・おさかな消費拡大事業補助 1,100 千円

補助対象：宮崎市漁業協同組合

補 助 率：事業費の 1/2 以内

・宮崎のさかなビジネス拡大協議会負担金 500 千円

漁業後継者漁

船導入支援利

子補給金交付

事業

217

入 217

漁業生産基盤の確立を図るため、漁業者の漁船建造、取得又は改造に

要した資金の借入れに伴う利子補給を行った。

・宮崎市漁業後継者漁船導入支援利子補給

(近代化資金貸付利率の 2/3 以内。ただし、年 1％以内)

漁業経営安定

化緊急対策事

業

7,490

入 7,490

漁業経営の安定を図るため、全漁業者の加入が義務付けられている漁

船保険料の一部助成を行った。

・漁業経営安定化緊急対策事業補助

補助対象：宮崎市に居住する市内漁協組合員で、漁協に漁船保険

料を支払う漁業者

補 助 率：漁業者が支払う保険料の 30％以内

つくる漁業振

興事業

2,166

入 2,166

資源管理型漁業の推進を図るため、稚魚や小型イセエビ等の放流を実

施した。

・稚魚購入費 1,781 千円

ヒラメ稚魚 8,651 尾

小型イセエビ 160kg

クエ稚魚 762 尾

・施設管理費 60 千円

・(一財)宮崎県水産振興協会負担金 325 千円

内水面漁業振

興支援事業

2,647

入 2,647

内水面の水産資源の保護、増殖及び河川の環境保護に対する市民意識

の高揚を図るため、稚魚、稚貝の放流や河川清掃活動などを支援した。

・稚魚、稚貝放流事業 2,547 千円

アユ：269kg、シジミ：715kg

ハマグリ：222kg、ウナギ：19.5 ㎏

鯉：20 ㎏

・河川環境改善活動補助 100 千円
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

漁業経営向上

支援事業

千円

5,671

入 5,671

漁業操業の合理化、労働の省力化、操業中の安全確保を図るため、漁

船の近代化装備に係る費用の一部を助成した。

・漁業経営向上支援事業補助

補助対象：海面漁業協同組合

補 助 率：近代化装備に要した経費の 1/2 以内

主な装備機器：プロッターデジタル魚探、カラー液晶レーダー、

ＤＳＢ送受信機 など

漁協信用事業

譲渡資金利子

助成事業

160

入 160

漁業経営に不可欠な漁業協同組合の機能維持、基盤強化を図るため、

信用事業譲渡の際に資金を借り入れた漁協に対する利子助成を行った。

・基盤強化資金利子助成(利子助成率 0.16％以内)

・経営改善資金利子助成(利子助成率 0.16％以内)

・運転資金利子助成 (利子助成率 0.40％以内)

新規漁業就業

者確保支援事

業

2,400

入 2,400

漁業の将来を担う人材を確保・育成するため、自営独立就業等を目指

す新規漁業就業者に対して就業支援金を交付した。

・就業支援金

1人当たり 1,200 千円×2人

海洋ごみ対策

促進事業
922

県 696

入 226

海洋環境の保全、漁業の振興を図るため、海洋ごみの回収、処分運搬

業務を漁業協同組合、一般廃棄物収集運搬許可業者に委託した。

・海底清掃委託 635 千円

・海洋ごみの処分運搬委託 287 千円

種子島周辺漁

業対策事業
9,115

県 8,520

入 595

漁協の経営安定や漁業操業の効率化を図るため、海面漁業協同組合が

所有する共同利用施設の改修に係る費用の一部を助成した。

漁船漁具保全施設及び作業場(北側)の改修

・補助対象 宮崎漁業協同組合

・総事業費 11,900 千円

・補助率 国(ＪＡＸＡ)70％、県 1.6％、市 5％
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

県営漁港整備

事業

千円

19,900

債 17,900

漁港施設の長寿命化、漁港・漁村の防災対策強化のため、県が実施す

る富田、青島漁港の航路泊地浚渫工事費等の一部を負担した。

・富田漁港(航路泊地浚渫) 2,000 千円

総事業費：40,000 千円

負 担 率：国 1/2、県 2/5、新富町 1/20、市 1/20

・青島漁港(航路泊地浚渫) 5,000 千円

総事業費：50,000 千円

負 担 率：国 1/2、県 2/5、市 1/10

・青島漁港(突浪第２桟橋補修工) 2,000 千円

総事業費：20,000 千円

負 担 率：国 1/2、県 2/5、市 1/10

・青島漁港(沖防波堤改良) 10,900 千円

総事業費：109,000 千円

負 担 率：国 1/2、県 2/5、市 1/10

県営漁港整備

事業

（Ｒ４国２次

補正）

4,600

債 4,600

漁港施設の長寿命化、漁港・漁村の防災対策強化のため、県が実施す

る青島漁港の施設点検や照明灯ＬＥＤ化の費用の一部を負担した。

・青島漁港(施設点検) 3,000 千円

総事業費：30,000 千円

負 担 率：国 1/2、県 2/5、市 1/10

・青島漁港(照明灯ＬＥＤ化) 1,600 千円

総事業費：16,000 千円

負 担 率：国 1/2、県 2/5、市 1/10

水産物販売促

進支援事業

5,000

国(交) 5,000

新型コロナウイルス感染症の影響により、インバウンドや外食需要が

減少し、魚価が下落している中で、地元水産物の販売促進と魚価の回復

による漁業者の経営安定を図るため、宮崎市沿岸漁業振興対策協議会が

行う水産物販売活動に係る費用の一部を助成した。

・補助対象 宮崎市沿岸漁業振興対策協議会

・補助内容 水産物(イセエビ等)購入 1 ㎏当たり

1,000 円割引クーポン券×4,863kg 4,863 千円

水産物購入 1,000 円値引き×137 人 137 千円

漁業用資材価

格高騰対策緊

急支援事業

1,769

国(交) 1,769

原油価格・物価高騰の影響による、漁業用資材の価格上昇に伴う漁業

者の負担を軽減するため、価格上昇分の一部を支援した。

・補助対象 市内海面漁業協同組合

・補助内容 漁協が漁業用資材の販売価格から減額した金額

減額率(上限)7.7％
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

60 災害復旧費

15 農林水産

施設災害

復旧費

15 林業施設

災害復旧

費

林業施設補助

災害復旧事業

千円

57,503

県 45,310

越 1,393

債 10,800

令和 4 年 9 月の台風 14 号により被災した林道の災害復旧事業を実施

した。

【令和 3年度からの繰越事業】

・民有林林道災害復旧事業

路線名：大谷線 3,327 千円

大谷・上郷良線(1 号箇所) 2,865 千円

大谷・上郷良線(2 号箇所) 18,510 千円

野島・小内海線 32,801 千円

【令和 5年度への繰越事業】

・民有林林道災害復旧事業

大谷・上郷良線 130,000 千円

林業施設単独

災害復旧事業

15,635

越 3,343

債 10,500

令和 4 年 9 月の台風 14 号により被災した林道施設等の災害復旧事業

を実施した。

【令和 3年度からの繰越事業】

・旧宮崎市域 (工事 1件) 9,443 千円

【令和 4年度実施事業】

・旧宮崎市域 (工事 3件 測量設計 2件) 2,976 千円

・清武町域 (工事 4件) 1,569 千円

・高岡町域 (工事 5件) 1,647 千円

【令和 5年度への繰越事業】

・旧宮崎市域 (工事 2件) 2,800 千円
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農村整備課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

35 農林水産

業費

10 農業費

40 農地費

農村公園施設

管理費

千円

1,095

使・手 1

地域住民の交流及び健康増進の場として快適に利用できるようにす

るため、旧宮崎市域 4 か所に設置している農村公園の維持管理及び助

成を行った。

湛水防除施設

管理費

32,150

入 32,148

排水機場等の確実な稼動と長寿命化を目標とした適切な維持管理の

ため、定期点検や運転管理の委託等を行った。

旧宮崎市域：蛎原、正蓮寺、山下、金崎排水機場

佐土原町域：天神、二ツ立排水機場

農業施設維持

管理適正化事

業

47,210

越 20,500

諸 9,000

排水機場等の農業用施設の安定した運転と長寿命化のため、全国土

地改良事業団体連合会の土地改良施設維持管理適正化事業交付金を活

用し、整備や更新を行ったほか、事業費の拠出等を行った。

【負担率】制度・実績：国 30％、県 30％、市及び地元 40％

【令和 3年度からの繰越事業】 20,500 千円

・蛎原排水機場 直流電源盤修繕ほか

【令和 4年度事業分】 26,710 千円

・天神排水機場 低圧制御機器修繕ほか

・二ツ立排水機場 除塵機減速機修繕ほか

【令和 5年度への繰越事業】 29,500 千円

○修繕料

・蛎原排水機場 冷却水配管外修繕

・正蓮寺排水機場 制御機器修繕

・山下排水機場 電気制御機器修繕

・二ツ立排水機場 低圧制御機器修繕

○補助金(地元土地改良区が行う工事費等の一部助成)

・木花頭首工油圧設備整備補修工事(宮崎市南部土地改良区施工)

湛水防除施設

改修事業

6,407

入 2,749

越 125

排水機場等の適切な運転管理を行うため、ポンプ施設、各補機類の

修繕等を行った。

旧宮崎市域：蛎原、正蓮寺、山下、金崎排水機場

佐土原町域：天神、二ツ立排水機場

【令和 3年度からの繰越事業】 125 千円

・蛎原排水機場 直流電源盤修繕ほか

【令和 4年度事業分】 6,282 千円

・蛎原排水機場 吸気弁修繕ほか

・山下排水機場 非常用発電設備修繕

・天神排水機場 原動機修繕ほか

【令和 5年度への繰越事業】 75 千円

・蛎原排水機場 冷却水配管外修繕

・正蓮寺排水機場 制御機器修繕

・山下排水機場 電気制御機器修繕
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農村整備課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

農道・水路維

持事業

千円

3,419

財 1,000

法定外公共物の維持管理のため、里道・水路等の補修や、土地改良

区等が自ら補修を行う際に必要な原材料の支給を行った。

○里道・水路等の補修

○原材料支給 4か所

農道・水路維

持事業

(エコ関連)

10,448

入 104

債 9,400

合同事務所推

進事業

26,851 土地改良区の適切かつ効率的な運営と土地改良事業の円滑な推進を

図るため、合同事務所等連合会に対して助成を行った。

土地改良事業

負担金

2,034 土地改良事業の適切かつ効率的な運営を確保するため、土地改良法

及び宮崎県土地改良事業団体連合会定款に基づき、同連合会に対し一

般賦課金等を負担した。

多面的機能支

払交付金事業

133,737

県 101,279

土地改良施設、地域資源及び農地の適切な維持管理や農村環境の保

全・向上を図るため、農業者及び非農業者が連携して取り組む地域ぐ

るみの活動を支援した。

【県補助金】多面的機能支払交付金

【補助率】

制度(上限)・実績：県75％(国50％、県25％) 事務費は国100％

○農地維持 41地区

○資源向上(共同活動) 34地区

○資源向上(長寿命化) 29地区

農道橋定期点

検事業

4,417 農道橋の落橋事故等を未然に防止するとともに、早期修繕に繋げる

ため、点検を実施した。

○事業箇所

・旧宮崎市域：木之下橋、古宮田２号橋、鶴門橋

・佐土原町域：浜上橋

・田野町域 ：元木橋

・高岡町域 ：東田橋

・清武町域 ：白ヶ野橋、時屋橋、白上橋

市単独土地改

良事業

7,063

入 6,984

諸 78

土地改良施設の強化と充実を図るため、国・県の補助事業の採択基

準に適合しない小規模な土地改良事業で、土地改良区等が実施した事

業に対し助成を行った。

【補助率】制度(上限)・実績：事業費の70％

○実施地区数：旧宮崎市域 16か所

地区名 事業内容

立和 農道舗装 Ｌ＝ 97.5ｍ

サギス(エコ関連) 農道舗装 Ｌ＝383.0ｍ
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農村整備課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

国営関連推進

調査計画事業

千円

2,365

入 2,365

国営大淀川左岸地区土地改良事業の未着手地区の整備を行うため、

基盤整備事業の新規採択に必要となる計画概要書の作成を行った。

農業農村基盤

整備計画策定

事業

1,925

入 1,925

農地の区画整理や老朽化したパイプライン等の更新を行うため、基

盤整備事業の新規採択に必要となる計画概要書の作成を行った。

農村地域防災

減災事業

(調査計画)

26,350

県 25,969

越 366

自然災害や施設の老朽化によるため池決壊被害から、下流域の住民

の生命及び財産を守るため、劣化状況や地震・豪雨耐性評価を行っ

た。

また、評価の結果、改修が必要と判断されたため池について、整備

計画概要書の作成や調査を行った。

【補助率】制度(上限)・実績：県 100％(国 100％)

(単位：千円)

※事業費の上段は令和 4年度決算額(令和 3年度からの繰越額を含む)

( )は内数で令和 3年度からの繰越額

< >は外数で令和 5年度への繰越額

農村地域防災

減災事業

(調査計画)

(Ｒ３国補正)

68,831

県 68,000

越 831

県営土地改良

関連事業

4,000 県営土地改良事業において、耕作放棄地の解消や質の高い農地の利

用集積を行う地区に、担い手への集積割合に応じて助成を行う事業が

設けられ、事業完了後に一括して交付する制度となっているため、市

負担額の積立を行った。

○県営畑地帯総合整備事業

田野町域 ：桃ノ木原地区

地区名 事業内容

小松・跡江 市単換地計画(換地計画概要書作成)

地区名 事業内容

新名爪 市単換地計画(換地計画概要書作成)

事業内容 ため池名等 事業費

ため池劣化状況評価 市内ため池 83 か所
65,033

(61,218)

ため池地震・豪雨耐性評価

河原田上下池
0

<17,186>

市内ため池 8か所
0

<71,000>

ため池整備計画概要書作成

九日田池
15,215

(15,215)

山王迫池
14,933

(14,933)

新堤池、骨老毛池
0

<18,000>

合 計

95,181

(91,366)

<106,186>
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農村整備課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

35 農林水産

業費

10 農業費

45 農道整

備事業

費

市単農道整備

事業

千円

36,754

入 5,553

債 31,200

農産物の輸送の効率化及び農村地域の生産環境の改善を図るため、

国・県の補助事業に該当しない農道の整備を行った。

市単農道整備

事業

(エコ関連)

24,630

入 252

債 22,100

市道編入整備

事業

711

債 500

農道を市道に編入するため、舗装の補修等を行った。

35 農林水産

業費

10 農業費

50 農業基

盤整備

事業費

排水改良事業

(県補助)

8,761

分・負 1,515

県 4,251

債 2,600

農業生産性の向上に欠かせない良好な排水機能を確保するため、受

益面積 5㏊未満の小規模な排水路等の改修を行った。

【補助率】制度(上限)・実績：県 50％

農地耕作条件

改善事業

(基盤整備)

8,280

分・負 1,479

県 5,200

債 1,400

担い手への農地集積など意欲ある農業者が農業を継続できる環境を

整えるため、 国の補助事業を活用し、用排水路等の整備を行った。

【補助率】制度(上限)・実績：県 65％(国 50％、県 15％)

農地集約化促

進基盤整備事

業

(県補助)

824

県 458

農業の持続的発展と営農の効率化・農地の集積化を図るため、地域

の中心となる経営体が実施した生産基盤の整備(改修・新設)に対し、

工事費の助成を行った。

【補助率】制度(上限)・実績：県 50％

・大瀬町イモタ地区 畦畔除去、整地工

地区名 事業内容

加江田車坂 測量設計 Ｌ＝180.0ｍ

新名爪雀塚 農道整備 Ｌ＝142.0ｍ Ｗ＝4.0ｍ

広原下大迫 農道舗装 Ｌ＝105.0ｍ Ｗ＝3.4～4.3ｍ

郡司分牛川嶋 農道舗装 Ｌ＝ 52.35ｍ Ｗ＝4.6ｍ

江田山崎 農道舗装 Ｌ＝230.0ｍ Ｗ＝4.0ｍ

大瀬８(エコ関連) 測量設計 Ｌ＝110.0ｍ

吉野(エコ関連) 農道舗装 Ｌ＝720.0ｍ Ｗ＝4.0ｍ

地区名 事業内容

船引 農道舗装 Ｌ＝74.0m

地区名 事業内容

浮田内ノ丸 排水路工 Ｌ＝91.0ｍ

瓜生野小林 排水路工 Ｌ＝53.5ｍ

鳥ノ巣 管渠内面被覆工 Ｌ＝7.8ｍ

地区名 事業内容

加江田入料２ ゲート工 Ｎ＝一式

広原上大迫 排水路工 Ｌ＝33.4ｍ
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農村整備課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

国営関連土地

改良施設維持

補修支援事業

千円

2,092 農業用水を安定して供給できる環境を維持するため、農業水利施設

(パイプライン等)の漏水補修等を行う大淀川左・右岸土地改良区に対

し、修繕費の一部を助成した。

【負担率】制度・実績：県40％、市30％、地元30％

○大淀川左岸地区 1,282千円

○大淀川右岸地区 810千円

農業水路等長

寿命化・防災

減災事業

16,148

分・負 3,347

県 10,240

債 2,300

農業経営の安定を図るため、農業施設の整備等を行った。

【補助率】

・用排水施設等整備(長寿命化対策)

制度(上限)・実績：県 64％(国 50％、県 14％)

・用排水施設等整備(防災減災対策)

制度(上限)・実績：県 68％(国 50％、県 18％)

【令和 4年度事業分】 (単位：千円)

【令和 5年度への繰越事業】 (単位：千円)

農業水路等長

寿命化・防災

減災事業

(エコ関連)

22,164

県 14,960

入 80

債 6,300

農業用ため池

緊急防災対策

事業

(県補助)

7,928

県 3,950

債 3,900

農業用水の確保を図るとともに、豪雨時の調整池や災害時の防災用

水として活用するため、施設の整備を行った。

【補助率】制度(上限)・実績：県50％

事業区分 地区名 事業内容 事業費

用排水路整備

(長寿命化対策)

岩切
用水路工

Ｌ＝40.3ｍ
7,311

七迫
用水路工

Ｌ＝53.2ｍ
8,837

計 16,148

用排水路整備

(防災減災対策)

瓜生野山下

(エコ関連)

排水路工

Ｌ＝93.0ｍ
22,164

合 計 38,312

事業区分 ため池名 事業内容 事業費

ため池整備

(防災減災対策)
スダキ池

ため池整備実施

設計 Ｎ＝一式
15,250

ため池名 事業内容

山ノ口１号池 浚渫工 Ｖ＝2,430 ㎥
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農村整備課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

35 農林水産

業費

10 農業費

60 土地改

良調査

費

環境情報協議

会費

千円

95 農業農村整備事業を実施するにあたり、「環境との調和への配慮」

についての意見交換・情報収集を行った。

旧宮崎市域：正蓮寺地区、有田第１地区、九日田池、山王迫池

佐土原町域：三百坊池

高岡町域 ：内山東地区

国営関連推進

事業

862 大淀川左右岸地区のダムやダム関連施設の管理を円滑に行うため、

大淀川左・右岸地区基幹水利施設管理協議会に対する支援を行った。

○大淀川左岸地区 242千円

○大淀川右岸地区 602千円

○事務費 18千円

基幹水利施設

管理事業

49,645

県 31,147

諸 1,837

国営大淀川左右岸土地改良事業で完成した広沢ダム・天神ダム及び

幹線導水路等の基幹水利施設について、国県の補助を受け、保守点検

やシステム管理等、適切な維持管理を行った。

【補助率】制度(上限)・実績：県63.3％(国33.3％、県30％)

○大淀川左岸地区 24,105千円

○大淀川右岸地区 25,540千円

【令和 5年度への繰越事業】 2,475 千円

・広沢ダム内山調整池除塵設備修繕業務

国営造成施設

管理体制整備

事業

976

県 723

諸 26

国が造成した水利施設について、環境や安全に配慮し、多面的機能

の発揮に対応した管理を行うため、経常経費や補完的整備費を助成し

た。(強化支援費)

また、管理体制の整備を図るとともに地域住民や関係機関等の多様

な主体の参画を促すため、施設の役割と地域に与える効果の啓発活動

や連携強化活動に対し助成を行った。(推進活動費)

【強化支援費補助率】制度(上限)・実績：県 70％(国 50％、県 20％)

【推進活動費補助率】制度(上限)・実績：県 75％(国 50％、県 25％)

○大淀川左岸地区 475千円

○大淀川右岸地区 501千円

水利施設管理

強化事業

35,233

県 24,662

諸 1,037

農業水利施設や農業用水への多様化する需要に対応した適切な管理

や安定供給を行うため、国が造成した水利施設の光熱費や点検・補修

費などの維持管理費を助成した。

【補助率】制度(上限)・実績：県 70％(国 50％、県 20％)

○大淀川左岸地区 16,406千円

○大淀川右岸地区 18,827千円

国営左右岸関

連推進事業

117 大淀川左岸地区の受益地の基盤整備事業を推進するため、未着手地

区の事業推進委員会等を開催した。

・垂水地区
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農村整備課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

国営施設機能

保全事業

(大淀川右岸

地区)

千円

110,000 国が行う大淀川右岸地区の国営造成施設(天神ダム、調整池、幹線水

路等)の補修・更新及び濁水対策事業について、事業完了後、市負担分

を一括して支払うため、積立を行った。

○総事業費：72 億 539 万円

○市負担額：8億 1,583 万円

○積立期間：平成 26 年度～令和 5年度

国営施設応急

対策事業

(大淀川左岸

地区)

10,000 国が行う大淀川左岸地区の国営造成施設(広沢ダム、幹線水路等)の

補修・更新事業について、事業完了後、市負担分を一括して支払うた

め、積立を行った。

○総事業費：16 億 4,000 万円

○市負担額：1億 3,363 万円

○積立期間：平成 27 年度～令和 7年度

35 農林水産

業費

10 農業費

70 県営土

地改良

事業費

県営ため池等

整備事業負担

金

6,700

債 6,000

県が事業主体となり実施した農業用ため池の改修事業に対し、事業

費の一部を負担した。

【負担率】制度・実績：国 55％、県 35％、市及び地元 10％

旧宮崎市域：大迫池、権現新池、中池

目引池(エコ関連)

佐土原町域：馬越上下池、平廻池、三百坊池

県営ため池等

整備事業負担

金(エコ関連)

562

入 6

債 500

県営ため池等

整備事業負担

金(佐土原)

5,192

債 4,600

県営ため池等

整備事業負担

金(佐土原)

(Ｒ４国２次

補正)

7,700

債 7,700
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農村整備課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

県営経営体育

成基盤整備事

業負担金

(田野)

千円

10,603

分・負 5,301

債 4,700

県が事業主体となり実施した経営体育成基盤整備事業に対し、事業

費の一部を負担した。

【負担率】制度・実績：国 50％、県 30％、市及び地元 20％

田野町域 ：村内地区

県営畑地帯総

合整備事業負

担金(田野)

18,300

分・負 8,300

債 9,600

県が事業主体となり実施した畑地帯総合整備事業に対し、事業費の

一部を負担した。

【負担率】制度・実績：国 50％、県 31.7％、市及び地元 18.3％

田野町域 ：桃ノ木原地区

高岡町域 ：内山東地区

県営畑地帯総

合整備事業負

担金(田野)

(Ｒ４国２次

補正)

9,150

分・負 4,150

債 5,000

県営畑地帯総

合整備事業負

担金(高岡)

3,660

債 3,100

県営畑地帯総

合整備事業負

担金(高岡)

(Ｒ４国２次

補正)

9,150

分・負 1,162

債 7,900

県営基幹農道

整備事業負担

金(佐土原)

6,990

債 6,200

県が事業主体となり実施した基幹農道整備事業に対し、事業費の一

部を負担した。

【負担率】制度・実績：国 50％、県 40％、市及び地元 10％

佐土原町域：巨田５期地区

高岡町域 ：小田元４期地区

県営基幹農道

整備事業負担

金(高岡)

5,400

債 4,800
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農村整備課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

県営湛水防除

事業負担金

千円

12,410

債 10,500

県が事業主体となり実施した排水機場整備事業に対し、事業費の一

部を負担した。

【負担率】制度・実績：国 55％、県 36.5％、市及び地元 8.5％

旧宮崎市域：正蓮寺排水機場

佐土原町域：天神排水機場

県営湛水防除

事業負担金

(佐土原)

3,611

債 3,000

県営農業競争

力実施計画策

定事業負担金

(田野)

3,658 県が事業主体となり実施した計画策定事業に対し、事業費の一部を

負担した。

【負担率】制度・実績：国 50％、県 25％、市及び地元 25％

田野町域 ：さぎせ原２期地区

県営農業水路

等長寿命化・

防災減災事業

負担金

(佐土原)

25,000

分・負 10,000

債 12,700

県が事業主体となり実施した農業水路等長寿命化・防災減災事業に

対し、事業費の一部を負担した。

【負担率】制度・実績：国 50％、県 25％、市及び地元 25％

佐土原町域：佐土原地区

県営農業用河

川工作物等応

急対策事業負

担金

460

債 400

県が事業主体となり実施した農業用河川工作物等応急対策事業に対

し、事業費の一部を負担した。

【負担率】制度・実績：国 55％、県 37％、市及び地元 8％

旧宮崎市域：新井手地区
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

35 農林水産

業費

10 農業費

75 国土調

査費

国土調査事業

千円

36,956

使・手 257

県 17,194

地籍の明確化を図るため、一筆ごとの土地について、その所有者、

地番及び地目の調査、並びに境界及び地積に関する測量を行った。

【補助率】制度(上限)・実績：県 75％(国 50％、県 25％)

【令和 3年度からの繰越事業】 49,000 千円

・調査業務(内海２、小内海地区)

【令和 4年度事業分】 36,956 千円

(単位：千円)

【令和 5年度への繰越事業】 11,380 千円

・調査業務(内海３、小内海地区)

国土調査事業

(Ｒ３国補正)

49,000

県 36,750

越 12,250

地区 事業内容 事業費

旧宮崎市域
調査業務(内海３、青島、飛江田地区)

修正業務
35,367

田野町域 修正業務 94

高岡町域 修正業務 869

清武町域 修正業務 626

計 36,956
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

60 災害復旧

費

15 農林水

産施設

災害復

旧費

10 公共農

地災害

復旧費

農地補助災害

復旧事業

千円

69,458

分・負 71

県 54,222

越 441

債 1,900

台風や集中豪雨により被災した農道や水路等の災害復旧工事を行っ

た。

【補助率】

農 地 制度：県 50％以上(国 50％以上)

農業施設 制度：県 65％以上(国 65％以上)

・3 年災(8 月豪雨)※激甚指定

農 地 実績：県 94.9％(国 94.9％)

農業施設 実績：県 98.9％(国 98.9％)

・3 年災(台風１４号)

農業施設 実績：県 97.1％(国 97.1％)

・4 年災(7 月豪雨、台風１４号)

農業施設 実績：県 65.0％(国 65.0％)

【令和 3年度からの繰越事業】 15,204 千円

・田野町域 ： 1件

・高岡町域 ： 1件

計 ： 2件

【令和 4年度事業分】 54,254 千円

・旧宮崎市域： 1件

・佐土原町域： 4件

・田野町域 ： 4件

・高岡町域 ： 1件

計 ： 10 件

【令和 5年度への繰越事業】 8,000 千円

・佐土原町域： 1件

農地単独災害

復旧事業

79,217

分・負 567

債 29,800

台風や集中豪雨により被災した農道や水路等の災害復旧工事を行っ

た。

【令和 4年度事業分】

・旧宮崎市域： 38 件

・佐土原町域： 8件

・田野町域 ： 65 件

・高岡町域 ： 49 件

・清武町域 ： 21 件

計 ：181 件
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観光戦略課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

40 商工費

10 商工費

25 観光費

まつり・イベ

ント振興補助

事業

千円

9,026 イベント内容の充実と魅力向上を図り、観光誘客につなげるために、

各種まつりやイベントの開催に係る経費を助成した。

・第74回みやざき納涼花火大会 630,000円

開催日：令和4年8月6日 観客数：20,000人

・みやざき青島国際ビールまつり（中止） 2,425,189円

新型コロナウイルス感染症拡大の影響（設営費補填）

・秋の商工観光まつり 5,970,000円

開催日：令和4年10月29日、30日 観客数：180,000人

まつり えれ

こっちゃみや

ざき開催支援

事業

14,000 高千穂通り及びアミュひろばでのまつり開催に係る経費を助成した。

開催日 令和4年7月23日（土）

内容 ダンスコンテスト、キッチンガーデン 等

観客数 80,000人

ニシタチ魅力

創出支援事業

7,100 「ニシタチ」への誘客を図るため関係団体が実施する提灯の設置や

イベント開催などの魅力向上に係る取組に助成した。

・時期を限定した特色のある提灯の設置 6,100,000 円

(夏)7～10 月 カラー提灯の設置 2,400 個

(秋)10～1 月 紅白提灯の設置 2,400 個

(冬)1～3 月 Ｓpring Ｃamp フルーツ提灯の設置 2,400 個

・ニシタチを活用した誘客 1,000,000 円

11 月 Let's カンパイ ニシタチジャナイト秋提灯点灯式

観客数：約 4,000 人

ニシタチナイトマップ（ニシタチ夜な夜なＭＡＰ）のデジタルとリア

ルパンフレット（4万部）作成

宮崎サンシャ

インレディ観

光ＰＲ事業

2,111 第36代宮崎サンシャインレディの募集と選考会の実施、及び観光イベ

ントにおいて、本市のＰＲを行う宮崎サンシャインレディの派遣に係る

経費を助成した。

・派遣イベント件数 33件

・延べ派遣人数 52人

まつり交流事

業

632 九州各都市とのまつり交流を図り、宮崎サンシャインレディによる観

光ＰＲを行った。

まつり交流都市：大分市、佐賀市、熊本市、鹿児島市

ＭＩＣＥ誘致

推進事業

16,009 経済効果の高いＭＩＣＥの誘致を図るため、キーパーソン招請やＭＩ

ＣＥ開催等に係る経費を助成した。

・ＭＩＣＥ開催支援 11,521,000円

・ＭＩＣＥ誘致促進強化 2,384,333円

・ＭＩＣＥ受入体制充実・強化 1,191,330円

・宮崎県観光協会派遣職員負担金 911,684円
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

観光施設魅力

アップ事業

千円

11,784

使・手 159

越 9,075

諸 459

施設利用者の利便性の向上及び施設の長寿命化を図るため、施設の環

境整備を行った。

・道の駅フェニックスウッドデッキ改修工事 237,600円

・道の駅フェニックスエレベーター部品取替修繕工事 634,150円

・道の駅フェニックストイレ前デッキ改修工事 275,000円

・道の駅フェニックス屋外トイレ塔屋改修工事 55,000円

・青島参道南広場分電盤改修工事 165,000円

・木崎浜南側便所洗浄ハンドル取替工事 29,700円

・白浜オートキャンプ場外壁シーリング改修工事 77,000円

・白浜オートキャンプ場外灯更新工事 421,300円

・白浜オートキャンプ場洋木伐採工事 715,000円

・青島水泳場休憩所防水補強工事 99,000円

【令和3年度からの繰越事業】

・白浜オートキャンプ場管理棟屋上防水改修工事 9,075,000円

観光魅力情報

発信事業

12,000 (公社)宮崎市観光協会のホームページを活用し、発信すべき情報を集

約するなど、国内外に向けて効果的・効率的に観光情報の発信を行った。

・ホームページ総閲覧数 3,353,105回

観光宣伝ツー

ル製作事業

1,202 本市の観光イメージアップを図るため、(公社)宮崎市観光協会が取り

組む観光宣伝に係る費用を助成した。

・観光カレンダー 900 部

・観光ポスター 200 枚

観光プロモー

ション推進事

業

36,688

入 35,657

「豊かな食」と「恵まれた自然」を中心とした本市の魅力を県内外に

ＰＲするため、メディア等と連携した効果的なプロモーションに要する

費用を助成した。

〇主な事業内容

・キャンプ地みやざきＰＲプロ野球本拠地情報発信

・メディア等と連携した観光ＰＲ

・デジタルサイネージ等を活用した情報発信

国内観光誘客

推進事業

17,648

入 17,648

本市への効果的な誘客を図るため、旅行会社等へのセールスや、旅行

商品の造成等に対する費用を助成した。

・旅行商品造成支援

・航空会社が行う宮崎誘客促進への支援

・旅行商品へのセールスプロモーション

・キーマン招聘による誘客プロモーション

・ホテル旅館連盟への支援

・旅行商品広報支援
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

フライベント

推進事業

千円

221 「フラのメッカ宮崎」のイメージ定着と、宮崎を訪れる観光客へのお

もてなしを目的に、空港等でフラを披露した。

○フラおもてなし誘客推進事業

・実施回数 2回

・延べ出演団体数 14 団体

教育旅行推進

事業

23,302

国(交) 11,926

本市への教育旅行を誘致するため、宿泊や体験プログラムに係る費用

を助成した。

○主な事業内容

・宿泊費補助(上限2,000円/人) 14,240,000円 7,120人

・体験プログラム費補助(上限3,000円/人) 8,864,460円 3,643人

神話の魅力を

生かした観光

誘客推進事業

13,468

入 10,352

平成 24 年度から令和 2年度まで取り組んだ記紀編さん１３００年事

業をベースとして、これまでに取り組んだ内容を生かし、神話の魅力発

信や観光誘客を行った。

・神武東遷 認知拡大イベント 8,498,600 円

イベント名 ：みやざきの神話伝承まつり

開 催 日 ：令和 5年 2月 11 日(土)

来場者数 ：2,497 人

・神話・観光ガイド支援 1,646,796 円

当番ガイド：2,707 件、6,943 人

予約ガイド： 107 件、1,405 人

(江田神社・青島・宮崎神宮・平和台・ボタニックガーデン)

・神武さま広場 2,000,000 円

・その他（神々のパレード等） 1,322,490 円

青島本島景観

保全事業

2,481

県 1,736

青島本島における自然景観の保全と安全な歩行空間の確保のため、台

風や大潮時に漂着したごみを撤去した。

(【補助率】制度：県7/10 実績：県7/10)

大淀河畔温泉

安定供給対策

事業

1,270 大淀河畔ホテルへの温泉の安定供給を図るため、宮崎市大淀河畔温泉

協同組合に対し、銀行支払利息と修繕費用を助成した。

・支払利息補助 741,440 円

・修繕費補助 528,560 円

青島・日南海

岸魅力アップ

事業

997 観光客受入環境の充実を図るため、「青島まるごとフラワーフェスタ

実行委員会」が実施した花や景観を活用したイベントを支援した。

・誘客事業 令和5年3月15日(水)～3月18日(土)

・植栽活動 令和5年1月10日(火)～3月15日(水)
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

青島ビーチ魅

力アップ事業

千円

10,084

使・手 99

入 9,500

青島ビーチへの来場者増加と居心地の良い空間づくりによる青島地

域の活性化を図るため、青島ビーチパークを開設した。

・開設期間 令和4年4月29日(金)～令和5年3月31日(金)

営業日数：295日

出店数：常設（飲食）1店舗、期間限定（飲食）1店舗

・来場者数 232,728人

ホテル・旅館

等魅力アップ

支援事業

14,354

国(交) 6,339

観光客の満足度を高め、リピーターを獲得し、滞在型観光を推進する

ことを目的に、リフォーム等を実施したホテル・旅館等に対して設計費

用及び整備費用を助成した。

・リフォーム支援 工事費・設計費 補助率2/3以内(限度額2,000千円)

・Ｗｉ－Ｆｉ環境整備、ソフト事業費

工事費・事業費 補助率3/4以内(限度額1,000千円)

リフォーム支援 4件 7,866,000 円

Ｗｉ－Ｆｉ環境整備、ソフト事業費 12 件 6,339,000 円

申請書類確認業務委託 148,500 円

青島・白浜海

水浴場運営事

業

22,057 快適かつ安全な海水浴場を開設し、地域の活性化を図った。

・開設期間 令和4年7月2日(土)～8月28日(日)

・利用客数 155,895 人(青島 132,385 人 白浜 23,510 人)

観光統計事務

費

4,664 「宮崎市観光統計」を作成するために、観光客の属性や消費動向等の

調査・分析を行った。

・観光客消費動向等調査業務委託 1,364,000円

・位置情報データ活用業務委託 3,300,000円

観光関連団体

支援事業

6,000

諸 468

観光関係の広域的な活動を支援し、観光振興を図るため、各種観光関

連団体へ負担金等を支出した。

・観光誘致宣伝のための観光キャンペーン事業負担金 2,050,000円

・宮崎空港歓迎美化協議会負担金 2,500,000円

・日南海岸青島美化愛護協会負担金 900,000円

・日本観光振興協会会費 260,000円

・宮崎県南部広域観光協議会負担金 20,000円

・日南海岸サイクルツーリズム協議会負担金 150,000円

・青島地域振興協議会補助 120,000円

姉妹都市交流

事業

1,117 姉妹都市である奈良県橿原市との交流を深めるため、橿原市児童と宮

崎市児童との交流を実施した。

また、橿原夢の森フェスティバルにて、観光ＰＲを行った。

・子ども交流 児童受入(橿原市⇒宮崎市) 184,910円

・橿原夢の森フェスティバルへの参加 931,214円
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観光戦略課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

宮崎市観光協

会運営事業

千円

101,021 (公社)宮崎市観光協会の安定した運営と観光振興に係る事業の円滑

な推進を図るため、運営費等を助成した。

・観光協会事務局運営費 67,848,169円

・観光協会派遣職員受入費 4,656,887円

・観光案内所運営費 17,330,117円

・事務管理費 8,355,000円

・市派遣職員負担金 2,830,739円

宮崎市観光協

会事務所借上

補助事業

9,483 効果的な観光誘客及び情報発信を行うため、宮崎グリーンスフィア壱

番館内にある(公社)宮崎市観光協会の事務所賃借料等を助成した。

観光イベント

新型コロナウ

イルス感染症

対策事業

7,730

越 7,730

新型コロナウイルス感染症対策を徹底し、安全・安心なイベントを実

施するため、各種観光関連イベント実行委員会等に対し、新型コロナウ

イルス感染症対策にかかる費用の一部を助成した。

【令和 3年度からの繰越事業】

・まつりえれこっちゃみやざき 3,961,330 円

・青島ビーチパーク 467,736 円

・宮崎神宮大祭 3,300,000 円

ホテル・旅館

原油高騰等

緊急支援事業

1,000

国(交) 1,000

ホテル・旅館業を営む事業者の経営と雇用の安定を図り、観光客の受

入体制を整えるため、エネルギー価格高騰に係る経費増額分を助成し

た。

【令和5年度への繰越事業】 33,860,000円

インバウンド

受入体制整備

事業

12,602 訪日旅行客がより快適に滞在できる環境を整備するとともに、コロナ

禍を経て変化しつつある旅行ニーズに応じたプロモーションを強化す

るため、Ｗｉ－Ｆｉ環境整備や観光案内看板改修、プロモーション動画

制作を行った。

・Ｗｉ－Ｆｉ環境整備 7,656,000円

・青島駅前観光案内看板改修 946,000円

・プロモーション動画制作 4,000,000円

カーフェリー

就航都市タイ

アップＰＲ事

業

9,816 新船就航を契機とし、関西圏から更なる観光誘客を図るため、神戸市

内での観光ＰＲイベントおよびメディアを活用した情報発信を実施し

た。

・イベント開催

夏季 日時：令和 4年 8月 27 日(土)～令和 4年 8月 28 日(日)

場所：デュオこうべ

来場者数：8,079 人

秋季 日時：令和 4年 11 月 12 日(土)～令和 4年 11 月 13 日(日)

場所：デュオこうべ

来場者数：11,938 人

・メディアを活用した情報発信
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観光戦略課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

宮崎ＷＯＲＫ

＆ＳＴＡＹ推

進事業

千円

3,334

国(交) 3,284

交流人口増加に繋がる滞在型観光を推進するため、ワーケーションを

実施する企業に対して、宿泊費用の補助やＳＮＳを活用したプロモーシ

ョン等を実施した。

・利用者支援

1人 1泊 3千円(2 泊 3日以上、最大 3泊まで） 延べ 10 事業者

・受入団体支援

1団体最大 50 千円 延べ 6事業者

・ＳＮＳを活用したプロモーション

所管施設の管

理・運営

13,612

使・手 5

県 238

所管する各施設について、観光客の利便性の向上を図り、円滑な管理

運営を行った。

・木崎浜管理費 2,223,051円

・青島ビーチセンター指定管理料 6,286,000円

・青島参道南広場指定管理料 5,102,000円
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スポーツランド推進課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

40 商工費

10 商工費

25 観光費

宮崎市観光協

会スポーツイ

ベント補助事

業

千円

31,655 スポーツランドみやざきのＰＲと県外からの誘客を図るため、以下の

イベント等の支援を行った。

・みやざきスペシャルゲーム開催事業 16,000,000 円

・キャンプ地みやざきスペシャルマッチ事業 3,774,292 円

・スポーツランド情報発信事業 11,300,000 円

・スポーツキャンプ誘致推進事業 580,000 円

みやざきゴル

フパラダイス

事業

20,000 ゴルフを通じたスポーツランドみやざきの推進を図るため、11 月及び

3 月に開催された 3つのゴルフトーナメントに合わせ、大会ＰＲ活動、

宮崎ブーゲンビリア空港や宮崎駅でのイベント等を行った。

【ゴルフトーナメント】

・ダンロップフェニックストーナメント

期間 令和 4年 11 月 17 日～20 日 7,614 人(観客制限なし)

・ＪＬＰＧＡツアーチャンピオンシップリコーカップ

期間 令和 4年 11 月 24 日～27 日 9,705 人(各日上限 5,000 人)

・アクサレディスゴルフトーナメント ｉｎ ＭＩＹＡＺＡＫＩ

期間 令和 5年 3月 24 日～26 日 8,332 人(各日上限 5,000 人)

観光スポーツ

イベント歓迎

装飾事業

6,661 スポーツイベントの歓迎ムードの創出と会場までの誘導のため、沿

道、会場及びその周辺にバナーやフラッグ、歓迎看板を設置した。

【実施イベント】

・みやざきフェニックス・リーグ(10月)

・みやざきゴルフパラダイス(11月)

・プロ野球・Ｊリーグキャンプ(1月・2月)

・アクサレディスゴルフトーナメント ｉｎ ＭＩＹＡＺＡＫＩ(3 月)

プロスポーツ

受入団体補助

事業

42,800

入 23,484

プロスポーツキャンプ等の受入態勢の充実を図るとともにキャンプ

地みやざきをＰＲするため、以下の団体への助成を行った。

・読売巨人軍宮崎協力会 8,950,000 円

・福岡ソフトバンクホークス宮崎協力会 9,950,000 円

・オリックス・バファローズ宮崎協力会 11,950,000 円

・オリックス・バファローズ歓迎パレード 7,000,000 円

・Ｊリーグ等宮崎協力会 4,950,000 円

球春みやざき

ベースボール

ゲームズ開催

支援事業

10,383 本市でキャンプを実施しているプロ野球球団を中心に、シーズンに向

けての最終調整の場を提供するため、各球団の主力選手を中心とした練

習試合「2023球春みやざきベースボールゲームズ」の開催を支援した。

開催期間 令和5年2月28日～3月2日

参加球団 4球団

試 合 数 6試合

来場者数 12,500 人
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スポーツランド推進課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

プロ野球宮崎

キャンプ受入

事業

千円

60,200 読売ジャイアンツ、福岡ソフトバンクホークス、オリックス・バファ

ローズの宮崎キャンプの受入態勢の充実を図るため、会場内警備等を行

うとともに、3球団がキャンプを行っていることを全国にＰＲするため

に、オリジナルロゴを使った連携事業を実施した。

・読売巨人軍宮崎キャンプ受入事業 12,600,000円

開催期間

春季キャンプ １軍 令和5年2月1日～2月14日

２軍 令和5年2月1日～2月28日

会 場 ひなた宮崎県総合運動公園

来場者数 124,600人

・福岡ソフトバンクホークス宮崎キャンプ受入事業 22,000,000円

開催期間

春季キャンプ 令和5年2月1日～3月2日

会 場 生目の杜運動公園

来場者数 251,000人

・オリックス・バファローズ宮崎キャンプ受入事業 25,000,000円

開催期間

春季キャンプ 令和5年2月1日～3月2日

会 場 清武総合運動公園

来場者数 207,000人

・プロ野球３球団連携事業 600,000円

スポーツ大会

誘致推進事業

8,013 スポーツランドみやざきの一層の推進と定着化のため、観光誘致につ

ながるスポーツ大会の開催を支援した。

【主な大会】

・第56回全日本サーフィン選手権大会2022 500,000円

・第36回全日本シニアソフトボール大会 500,000円

青島太平洋マ

ラソン開催支

援事業

8,000 スポーツランドみやざきを県内外に発信するため、本市で開催された

「第 36 回青島太平洋マラソン 2022」の開催を支援した。

開 催 日 令和 4年 12 月 11 日

参加者数 フルマラソンのみ 10,784人

春季ベースボ

ールキャンプ

支援事業

237 大学及び社会人野球チームの合宿の受入態勢の充実を図るため、本市

で合宿を行う大学及び社会人野球チームを対象にした練習試合での審

判及びアナウンスの派遣等を行った。

開催期間 令和5年3月1日～3月16日

場 所 アイビースタジアム、SOKKENスタジアム等

チーム数 12チーム

試 合 数 15 試合
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スポーツランド推進課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

プロ野球公式

戦等開催支援

事業

千円

2,000 スポーツランドみやざきを県内外に発信するため、本市で開催された

プロ野球ファーム日本選手権の開催を支援した。

開 催 日 令和4年10月8日

会 場 ひなたサンマリンスタジアム宮崎

来 場 者 数 4,099人

対戦カード 阪神タイガースvs東北楽天ゴールデンイーグルス

みやざきフェ

ニックス・リ

ーグ開催支援

事業

39,000 スポーツランドみやざきを県内外に発信するため、日本プロ野球 12

球団等による秋季教育リーグ「第 19 回みやざきフェニックス・リーグ」

の開催を支援した。

開催期間 令和4年10月10日～10月31日

試 合 数 126 試合(うち雨天により 6試合中止)

参加球団 12 球団(日本プロ野球)、四国アイランドリーグ選抜、

日本独立リーグ選抜

来場者数 28,848人

スポーツ等合

宿受入支援事

業

14,285 本市でのスポーツ等合宿の定着及び増加を図るため、スポーツ等合宿

を実施する県外のアマチュアスポーツ等団体に対し、宿泊費の一部を助

成するほか、プロスポーツや国内外代表合宿チーム等に、特産品を贈呈

した。

【令和 4年度実績】

宿泊費補助 204 団体

特産品贈呈 20 団体

東アジアベー

スボール宮崎

大会開催支援

事業

4,964 スポーツランドみやざきを県内外に発信するため、本市で開催された

「東アジアベースボール宮崎大会 2022」の開催を支援した。

開 催 日 令和4年8月23日～8月27日

会 場 生目の杜運動公園

清武総合運動公園

ひなた宮崎県総合運動公園

参 加 人 数 761人

ワールドトラ

イアスロンカ

ップ宮崎大会

開催支援事業

2,000 スポーツランドみやざきを県内外に発信するため、本市で開催された

ワールドトライアスロンカップ（2022/宮崎）を支援した。

開 催 日 令和4年10月29日～10月30日

会 場 みやざき臨海公園、一ツ葉有料道路、フェニックス・シ

ーガイア・リゾート周辺及び施設

参 加 人 数 600人
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スポーツランド推進課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

ナショナルチ

ーム宮崎合宿

受入事業

千円

29,186

国(交) 17,998

スポーツランドみやざきを県内外に発信するため、本市で行われる国

内外のナショナルチームの各種スポーツ合宿を支援した。

受入実績 ・ラグビー日本代表

・スピードスケートナショナルチーム

・ＷＢＣ 日本代表、チェコ代表、オーストラリア代表、

中国代表

福岡ソフトバ

ンクホークス

宮崎キャンプ

20 周年記念事

業

4,000 平成15年(2003年)の秋季キャンプから始まった福岡ソフトバンクホ

ークスの宮崎キャンプが20年目を迎えたため、各種記念事業の開催を支

援した。

【実施イベント】

・はたちの集いフォトコンテスト

・フォトギャラリー、サインパネル展示

・記念モニュメントリニューアル

福岡ソフトバ

ンクホークス

公式戦開催支

援事業

9,139 スポーツランドみやざきを県内外に発信するため、福岡ソフトバンク

ホークスの公式戦の開催を支援した。

開 催 日 令和4年5月10日(雨天中止)

会 場 ひなたサンマリンスタジアム宮崎

対戦カード 福岡ソフトバンクホークスvs埼玉西武ライオンズ

スポーツイベ

ント新型コロ

ナウイルス感

染症対策事業

20,310

越 20,310

新型コロナウイルス感染症予防対策を講じ、大会・イベント等を安全

安心に実施するため、団体等に対して費用の一部を助成した。

【令和 3年度からの繰越事業】 20,309,150 円

・プロスポーツ受入団体補助事業 10,700,000 円

・みやざきフェニックス・リーグ 7,509,150 円

・青島太平洋マラソン 2,100,000 円
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スポーツランド推進課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

55 教育費

35 保健

体育費

10保健体育

総務費

社会体育振興

事業

千円

98,480

使・手 2,272

入 93,203

全ての市民が生涯スポーツを実践することにより、健康で明るく豊か

な生活を送れるよう、また、競技力の向上を図るため、下記の事業を行

った。

※ 令和4年4月1日公益財団法人宮崎市体育協会から公益財団法人宮

崎市スポーツ協会に名称変更

国民スポーツ

大会開催準備

事業

2,152

入 2,151

2027 年(令和 9 年)に本県で開催予定の「国民スポーツ大会(旧：国民

体育大会）・全国障害者スポーツ大会」に向けて、準備委員会の設立、

県や競技団体との協議、競技大会の視察等を行った。

第 81 回国民スポーツ大会宮崎市準備委員会

設立日 令和 4年 11 月 11 日

構 成 154 人(役員、委員、顧問、参与)

競技会等視察

燃ゆる感動かごしま国体リハーサル大会 令和 4年 8月～9 月

いちご一会とちぎ国体・とちぎ大会 令和 4年 9月～10 月

競技会開催自治体事業説明会 令和 4年 12 月～令和 5年 1月

事業名 主な内容
参加者

(人)

事業費

(円)

スポーツ大会等開

催事業
市民体育大会 7,556 2,986,211

学校体育施設開放

事業

市内小中学校の

体育施設の開放
752,955 7,003,778

宮崎市体育協会運

営費

市スポーツ協会

(※)の組織強化、

支援

― 44,180,000

ソフトテニスジュ

ニアジャパンカッ

プ事業

全国より選考さ

れたソフトテニ

ス選手の国内最

高大会

244 3,000,000

宮崎市体育協会市

民スポーツ推進事

業

市スポーツ協会

主催事業への補

助

― 7,557,818

地域スポーツ振興

事業

地区対抗等スポ

ーツ大会
584 8,499,748

市民スポーツ振興

支援事業

県民総合スポー

ツ祭
1,902 4,748,810

スポーツ少年団活

動支援事業

スポーツ少年団

への補助
― 17,640,055

トップアスリート

発掘・育成事業

トップアスリー

トの発掘・育成
212 2,862,599

合 計 98,479,019
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スポーツランド推進課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

55 教育費

35 保健

体育費

15 社会体育

施設管理

費

社会体育施設

管理費

千円

1,039,560

使・手 139,811

財 443

入 5,500

越 5,327

諸 26,998

債 212,200

市民にスポーツ活動の場を提供するとともに、「スポーツランドみや

ざき」の拠点施設としての環境を整備するため、下記施設の管理運営及

び改修を行った。

・指定管理業務

事業名 施設名
利用者

(人)

事業費

(円)

田野運動公園等

指定管理料

田野運動公園 32,526

27,412,408

田野体育館 26,922

Ｂ＆Ｇ海洋センタ

ー体育館
14,552

Ｂ＆Ｇ海洋センタ

ープール
5,687

天ケ城公園等指

定管理料

天ヶ城公園(野球

場・体育館・弓道

場)

11,565

26,713,704

サンスポーツラン

ド高岡
25,401

東高岡体育館 7,275

穆佐体育館 6,485

穆佐運動広場、橋

山運動広場
2,893

高岡練士館道場 5,726

高岡トレーニング

センター
1,276

清武総合運動公

園指定管理料
清武総合運動公園 114,208 114,200,000

佐土原町域体育

施設指定管理料

佐土原体育館 50,586

28,478,600佐土原西体育館 27,164

佐土原西運動広場 22,594

清武体育館・加納

スポーツセンタ

ー指定管理料

清武体育館 48,183

23,600,000加納スポーツセン

ター
37,314

北部記念体育館

外５施設指定管

理料

北部記念体育館 45,621

41,021,852

南部記念体育館 23,330

祇園スポーツパー

ク
14,063

緑松体育館 14,521

広原体育館 12,583

総合体育館及び

宮崎中央公園テ

ニスコート指定

管理料

総合体育館 117,010

64,748,893宮崎中央公園テニ

スコート
11,289

久峰総合公園及

び佐土原武道館

指定管理料

久峰総合公園 65,507
51,082,778

佐土原武道館 13,014

石崎の杜歓鯨館

指定管理料
石崎の杜歓鯨館 172,229 46,958,300

青島パークゴル

フ場指定管理料

青島パークゴルフ

場
24,619 8,162,000

生目の杜運動公

園指定管理料
生目の杜運動公園 267,018 166,310,121

合 計 1,221,161 598,688,656
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スポーツランド推進課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

千円

・維持管理業務等

【令和 3年度からの繰越事業】

清武体育館改修事業 21,227,357 円

60災害復旧費

20 その他

災害

復旧費

07公園施設

災害

復旧費

天ケ城公園体

育館災害復旧

事業

31,493

国 13,942

債 17,400

令和4年度台風14号により、天ケ城公園体育館の屋根・内部床等が破

損したため、復旧工事等を行った。

〇事業の内訳

・設計業務委託 990,000円

(【補助率】制度(上限)：国2/3 実績：国2/3)

・屋根外復旧工事(緊急工事)(補助工事) 20,904,000円

・屋根外復旧工事(緊急工事)(単独工事) 9,599,000円

【令和 5年度への繰越事業】

天ケ城公園体育館災害復旧事業 64,497,000 円

事 業 名
事業費

(円)

社会体育施設維持管理費 49,117,307

社会体育施設改善事業 32,873,931

社会体育施設備品整備事業 14,340,128

公共施設予約案内システム管理費 2,565,040

スポーツ施設管理事務費 343,833

生目の杜運動公園改修事業 149,811,047

久峰総合公園施設改善事業 46,937,000

清武総合運動公園施設改善事業 55,827,130

内山体育館解体事業 1,749,000

田野運動公園改修事業 8,711,823

祇園スポーツパーク施設改善事業 7,568,000

石崎の杜歓鯨館改修事業 20,710,500

Ｂ＆Ｇ海洋センター体育館改修事業 939,400

清武総合運動公園テニスコート屋根借上事業 27,500,000

砂ＡＳＯＢｅａｃｈ開催事業 649,500

合 計 419,643,639
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商業政策課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

40 商工費

10 商工費

10 商工

総務費

計量行政事業

千円

304

使・手 304

１ 計量器等検査実績

特定計量器(質量計)の法定検査及び各種検査を行った。

２ 計量モニター事業

公募した市民20人が、日常生活の中で購入する商品の内容量を調査

することにより、消費者の計量に対する意識向上を図った。

調査期間 ：令和4年10月3日(月)～11月1日(火)

調査店舗数：88店

調査商品数：515個

消費者行政推

進事業

1,184

使・手 71

県 495

１ 消費生活相談

悪質商法等による消費契約トラブルや多重債務について寄せられ

る相談に対し、消費生活相談員 5人が、適切な助言や情報提供を行っ

た。

相談件数 2,859 件

(苦情 2,559 件、問い合わせ等 300 件)

２ 消費生活無料法律相談

消費生活相談員では対応困難な消費生活相談に適切に対応するた

め、弁護士による消費生活無料法律相談を行った。

実施日：原則毎月第 2木曜日、第 4土曜日

３ 消費生活出前講座

悪質商法等身近な消費者トラブルについての注意喚起や対処法な

どの知識を持ってもらうため、地域や学校に出向いて出前講座を行っ

た。

実施回数 22 回 参加人数 887 人

４ 宮崎市消費者トラブル防止ネットワーク会議

高齢者や障がい者などの消費者トラブルの未然防止・早期発見・早

期対応のため、会議の構成団体である関係団体等と連携を取り、最新

の情報を随時提供して、注意喚起及び見守りの強化等を依頼した。

会議開催：令和 4年 7月 6日(水)

消費者トラブルに関する情報提供：10 件

５ 消費生活相談員研修会

消費生活相談員の法律知識をレベルアップするため、弁護士による

研修会を行った。

令和 5年 3月 17 日(金)

検 査 名 件 数 個 数

質量計定期検査(検査区域:大淀川以北) 214 551 器

各種検査

電気メーター 4 11 器

ガスメーター 3 3 器

水道メーター 3 3 器

商品量目検査 12 549 個
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商業政策課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

千円

６ 相談窓口啓発

「消費生活センター」の周知・啓発、各種消費者トラブルの注意喚

起のため、自治会班回覧にて、チラシの配布等を行った。

①令和 4年 8 月 12,000 枚

(還付金詐欺に関する注意喚起)

②令和 5年 2 月 12,000 枚

（住宅の火災保険申請サポート契約に関する注意喚起）

40 商工費

10 商工費

15 商工業

振興費

商工関係団体

育成事業

6,360 商工関係団体を育成強化し、商工業の振興を図るため、商工関係団体

に対して運営費の一部助成を行った。

負担金：日本貿易振興機構など3団体 1,584千円

補助金：宮崎市商店街振興組合連合会など10団体 4,776千円

商工会議所及

び商工会支援

事業

32,000

財 67

寄 7,063

商工関係団体の育成強化と商工業の振興を図るため、宮崎商工会議所

及び商工会が実施した小規模事業者向けの経営改善普及事業や各商工

団体の活動に対して助成を行った。

補助金：宮崎商工会議所及び 5商工会

事業バトンタ

ッチ支援事業

5,666

県 2,050

中小企業者の後継者不足等による廃業を抑制し、地域経済の維持・発

展を図るため、事業承継・Ｍ＆Ａ(売却)を実施しようとする者又は譲り

受けた者に対し、事業承継に係る費用の一部助成を行った。

１ 引継ぎ準備支援補助金 8件 4,266千円

２ 引継ぎおめでとう補助金 7件 1,400千円

創業者及び移

住創業者支援

事業

3,399 雇用の場の創出及び移住による創業を推進するため、市内で創業しよ

うとする者又は移住して創業しようとする者に対して、創業に要する費

用の一部助成を行った。

１ 創業者 16件 2,244千円

２ 移住創業者 6件 1,155千円

宮崎市商工会

事務局体制強

化事業

3,252

県 1,626
事務局長が不在の商工会において、商工会と市が連携を強化し中長期

的な地域振興に取り組むとともに、経営指導員が経営指導に専念できる

ように、地域振興コーディネーターの設置に要する経費を助成した。

補助率 県 1/2 市 1/2

設置商工会 清武町商工会
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商業政策課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

魅力ある商店

街づくり助成

事業

千円

2,401

諸 89

安全・安心で魅力ある商店街の形成を図るため、商店街振興組合等の

商業団体が設置した共同施設に係る電気料や街路灯など共同施設の設

置等に伴う工事費等の一部助成を行った。

補助数 22 商店街

補助率 街路灯等に要する一年間の電気料の 30％以内

共同施設の設置等に要する経費の 15％以内

※宮崎駅前商店街の電気料については、場外舟券販売場に

係る環境整備協力費による上乗せあり。

商店街通行量

調査事業

1,870 商業の振興を図るため、通行量調査を実施し、中心市街地及びその周

辺の現状把握を行った。

委 託 先 宮崎商工会議所

調査日時 令和4年10月9日(日)、10月17日(月) 午前9時～午後7時

調査地点 市内主要商店街 33地点

地域のにぎわ

い創出支援事

業

7,935

諸 3,690

地域のまちづくり活動に商工団体等が積極的に参加する気運を高め

るため、商工団体等が取り組んだ「まちづくり活動」に対して助成を行

った。

地域のにぎわい創出支援事業 18件 7,910千円

中心市街地活

性化情報発信

事業

4,499 中心市街地の活性化を図るため、新たに情報発信サイト(街中ぐるっ

と)を構築し、中心市街地のイベントや店舗情報等の発信を行った。

光で彩る街並

事業

5,813

諸 1

中心市街地の夜の景観を向上させ、まちなかの集客アップを図るた

め、商店街組織が行ったイルミネーション事業に対して助成を行うとと

もに、みやざきアートセンター太陽の広場にイルミネーションツリーを

設置し、まちのにぎわいと商店街の活性化を行った。

１ イルミネーション事業補助金 2,456千円

期 間 令和4年11月18日(金)～令和5年2月28日(火)(103日間)

会 場 橘通り、若草通、一番街 等

２ 江平イルミネーション事業補助金 57千円

期 間 令和4年11月18日(金)～令和5年2月28日(火)(103日間)

会 場 江平２丁目商店街

３ みやざきアートセンター太陽の広場イルミネーション設置・保守

管理業務委託 3,300千円

委託先 宮崎市商店街振興組合連合会

期 間 令和4年11月18日(金)～令和5年1月13日(金)(57日間)

みやざき国際

ストリート音

楽祭開催補助

事業

2,500 中心市街地の活性化を図るため、商業者・ＮＰＯ・ボランティア等の

様々な主体が参画する「みやざき国際ストリート音楽祭」の開催に係る

事業費の一部助成を行った。

開 催 日 令和 4年 4 月 29 日(金･祝) ※晴天

場 所 宮崎市民プラザ、県庁楠並木ステージ、県庁 5号館前広場、

ライブハウスラザロ、太陽の広場(みやざきアートセンタ

ー)、一番街ステージ、四季ふれあいモール

来場者数 約 4,000 人
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商業政策課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

みやざき創業

サポート事業

千円

14,126 創業の増加及び雇用の拡大を図り、地域経済の活性化や中心市街地の

にぎわいを創出するため、みやざき創業サポート室(愛称「みやざきス

タートアップハブ」)を運営し、インキュべーションマネージャー等に

よる創業支援及び経営指導を行った。

入居者数 正会員 5人(令和 5年 3月 31 日現在)

まちなか商業

業務集積推進

事業

4,511 中心市街地に雇用・就業機能、商業・飲食機能を集積し、中心市街地

の機能充実を図るため、立地事業者等に対して家賃や新規雇用、また物

件所有者等に対して施設整備に係る事業費の一部助成を行った。

○主な助成内容

※指定事業者数は令和 4年度中の指定事業者数

※助成事業者数のうち、①②は前年度の指定事業者の交付申請兼実績報

告に基づき助成した事業者数

(①②家賃割：1年分を半年経過毎に助成・②雇用者割：雇用開始から

1年経過毎に助成)

まちなかの回

遊性向上促進

事業

4,192

国(交) 2,692

諸 1,500

まちなかの来街者や滞在時間の増加による地域経済の活性化を図る

ため、大街市祭やまちなかの公共空間を活用したイベントの開催に係る

事業費の一部助成を行った。

○大街市祭開催費用の一部補助

開 催 日 令和 4年 10 月 29 日(土)

来場者数 39,037 人

補助実績 1,500 千円

○まちなかの公共空間を活用したイベント費用の一部補助

事業期間 令和 4年 4月～令和 5年 3月

開催回数 15 回(集客人数計 5,281 人)

補助実績 2,692 千円

まちなか再生

検討地区（橘

通西２）可能

性調査事業

3,381 老朽化した危険な空き店舗が集積する再生検討地区において、実効性

のある対策を検討するため、調査を行った。

区 分
助成

事業者数

指定

事業者数

①空き店舗対策助成金 家 賃 割
5件

5 件
(1,445 千円)

②情報サービス事業者

等助成金

家 賃 割
1件

2 件
(245 千円)

雇 用 者 割
1件

(600 千円)

③施設整備助成金 施設整備割
5件

5 件
(2,221 千円)
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商業政策課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

まちなか活性

化推進組織運

営支援事業

千円

54 まちなか活性化推進計画を着実に進め、中心市街地の機能充実を図る

ため、計画の進捗管理や企画調整を行い、公民連携によるまちづくりを

推進する組織である「宮崎市まちなか活性化推進委員会」の運営に係る

費用の一部助成を行った。

○主な会議等の開催実績

推進委員会 令和 5年 2月 14 日(火)

地域ブランド

成長促進支援

事業

1,685 本市特産品等(地域ブランド)の販路拡大を図るため、市内の商工団体

等が取り組んだ様々な活動に対して助成を行った。

・物産関連団体の取組支援

補助団体 宮崎物産協会、宮崎商工会議所、宮崎市内５商工会など

対象事業 各団体が取り組む販路拡大に資する取組

(商談会等開催、広報活動の強化、展示会出展など)

実施団体 5団体

(宮崎商工会議所、佐土原町商工会、田野町商工会、高

岡町商工会、清武町商工会)

補助実績 1,653 千円

・国内市場調査 32 千円

中小企業定例

相談事業

264 中小企業が抱える金融や経営、法律の問題を軽減、解消するため、宮

崎商工会議所が実施した定例相談会(毎月第 2金曜日)に要した費用の一

部助成を行った。

相談状況 (単位：件)

相談内容
合計

金融・経営 法律

25 21 46
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商業政策課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

中小企業信用

保証料助成事

業

千円

65,110

諸 404

中小企業に対する融資を円滑にするため、中小企業が金融機関から融

資を受ける場合に支払う信用保証料の助成を行った。

信用保証料補助状況

【参考】中小企業融資制度利用状況(令和 5年 3月現在)

新型コロナウ

イルス感染症

緊急対策利子

補給事業

201,799

入 201,799

新型コロナウイルス感染症により影響を受けた中小企業の経営安定

化を図るため、宮崎県中小企業融資制度の新型コロナウイルス感染症緊

急対策貸付を利用した人に対し、利子の全額を補給した。

・支払件数 1,037 件

・支払金総額 201,798,545 円

原油・原材料

高対策特別貸

付利子補給事

業

20,675

国(交) 17,969
原油・原材料高騰により影響を受けた中小企業の経営安定化を図るた

め、宮崎県中小企業融資制度の原油・原材料高対策特別貸付を利用した

人に対し、利子の全額を補給した。

・支払件数 382 件

・支払金総額 20,674,829 円

制 度 名
件 数

(件)

信用保証料補助額

(円)

小規模企業者特別融資 1,486 32,531,557

一 般 資 金 559 21,308,481

緊 急経営支援資金 2 20,307

短 期 資 金 6 102,458

商 業 活 性 化 資 金 1 38,979

中心市街地活性化特別融資 26 1,168,027

組合事業育成資金 0 0

計 2,080 55,169,809

創業支援資金(地方創生) 266 9,939,949

合計 2,346 65,109,758

資 金 名

融資状況 融資残高

件数

(件)

金 額

(千円)

件数

(件)

金 額

(千円)

小規模企業者特別融資 492 1,689,370 1,498 3,300,076

一 般 資 金 186 1,002,250 552 2,022,685

緊 急経営支援資金 1 5,000 2 1,540

短 期 資 金 8 20,500 5 12,000

商 業 活 性 化 資 金 0 0 1 3,248

中心市街地活性化特別

融資
5 39,000 25 149,649

組 合事業育成資金 0 0 0 0

創業支援資金(地方創生) 72 398,850 273 1,050,771
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

みやざき再生

支援特別貸付

利子補給事業

千円

993 コロナ禍におけるエネルギー価格等の物価高騰の影響を受けた中小

企業の経営安定化を図るため、宮崎県中小企業融資制度のみやざき再生

支援特別貸付を利用した人に対し、利子の全額を補給した。

・支払件数 64 件

・支払金総額 992,266 円

新型コロナウ

イルス感染症

経済対策プレ

ミアム付商品

券支援事業

653,130

県 326,565

越 326,565

【令和 3 年度からの繰越事業】

消費者の購買意欲を喚起することを通じて、新型コロナウイルス感染

症の感染拡大の影響により売上が減少している事業者を支援すること

を目的に、宮崎商工会議所を事務局とした、「宮崎市新型コロナ経済対

策プレミアム付商品券実行委員会」に対し助成を行い、プレミアム付商

品券の発行を支援した。

＜事業内容＞

・発行セット数 17 万 5,000 セット

・券額面 13,000 円(販売額 10,000 円)

・プレミアム率 30％

・発行総額 22 億 7,500 万円

・使用期間 令和 4年 8 月 19 日～令和 4年 12 月 28 日

＜実績＞

・補助額 653,129,919 円

・プレミアム分 523,261,107 円

・事務費 129,868,812 円

(委託料、手数料、人件費、広告宣伝費など)

原油価格・物

価高騰等緊急

対策プレミア

ム付商品券支

援事業

164,126

国(交) 82,063

県 82,063

プレミアム付商品券を年末に向けて追加発行することで、消費者の購

買意欲を喚起し、新型コロナウイルス感染症の影響に加え、原油価格・

物価の高騰により大きな影響を受けている地域経済を建て直し、業績が

低下している事業者に対する支援を行った。

＜事業内容＞

・発行セット数 40,000 セット

・券額面 13,000 円(販売額 10,000 円)

・プレミアム率 30％

・発行総額 5億 2,000 万円

・使用期間 令和 4年 11 月 1日～令和 4年 12 月 28 日

＜実績＞

・補助額 164,125,294 円

・プレミアム分 114,426,739 円

・事務費 49,698,555 円

(委託料、手数料、人件費、広告宣伝費など)
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

原油価格・物

価高騰等緊急

対策消費喚起

ポイント還元

事業

千円

383,127

国(交)191,564

県 191,563

新型コロナウイルス感染症拡大の影響に加え、原油価格や物価の高騰

により大きな影響を受けている事業者を支援するとともに、幅広い層へ

の消費喚起を図るため、ＱＲコード決済によるポイント還元を行った。

＜事業内容＞

ＱＲコード決済によるポイント還元

・対象店舗 宮崎市内の事業者

・還元率 20％

・上限 1社 1決済 1,000 円、期間決済 4,000 円

・期間 令和 4年 10 月 1日～令和 4年 10 月 31 日

＜実績＞

・ポイント還元費 319,371,739 円

・事務費 63,755,252 円(委託料、手数料、人件費、広告宣伝費など)
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工業政策課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

30 労働費

15 労働諸費

10 労務

対策費

シルバー人材

センター助成

事業

千円

7,329 高齢者の生きがい増進と社会参加の促進に取り組むシルバー人材セ

ンターの健全な運営を支援するため、運営費の一部助成を行った。

○補助金 7,329,000円

１ 主な受託事業

・草刈、除草

・駐車場管理、公園管理

・屋外清掃 等

２ 会員数、契約状況等(令和5年3月31日現在)

高齢者就業開

拓推進事業

8,000 働く意欲のある高齢者が、安心して働ける場を確保するため、シルバ

ー人材センターが行う高齢者の就業機会拡大事業の一部助成を行った。

○補助金 8,000,000円

・派遣受注件数 120件

・派遣契約額 102,025,953円

認定職業訓練

助成事業

2,678 優れた熟練技能を次世代に継承し、地域産業の担い手を育成するた

め、職業訓練法人宮崎職業訓練協会が宮崎高等技術専門校で行う職業訓

練課程に対して助成を行うとともに、認定職業訓練を受けさせた事業主

に対しても助成を行った。また、技能競技大会出場者に対して、激励金

を支給した。

○補助金 認定職業訓練事業補助 2,078,000円

認定職業訓練企業者補助 480,000円(40千円×12人)

○報償金 技能競技大会出場者激励金 120,000円(全国大会4人)

青少年プラザ

指定管理料

18,390

使・手 57

諸 30

指定管理者制度を活用して、勤労青少年の健全育成を図るため、青少

年プラザにおいて、教養や資格取得などの各種講座の開催や、クラブ活

動の支援を行った。

・指定管理者 シダックス大新東ヒューマンサービス株式会社

九州・沖縄支店

・指定管理料 18,390,000円

・指定期間 令和3年4月～令和8年3月(5年)

１ 延べ利用者数 63,122人

２ 講座利用状況

区 分 実 績

会 員 数 1,212 人

受 託 件 数 10,722 件

請負契約額 461,527,081 円

就業延べ人員 87,674 人日

講座数 回数 延べ利用者数

44 講座 412 回 1,868 人
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

青少年プラザ

体育館改修事

業

千円

822

債 700

青少年プラザ体育館の利用者に快適で安全な施設環境を提供し、施設

の長寿命化を図るため、床の改修工事に向けた実施設計を行った。

○委託料 青少年プラザ体育館床改修工事実施設計業務委託

821,700円

中小企業退職

金共済加入促

進補助事業

5,950 中小企業勤労者の福祉の向上や中小企業の振興のため、公的退職金共

済制度に従業員を加入させた事業主に対して掛金の一部助成を行った。

○補助金 5,950,000円

・補助事業所数 420事業所

・補助対象者数 1,190人

勤労者福祉向

上対策事業

380 中小企業勤労者の福祉の向上のため、宮崎商工会議所が実施した福利

厚生事業について一部助成を行った。

○補助金 中小企業福利厚生事業補助金 380,000円

就職マッチン

グ推進事業

1,600

県 599

地元企業のニーズに即した人材の育成と若者の地元定着を図るため、

主に若年層を対象にした地元企業への就職を促進する就職説明会や、一

般求職者や就職氷河期世代を対象とした専門スキルを身につけるセミ

ナーなどを開催した。

１ 就職説明会等の開催

２ 産業人材育成セミナー

(【補助率】制度(上限)：県補助対象経費の 3/4 実績：県 3/4)

○委託料 1,599,400 円

・基調講演及び企業 9社によるセミナー 延べ参加者数 169 人

若者ステップ

アップ・定着

支援事業

3,080 若者の早期離職率が高い状況を解消するため、市内企業に勤める新人

社員等が前向きに働くことができるためのスキル向上や社外でのネッ

トワークづくりを図る合同研修会を開催した。

○委託料 3,080,000 円

名 称 参加企業数 参加者数

求人申込説明会(5 月) 214 社 ─

宮崎県就職説明会(8 月) 42 社 73 人

みやざき就職フェア(10 月) 10 社 28 人

対 象 参加企業 延べ参加者数

新人社員(3 回) 10 社 39 人

管理者・経営者(3 回) 23 社 73 人
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

女性の活躍推

進事業

千円

2,357

県 530

女性の就労を促進するため、出産・育児等の理由で離職した女性や就

職氷河期世代を対象に、ライフプランやスキルアップに関するセミナー

や就職マッチングを実施した。また、企業の人事担当者を対象に、女性

の活躍推進や就職氷河期世代の支援制度に関するセミナーを実施した。

(【補助率】制度(上限)：県補助対象経費の3/4 実績：3/4)

○委託料 2,356,198円

20do 若者ワー

クライフ推進

事業

22,585 若者の地元定着や都市部からの人材還流を促進するため、スマートフ

ォンアプリ「20do」をプラットホームとして、宮崎の魅力あるワーク・

ライフを効果的に発信したほか、各種イベントを開催した。

○委託料 22,584,628 円

・20do 記事配信・啓発 3,696,000 円

・20do サイト・アプリ保守管理 1,784,750 円

・20do アプリ改修 5,104,000 円

・体験型進学就職イベント「ゆめパーク」開催 11,999,878 円

１ アプリダウンロード数 18,510 件(令和 5年 3月 31 日現在)

２ 20do 企業図鑑サイト登録企業数 118 社(令和 5年 3月 31 日現在)

３ 体験型進学就職イベント「ゆめパーク」参加者 28 校 3,298 人

４ 保護者向け就活力向上セミナー 参加者 92人

40 商工費

10 商工費

15 商工業

振興費

新型コロナウ

イルス感染症

緊急事業者支

援事業

445,310

国(交) 445,310

国の「まん延防止等重点措置」の適用の影響を受け、売上げが減少し

た事業者に対し、事業者の経営安定化と事業継続を図るため、支援金を

支給した。

○事業費 441,200,000 円(2,206 件)

○事務費 4,109,523 円(委託料、通信運搬費、消耗品費等)

＜対象者＞

市内に本社を有する中小法人等又は市内に住所を有する個人事業者

＜支給要件＞(以下の①～③のいずれも満たすこと)

①感染症拡大防止協力金を受給していないこと

②令和 4年 1 月から 3 月までのいずれかの月の売上げが、基準月(平

成 31 年から令和 3年までの間のいずれかの年の同月)の売上げより

70％以上減少していること

③基準月の売上げが 20 万円以上であること

＜支給額＞

1事業者につき 20 万円

内 容 参加者数

求職者向けセミナー・就職マッチング 13 人

企業人事担当者向けセミナー 48 人
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

40 商工費

10 商工費

20 商工

開発費

企業立地奨励

金交付事業

千円

423,920

諸 31,327

企業の立地を促進するため、指定した企業の雇用や投資等の実績に応

じて立地企業助成金等を交付した。

企業誘致事業 1,312 地域経済の活性化、雇用の場の創出を図るため、郊外の工業団地には

製造業等、市街地には情報サービス業等の企業立地を促進した。

○令和4年度立地指定 16社

(内訳) 製造業等 新設 0、増設・移設 3

情報サービス業等 新設 10、増設・移設 03

工業団地維持

管理事業

2,844

使・手 31

財 10

諸 304

工業団地の法面、調整池等の草刈等を実施し適正な管理に努めた。

○草刈等維持管理実施箇所

・佐土原 宮崎テクノリサーチパーク

・田 野 前平工業団地、ハイテクランド尾脇、田野町西工業団地

・高 岡 花見工業団地

県央地区企業

立地促進事業

2,000 宮崎市、国富町及び綾町の 1市 2 町における企業の立地を推進するた

めに組織された宮崎県央地区企業立地促進協議会において、企業訪問活

動や各種展示会に出展しＰＲ活動を行う等、必要な事業を展開した。

○協議会会員

宮崎県、宮崎市、国富町、綾町、(公財)宮崎県産業振興機構、

九州電力(株)宮崎支社、西日本電信電話(株)宮崎支店、

宮崎ガス(株)

宮崎テクノリ

サーチパーク

交流研修セン

ター運営費

(佐土原)

2,224

使・手 293

財 10

越 231

諸 408

宮崎テクノリサーチパーク交流研修センターの適正な管理運営に努

めることで、企業間の交流を促進するとともに、市民との交流・研修の

場として地域の活性化を図った。

【令和 3年度からの繰越事業】231 千円

ガス給湯器の修繕を行った。

奨励措置
交付件数

(件)
内訳

奨励金交付額

(円)

立地企業助成金 36

(投資割)

(雇用割)

(各種加算)

小計

(169,472,000)

(91,300,000)

(48,728,000)

309,500,000

固定資産税助成金 18 － 33,151,700

事業所税助成金 11 － 16,281,000

ｵﾌｨｽ等賃借助成金 19 － 64,986,900

計 84 423,919,600
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工業政策課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

情報サービス

人材の発掘と

育成支援事業

千円

500 宮崎市ＩＣＴ企業連絡協議会(通称：Miyazaki IT Plus)が行う事業を

支援し、企業ニーズにマッチした人材育成及び人材確保を図った。

○実施事業

・宮日ジュニアプログラミングアワードへの協賛

・協議会内の分科会による研究活動の実施

(開催回数 2回、

延べ参加者数 会員企業 11 人、大学生及び大学院生 11 人)

・会員企業同士による座談会の開催

(開催回数 2回、会員企業参加者数 6人)

バングラデシ

ュＩＴ技術者

雇用促進事業

6,259 バングラデシュＩＣＴ技術者の市内企業への就労を支援するため、採

用企業に対し人材紹介手数料の一部を助成するとともに、宮崎で研修や

就労しているバングラデシュＩＣＴ技術者向けに活躍支援のための研

修等を行った。また、現地を訪問し、大学視察や関係団体等との意見交

換等を行った。

○旅費 バングラデシュ現地視察 2 人 659,281 円

○委託料 バングラデシュＩＴ技術者活躍支援 998,800 円

○補助金 人材紹介手数料補助金 3社 8 人 4,600,000 円

みやざきＩＣ

Ｔ導入支援事

業

500

越 500

【令和 3年度からの繰越事業】

地域経済の活性化を図るため、ＩＣＴを活用したシステムやソフトウ

ェアの導入を推進し、市内企業の生産性向上、業務効率化を支援した。

〇事業内容

国のＩＴ導入補助金を活用して、システム等を導入する市内企業に

対して、自己負担額の一部助成を行った。

みやざきデジ

タル人材育成

草の根支援事

業

1,500 本市ＩＴ産業を担う若手人材の育成及び本市ＩＴ企業への就職の促

進を図るため、本市ＩＴ企業と地元の教育機関(大学、専門学校、高校)

が連携して実施する事業に係る費用の一部助成(補助対象経費の2/3(上

限50万円))を行った。

○補助金 1,500,000円（50万円×3件）

工業振興事業 6,487

使・手 33

諸 5,869

工業関係団体に対し運営費等の支援を行い、自発的な産業活性化への

取組が可能となるよう、環境の整備を図った。

また、宮崎市地域経済循環創造事業補助金返還請求訴訟に関し、弁護

士に委託した。

○主な事業内容

・負担金 宮崎県産業振興機構 152,000 円

宮崎県工業会 150,000 円

・補助金 宮崎市工業会 173,500 円

宮崎市誘致企業連絡協議会 30,000 円

・委託料 弁護士費用 5,869,330 円

業種 補助件数 補助率 上限額

製造業、情報サービス業、運輸業、

卸売業
1 1/2 30 万円

建設・土木業、小売業、宿泊業、

飲食業、教育・学習支援事業
2 1/2 10 万円

計 3
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工業政策課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

みやざき中小

企業活動応援

事業

千円

2,355 市内中小企業の生産力や開発力を高めるため、市内中小企業者が教育

機関又は公的機関等と連携して実施した、技術力、開発力、販売力等の

拡大につながる取組に対して、その費用の一部助成を行った。

○支援件数 9件

(内訳)研究・試験・分析 3件

産業財産権出願 1件

県外展示会 2件

広告物作成 3件

宮崎菓子普及

支援事業

370 宮崎菓子協会が取り組む事業を支援し、宮崎の銘菓創出のための検討

と菓子の普及啓発、消費拡大を図った。

○第17回「みやざきお菓子まつり」

実 施 日 11月5日(土)・6日(日)の2日間

会 場 宮交シティ

事業内容 夢のお菓子デザイン募集(応募総数 725 作品)ほか

みやざき企業

生産性向上設

備等導入促進

支援事業

9,668 本市において製造業を営む中小企業者が、生産性や付加価値の向上に

よる競争力強化のために行った設備投資に対して助成し、本市の経済の

活性化を図った。

○補助件数 7件

手づくり工芸

品育成支援事

業

700 宮崎市特産工芸品協会が取り組んだ事業を支援し、特産工芸品のＰＲ

及び販路開拓を図った。

○特産工芸品協会運営費補助：300,000円

○工芸展開催事業補助 ：399,125円

①4月17日(日)～4月25日(月)の9日間(宮崎空港)

出展企業 15社、 売上金額 2,438,765円

②8月24日(水)～8月29日(月)の6日間(宮崎山形屋)

出展企業 8社、 売上金額 825,238円
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土 木 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

10 土木

管理費

10 土木

総務費

土木管理

事務費

千円

2,322

使・手 1

各種協会、同盟会負担金 1,440,100円

事務費、その他 881,417円

45 土木費

15 道路

橋梁費

20道路新設

改良費

道路改良

事業 等

935,919

国 372,188

入 261

越 21,279

債 498,800

１ 社会資本整備総合交付金事業 687,164,228円

令和3年度からの繰越事業 287,764,461円

令和5年度への繰越事業 237,238,233円

路 線 名 費 目 区 分 内 容 金 額(円)

(国補助)

吉村通線４工区(交付金)

(事業費 412,383,914円)

【補助率】

制度(上限)：国50％、55％

実績：国50％、55％

計画延長 Ｌ= 300ｍ

整備済延長 Ｌ= 0ｍ

委託料 4現年 工作物調査 1,243,000

用 地

3繰越 宅地 18,266,917

4 現年 宅地、畑 73,618,080

(令和 5 年度への繰越) (21,067,134)

補 償

3繰越 建物、工作物等 89,637,795

4 現年 建物、工作物等 229,618,122

(令和 5 年度への繰越) (58,929,878)

(国補助)

大島線２工区(交付金)

(事業費 10,283,983円)

【補助率】

制度(上限)：国55％

実績：国55％

計画延長 Ｌ= 380ｍ

整備済延長 Ｌ= 0ｍ

委託料

3繰越
用地測量、

土壌汚染状況調査
10,141,852

4 現年 土壌汚染状況調査 142,131

(令和 5 年度への繰越) (8,883,869)

(国補助)

次郎ヶ別府広原線(交付金)

(事業費 30,634,206円)

【補助率】

制度(上限)：国55％

実績：国55％

計画延長 Ｌ= 940ｍ

整備済延長 Ｌ= 80ｍ

本工事

3繰越 舗装工、排水工等 24,595,898

4 現年 舗装工、排水工等 6,013,954

用 地 (令和 5 年度への繰越) (14,466,882)

補 償

4現年 給水管移設 24,354

(令和 5 年度への繰越) (50,771,424)
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土 木 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

路 線 名 費 目 区 分 内 容 金 額(円)

(国補助)

芳士四本松線３工区

(交付金)

(事業費 143,413,271円)

【補助率】

制度(上限)：国55％

実績：国55％

計画延長 Ｌ= 1,100ｍ

整備済延長 Ｌ= 60ｍ

本工事

3 繰越 舗装工、排水工等 126,150,040

4 現年 舗装工、排水工等 16,005,208

(令和 5年度への繰越) (24,281,838)

補 償

3 繰越 電柱移設等 1,139,680

4 現年 公共桝移設 118,343

(国補助)

小松平岩線２工区(交付金)

(事業費 90,448,854円)

【補助率】

制度(上限)：国55％

実績：国55％

計画延長 Ｌ= 560ｍ

整備済延長 Ｌ= 0ｍ

用 地

4 現年 宅地、田、畑 15,731,382

(令和 5年度への繰越) (17,857,522)

補 償

3 繰越 建物、工作物等 17,832,279

4 現年 建物、工作物等 56,885,193

(令和 5年度への繰越) (40,979,686)
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土 木 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

２ 地方道路等整備事業 76,350,557円

令和3年度からの繰越事業 21,525,920円

令和5年度への繰越事業 47,974,663円

路 線 名 費 目 区 分 内 容 金 額(円)

南方岩切線(道路債)

(事業費 52,809,765円)

計画延長 Ｌ= 650ｍ

整備済延長 Ｌ= 0ｍ

委託料 4現年 用地測量 462,000

本工事

4現年 舗装工、排水工等 50,995,446

(令和 5年度への繰越) (29,417,554)

用 地 3繰越 山林 249,076

補 償

3繰越 工作物移転 541,000

4 現年 電柱移設 562,243

(令和 5年度への繰越) (1,437,757)

飛江田緑松線(道路債)

(事業費 23,540,792円)

計画延長 Ｌ= 800ｍ

整備済延長 Ｌ= 0ｍ

委託料

3繰越 用地測量 20,735,844

4 現年 用地測量 1,888,648

(令和 5年度への繰越) (17,119,352)

用 地 4現年 不動産鑑定評価 916,300
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土 木 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

３ 道路局部改良事業 111,164,651円

令和3年度からの繰越事業 30,222,235円

令和5年度への繰越事業 46,656,850円

路 線 名 費 目 区 分 内 容 金 額(円)

局部改良(道路債)

委託料

3繰越 測量設計 361,706

4 現年 測量設計等 6,291,766

本工事

3繰越 舗装工、擁壁工等 20,356,029

4 現年 舗装工、排水工等 71,555,975

(令和 5年度への繰越) (36,397,025)

用 地

3繰越 畑、雑種地 4,116,075

4 現年

不動産鑑定評価 566,500

畑 2,087,500

(令和 5年度への繰越) (8,635,500)

補 償

3繰越 建物、工作物等 5,388,425

4 現年 電柱移設等 440,675

(令和 5年度への繰越) (1,624,325)

４ 排水路新設事業 28,997,729円

令和3年度からの繰越事業 21,968,180円

令和5年度への繰越事業 26,518,451円

路 線 名 費 目 区 分 内 容 金 額(円)

排水路整備事業

(道路債)(緊自債)

委託料

3繰越 測量設計等 12,300,000

4 現年 測量設計等 7,029,549

(令和 5年度への繰越) (13,618,451)

本工事

3繰越 水路工 9,668,180

(令和 5年度への繰越) (12,900,000)

５ 道路新設事業事務費 5,919,477円
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土 木 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

６ 地方道路等整備事業(エコクリーンプラザみやざき周辺環境整備等事業)

26,321,668円

路 線 名 費 目 区 分 内 容 金 額(円)

朝倉寺２号線

(道路債)

(事業費 23,448,929円)

計画延長 Ｌ= 65ｍ

整備済延長 Ｌ= 65ｍ

本工事 4現年
舗装工、

ブロック積工等
23,448,929

千代ヶ崎3号線外1線

(道路債)

(事業費 2,872,739円)

計画延長 Ｌ= 160ｍ

整備済延長 Ｌ= 0ｍ

委託料 4現年 測量設計 2,872,739
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土 木 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

20 河川費

10 河川

総務費

水門管理

費 等

千円

23,343

国 10,783

県 5,834

債 4,000

１ 河川管理事業 1,797,581円

内 容 金 額(円)

各種団体負担金 897,300

事務費ほか 900,281

２ 水門等操作管理費 17,544,958円

内 容 金 額(円)

水門等操作点検委託 6,860,000

排水機場操作業務委託

(小松・青柳・江川・天神川・鶴田川・瓜生野川)
4,640,371

小松川浄化施設管理費(第１施設：県) 982,359

小松川浄化施設管理費(第２施設：市) 1,590,335

下ノ園３号ほか排水樋門操作委託 380,000

五十鈴川排水ポンプ場管理費 2,571,682

事務費ほか 520,211

(【国委託金】水門等操作委託金・排水機場操作業務委託金)

(【県委託金】水門等操作委託金・小松川浄化施設維持管理委託金)

３ 海岸老朽化対策事業負担金(Ｒ４国２次補正) 4,000,000円

45 土木費

20 河川費

20 河川

改修費

河川改修

事業 等

278,093

財 2,000

越 2,887

債 159,300

１ 準用河川跡江川改修事業 87,319,399円

令和3年度からの繰越事業 6,600,000円

河 川 名 費 目 区 分 内 容 金 額(円)

跡江川(緊自債)

計画延長 Ｌ= 630ｍ

整備済延長 Ｌ= 202ｍ

本工事

3繰越 護岸工等 6,600,000

4 現年 護岸工等 80,719,399
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土 木 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

２ 準用河川野田川改修事業 73,737,413円

令和3年度からの繰越事業 58,487,129円

令和5年度への繰越事業 44,821,742円

河 川 名 費 目 区 分 内 容 金 額(円)

野田川(河川債)(緊自債)

計画延長 Ｌ= 660ｍ

整備済延長 Ｌ= 180ｍ

委託料 4 現年 仮設計画等 3,758,758

本工事

3 繰越 護岸工 30,408,218

4 現年 護岸工 10,360,000

(令和 5年度への繰越) (38,840,000)

用 地

3 繰越 宅地、山林等 24,855,000

4 現年 雑種地 1,131,526

(令和 5年度への繰越) (5,981,742)

補 償 3 繰越 工作物、立竹木等 3,223,911

３ 河川維持事業 42,191,384円

令和5年度への繰越事業 17,492,150円

河 川 名 費 目 区 分 内 容 金 額(円)

河川維持事業(緊浚債)

報償費 4 現年 河川愛護会報償金 1,783,000

保険料 4 現年 河川愛護会保険料 51,240

委託料 4 現年 草刈等 22,999,294

本工事

4 現年 河道掘削等 17,357,850

(令和 5年度への繰越) (17,492,150)
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土 木 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

４ 雨水幹線維持事業 73,855,581円

河 川 名 費 目 区 分 内 容 金 額(円)

雨水幹線維持事業

委託料 4 現年 草刈、排水路調査等 28,480,202

本工事 4 現年 排水路補修工事等 35,633,830

その他 4 現年 施設管理費等 9,741,549

５ 河川改修事業事務費 988,775円
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

千円

45 土木費

20 河川費

25急傾斜地

崩壊対策

事業費

急傾斜地崩壊

対策事業

116,691

債 82,100

１ 自然災害防止急傾斜地崩壊対策事業 51,048,448円

令和5年度への繰越事業 7,891,552円

地 区 名 費 目 区 分 内 容 金 額(円)

(県補助)

鳥越－１地区

(緊自債)

【補助率】

制度(上限)：県50％

実績：県50％

計画延長 Ｌ= 380ｍ

整備済延長 Ｌ= 160ｍ

本工事

4 現年 法面工等 51,048,448

(令和 5年度への繰越) (7,891,552)

２ 急傾斜地単独事業 5,642,010 円

地 区 名 費 目 区 分 内 容 金 額(円)

急傾斜地単独事業

委託料 4 現年 草刈 286,000

本工事 4 現年 法面補修工等 4,578,420

その他 4 現年
ハザードマップ作成

等
777,590
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土 木 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

３ 急傾斜地崩壊対策県営事業負担金 60,000,000円

(内訳)

地 区 名 事業費(円) 負担率 負担金(円)

坂谷 15,000,000 1/10 1,500,000

芳士元村 78,000,000 1/10 7,800,000

芳士元村

(Ｒ４国２次補正)
15,000,000 1/10 1,500,000

中福良－２ 1,000,000 1/10 100,000

広原畑 50,000,000 1/20 2,500,000

広原畑(Ｒ４国２次補正) 40,000,000 1/20 2,000,000

高蝉－１ 87,500,000 1/10 8,750,000

志戸前－１ 71,500,000 1/10 7,150,000

白浜 13,000,000 1/20 650,000

白浜(Ｒ４国２次補正) 10,000,000 1/20 500,000

照明院 21,920,000 1/10 2,192,000

照明院(Ｒ４国２次補正) 10,000,000 1/10 1,000,000

前吾田１

(Ｒ４国２次補正)
25,000,000 1/10 2,500,000

高蝉－２

(Ｒ４国２次補正)
25,000,000 1/10 2,500,000

浦田－１

(Ｒ４国２次補正)
25,000,000 1/20 1,250,000

山ノ城３

(Ｒ４国２次補正)
25,000,000 1/10 2,500,000

小内海(Ｒ４国２次補正) 270,000,000 1/20 13,500,000

(旧宮崎市域) 計 57,892,000

追手 1,080,000 1/10 108,000

(旧佐土原町域) 計 108,000

水流－１ 20,000,000 1/10 2,000,000

(旧高岡町域) 計 2,000,000
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土 木 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

千円

45 土木費

25 港湾費

10 港湾

管理費

港湾管理費 185,475 国県施行港湾事業地元負担金、その他負担金

債 169,100 港湾名 事業名 負担率 負担金(円)

宮崎港

国直轄港湾整備事業

1/10

15,000,000

国直轄港湾整備事業

(Ｒ４国２次補正)
22,000,000

(県)社会資本整備総合交付金

1/10

141,700,000

(県)社会資本整備総合交付金

(Ｒ４国２次補正)
5,600,000

内海港 (県)社会資本整備総合交付金 1/10 600,000

小 計 184,900,000

負担金(港湾協会)等 575,000

合 計 185,475,000

60 災害

復旧費

10 土木施設

災害

復旧費

10公共道路

河川災害

復旧費

河川災害復旧

事業

15,540

国 10,365

越 275

債 4,900

補助災害復旧事業（現年災） 15,539,390円

令和3年度からの繰越事業 15,539,390円

事 業 名 費 目 区 分 内 容 金 額(円)

補助災害復旧事業

(前溝川)

【負担率】

制度(上限)：国66.7％

本工事 3繰越 護岸工 15,539,390
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用地管理課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

10 土木

管理費

25 公共物

管理費

公共用地管理

事業

千円

3,510

使・手 3,510

市道の道路占用許可、河川占用許可及び法定外公共物の財産管理(用

途廃止・財産処分・使用許可)に関する業務を行った。

【旧宮崎市域】

(参考)

【佐土原町域】

【田野町域】

【高岡町域】

【清武町域】

※総合支所管内の許可業務は、各総合支所農林建設課で実施

公共用地境界

立会事業
1,383

使・手 1,383

境界立会申請に基づき、市道・法定外公共物の境界立会業務を行った。

○境界立会業務

(参考)

※総合支所管内の境界立会業務は、各総合支所農林建設課で実施

項 目 件数

道路占用許可 2,798

河川占用許可 47

法定外公共物使用許可 561

法定外公共物売払い 37

項 目 件数

道路占用許可 224

河川占用許可 3

法定外公共物使用許可 85

行政財産目的外使用許可 8

項 目 件数

道路占用許可 142

河川占用許可 4

法定外公共物使用許可 19

行政財産目的外使用許可 11

項 目 件数

道路占用許可 177

河川占用許可 2

法定外公共物使用許可 76

項 目 件数

道路占用許可 157

河川占用許可 15

法定外公共物使用許可 60

行政財産目的外使用許可 5

地 域 件数

旧宮崎市域 863

地 域 件数

佐土原町域 125

田野町域 34

高岡町域 39

清武町域 72
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用地管理課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

公共用地調査

事業

千円

11,745

使・手 11,745

法務局が行う字図混乱地区の解消事業に伴い、(公社)宮崎県公共嘱託

登記土地家屋調査士協会へ境界立会業務の委託を行った。

また、市道や里道・水路等の法定外公共物用地を適正に管理するため、

不動産鑑定や(公社)宮崎県公共嘱託登記土地家屋調査士協会への測

量・登記事務委託を行った。

道路占用適正

化推進事業

185

使・手 185

安全で安心な道路空間の確保を図るため、道路占用許可基準に適合し

ているが許可を受けていないもの、並びに同基準に適合していないもの

や道路上に置けないもの等の不法道路占用物件について、申請や改善・

撤去の巡回指導を行った。

項 目 件数 金額

境界立会等に係る公共嘱託

登記事務委託費
2 10,580,845 円

法定外公共物売払いに伴う

不動産鑑定手数料
3 1,163,800 円

区 分 件数

許可基準に適合しているが許可を受けていない

物件の申請及び撤去件数
105

許可基準に適合していない物件又は道路上に置

けない物件の改善及び撤去件数
141
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道路維持課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

15 道路

橋梁費

10道路橋梁

総務費

道路橋梁総務

事業

千円

75,573

１ 私道舗装整備助成金事業 1,160,300円

・助成件数 2件

２ 道路台帳整備費 48,435,943円

・市道現況 8,810線 2,762.2km(令和5年3月31日現在)

３ 生活道路整備助成金事業 25,976,700円

45 土木費

15 道路

橋梁費

15道路

維持費

道路維持事業 784,974

使・手 88,013

国 32,315

財 19,381

越 30,962

諸 972

債 181,800

１ 道路維持補修費 95,840,433円

令和3年度からの繰越事業 40,477,622円

令和5年度への繰越事業 34,814,461円

２ 生活密着関連道路舗装維持修繕費 269,202,736円

３ 道路照明施設ＬＥＤ化事業 4,740,768円

費 目 内 容 金 額(円)

需用費 消耗品 22,270

委託料

道路台帳調製業務委託 29,278,700

道路情報システム更新業務委託ほか1件 5,550,600

嘱託登記事務一式委託 所有権移転 10件 242,440

測量及び嘱託登記事務一式委託 測量・分筆 37件 13,341,933

費 目 内 容 金 額(円)

補助金 測量分筆登記、工作物等撤去等に対する助成金 71件 25,976,700

費 目 内 容 金 額(円)

委託料 街路樹剪定業務委託ほか 21 件 20,410,427

工事請負費

側溝浚渫工事 北部、南部地区 29,380,922

普通維持工事 青島通線ほか19件 24,618,809

災害対応工事 折生迫停車場線ほか7件 21,430,275

費 目 内 容 金 額(円)

工事請負費 舗装維持修繕工事 北部、南部、西部地区 269,202,736

費 目 内 容 金 額(円)

使用料及び

賃借料
リース料(ＬＥＤ灯具) 4,740,768
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道路維持課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

４ 道路施設長寿命化修繕計画策定事業 6,580,000円

(【補助率】制度(上限)：国55％ 実績：55％)

５ 道路施設長寿命化修繕事業 52,702,270円

令和3年度からの繰越事業 9,301,270円

令和5年度への繰越事業 293,000円

(【補助率】制度(上限)：国55％又は50％ 実績：55％又は50％)

６ 道路管理費 346,940,107円

令和5年度への繰越事業 524,700円

７ 道路維持事務所低圧受電設備切替改修事業 8,967,175円

費 目 内 容 金 額(円)

委託料 横断歩道橋定期点検業務委託 生目小歩道橋ほか 10 橋 6,580,000

費 目 内 容 金 額(円)

委託料

修繕詳細設計業務委託

恒久源藤ポンプ場ほか2か所

(国50％ 実績50％)
3,794,000

生目小歩道橋

(国55％ 実績55％)
3,300,000

修繕工事委託

(九州旅客鉄道(株))

桜橋人道橋

(国 55％ 実績 55％)
36,307,000

工事請負費 修繕工事

恒久源藤ポンプ場ほか 1か所

(国 50％ 実績 50％)
2,004,270

南宮崎駅二号歩道橋

(国 55％ 実績 55％)
7,297,000

費 目 内 容 金 額(円)

委託料

街路樹維持管理業務委託 大島通線ほか247線 128,301,125

路面清掃業務委託 塩路江良ノ上線ほか90線 39,856,854

施設清掃業務委託 木花駅トイレほか6か所 4,639,462

施設保守点検等業務委託 恒久源藤ポンプ場ほか5か所 4,588,609

草刈業務委託 大塚台２号線ほか243線 109,400,506

その他委託 産業廃棄物処分委託ほか 1件 53,798

光熱水費
電気料 道路照明、付属設備ほか 20,823,359

水道料 道路維持事務所ほか 1,114,380

修繕料 道路照明、公用車ほか 8,914,835

原材料費 直営工事の資材(常温合材、ポストフレックスほか) 11,999,745

保険料 道路賠償責任保険料 4,876,500

その他 事務機器使用料、燃料費、事務費ほか 12,370,934

費 目 内 容 金 額(円)

工事請負費 低圧受電設備切替改修工事 8,628,736

負担金 低圧受電設備切替改修工事に伴う工事負担金 338,439
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道路維持課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

15 道路

橋梁費

20道路新設

改良費

道路新設改良

事業

千円

610,588

国 53,635

入 80

越 2,209

債 453,700

１ 交通安全対策特別交付金事業 50,000,000 円

２ 交通安全対策事業 3,724,000 円

(【補助率】制度(上限)：国 55％ 実績：55％)

３ 道路舗装新設事業 22,379,105円

４ 道路舗装打換事業 70,610,712円

令和3年度からの繰越事業 25,736,712円

令和5年度への繰越事業 1,152,000円

(【補助率】制度(上限)：国55％又は50％ 実績：55％又は50％)

５ 道路舗装打換事業(Ｒ3国補正) 25,000,000円

令和3年度からの繰越事業 25,000,000円

(【補助率】制度(上限)：国55％ 実績：55％)

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費

区画線設置工 平和が丘２号線ほか Ⅼ≒42km 33,788,233

防護柵工 下北方通線ほか Ｌ＝154ｍ 4,729,313

カーブミラー設置工 吾妻１号線

ほか
Ｎ＝31 基 11,482,454

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費
グリーンベルト設置工 新別府阿波

岐原線
Ｌ＝1,819ｍ 3,724,000

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

委託料
測量設計業務委託 跡江南５号線

ほか 1線
Ｌ＝119ｍ 457,635

工事請負費 舗装新設工事 長割城平線ほか 3線 Ｌ＝459ｍ 21,921,470

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費
舗装打換

工事

下江上畑線

(国 50％ 実績 50％)
Ｌ＝490ｍ 19,810,712

花ヶ島通線

(国 55％ 実績 55％)
Ｌ＝255ｍ 50,800,000

費 目 内 容 金 額(円)

工事請負費 舗装打換工事 花ヶ島通線 25,000,000
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道路維持課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

６ 生活密着関連道路舗装打換事業 128,943,855円

令和3年度からの繰越事業 6,801,633円

７ 認定外道路整備事業 12,670,561円

８ 排水溝新設・改修事業 128,752,899円

令和5年度への繰越事業 7,126,804円

９ 大型団地内道路・排水対策整備事業 159,152,608円

令和5年度への繰越事業 3,847,392円

１０ 道路改良事業事務費 1,349,855円

１１ エコクリーンプラザみやざき周辺環境整備等事業 8,003,941円

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

委託料 路面性状調査 一ッ葉通線ほか 2線 Ｌ＝5,180ｍ 9,171,833

工事請負費 舗装打換工事 和知川原通線ほか 19 線 Ｌ＝2,450ｍ 119,772,022

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

委託料 測量設計業務委託 熊野地区 Ｌ＝131ｍ 1,522,906

工事請負費
排水溝整備工事 下北方地区

ほか 5地区
Ｌ＝234ｍ 11,016,060

補償金 水道管移設補償 Ｎ＝2件 131,595

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

委託料
測量設計業務委託 南花ヶ島３号線

ほか 6線
Ｌ＝668ｍ 5,320,129

工事請負費
排水溝整備工事 木崎権現山２号線

ほか 25 線
Ｌ＝1,541ｍ 123,373,196

補償金 公共桝移設補償 Ｎ＝1件 59,574

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費
道路・排水対策整備工事 平和が丘団地

ほか 4団地
Ｌ＝2,487ｍ 159,152,608

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費 排水溝整備工事 柏田久保線 Ｌ＝122ｍ 8,003,941
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道路維持課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

15 道路

橋梁費

25 橋梁

維持費

橋梁維持事業

千円

526,814

国 256,867

越 23,174

債 195,500

１ 橋梁長寿命化修繕計画策定事業 63,820,000円

(【補助率】制度(上限)：国55％ 実績：55％)

２ 橋梁長寿命化修繕事業 135,061,975円

令和3年度からの繰越事業 58,687,975円

令和5年度への繰越事業 60,626,000円

(【補助率】制度(上限)：国55％ 実績：55％)

３ 橋梁長寿命化修繕事業(単独) 6,074,529円

令和3年度からの繰越事業 5,706,792円

令和5年度への繰越事業 4,999,263円

４ 高松橋改修事業 268,158,414円

令和3年度からの繰越事業 159,478,414円

令和5年度への繰越事業 174,200,000円

(【補助率】制度(上限)：国：55％ 実績：55％)

５ 高松橋改修事業(単独) 53,698,939円

令和3年度からの繰越事業 493,769円

令和5年度への繰越事業 11,453,000円

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

委託料 定期点検業務委託 Ｎ＝215 橋 63,820,000

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

委託料 修繕詳細設計業務委託 堤内橋ほか Ｎ＝14 橋 39,354,000

工事請負費 修繕工事 番所橋ほか Ｎ＝5橋 95,707,975

費 目 内 容 金 額(円)

委託料 修繕詳細設計業務委託 堤内橋ほか 2,491,198

工事請負費 修繕工事 番所橋ほか 3,583,331

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費 改修工事 Ｎ＝1橋 268,158,414

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

委託料 交通流動解析業務委託ほか Ｎ＝3件 12,538,600

工事請負費 改修工事 Ｎ＝1橋 135,169

補償金 ガス管移設補償 Ｎ＝1件 41,025,170
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道路維持課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

60 災害

復旧費

10 土木施設

災害復旧

費

10公共道路

河川災害

復旧費

道路災害復旧

事業

千円

112,955

国 48,022

越 770

債 64,000

１ 補助災害復旧事業(現年災) 67,713,397円

令和3年度からの繰越事業 63,273,397円

令和5年度への繰越事業 58,755,000円

２ 単独災害復旧事業 45,240,662円

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費 道路災害復旧工事 折生迫停車場線ほか Ｎ＝8か所 67,713,397

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

委託料
道路災害復旧工事測量設計業務委託

下北方池内線ほか
Ｎ＝5か所 21,516,000

工事請負費 道路災害復旧工事 吉野講原線ほか Ｎ＝70 か所 23,724,662
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建築住宅課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

10 土木

管理費

10 土木

総務費

市有施設管理

システム事業

千円

665 建築基準法第12条第2項及び第4項等に基づき、市営住宅、その他の市有

施設(学校を除く)の損傷、腐食その他劣化状況等の定期的な点検を行っ

た。

・定期点検実績 (単位：棟)

積算システム

管理事業

2,226 各課からの依頼工事等の設計及び施工監理業務を行った。

・設計業務実績 (金額単位：百万円)

建物区分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

市営住宅 122 40 69

そ の 他 61 75 105

合 計 183 115 174

業務区分
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

件数 金額 件数 金額 件数 金額

工事設計 190 3,474 190 2,335 152 2,286

委託設計 34 90 66 169 58 439

合 計 224 3,564 256 2,504 210 2,725
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建築住宅課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

35 住宅費

10 優良賃貸

住宅供給

事業費

優良賃貸住宅

家賃低廉化事

業

千円

25,290

国 11,675

公営住宅を補完し、高齢者等のためにバリアフリー化された優良な賃

貸住宅を供給するため、宮崎市の認定を受けて整備された民間の賃貸住

宅に対し、家賃減額助成を行った。

【民間事業者供給】

(【補助率】制度(上限)：国50％ 実績：国50％)

【民間事業者供給】

(【補助率】制度(上限)：国45％ 実績：国45％)

団 地 名 サザンライフマンション

所 在 地 宮崎市高千穂通1丁目8番27号

構 造 ・ 戸 数 等 耐火構造7階建て・20戸(1K)

家 賃 減 額

助 成 額
6,741,000円

助 成 期 間 平成18年9月～令和8年8月(予定)

団 地 名 ふくふくマンション

所 在 地 宮崎市広島1丁目6番8号

構 造 ・ 戸 数 等 耐火構造8階建て・47戸(1K･1LDK)

家 賃 減 額

助 成 額
18,549,000円

助 成 期 間 平成22年4月～令和12年3月(予定)
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建築住宅課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

35 住宅費

30 空き家等

対策推進

事業費

空き家等対策

推進事業

千円

3,924

国 727

県 665

中古住宅の流通促進を図るため、空き家バンクシステムの運用及び住

宅関係団体と連携した空き家に関する相談の対応を行った。

また、青島地域をモデル地域として、空き家への移住者に対する家賃

補助を実施した。

【空き家バンクシステム運用及び空き家相談受付】 2,238,380円

(【補助率】制度(上限)：県50％ 実績：県30％)

【青島地域モデル事業】 1,616,000円

(【補助率】※家賃補助 国制度(上限)：国45％ 実績：国45％)

空き家等適正

管理対策事業

724

使・手 25

管理不全空き家や特定空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実

施するため、空き家に関する諸問題を審議する審議会を開催した。

また、相続人のいない空き家への対応として、相続財産管理人選任の

申立てを行った。

特定空家等対策審議会 56,000円

相続財産管理人選任の申立てに係る手続き費用 505,920円

【令和5年度への繰越事業】

緊急安全措置（中村西2丁目） 3,312,000円

腐朽・破損空

き家等除却推

進補助事業

5,664

国 2,159

特定空家等又は不良住宅(腐朽・破損空き家等)が周辺環境に及ぼす悪

影響を解消するため、解体費用の一部を助成し、近隣住民の生活環境の

保全を図った。

(【補助率】制度(上限)：国50％ 実績：国50％)

解体補助(居住用8か所) 4,319,000円

解体補助(非居住用3か所) 1,345,000円

空き家等適正

管理者特定調

査事業

489

国 236

空き家所有者の死亡後に相続登記が留保され、相続人が多数にのぼり

相続人特定作業に多大な手間と時間を要する場合があるため、専門的な

知識を有する司法書士と委託契約を締結し、空き家の所有者特定を行っ

た。

調査対象空き家戸数(6件) 473,000円

45 土木費

35 住宅費

60 マンショ

ン管理適

正化推進

事業費

マンション管

理適正化推進

事業

210

諸 104
マンション管理の適正化を図るため、マンションの区分所有者や管理

組合に向けたセミナー開催や無料相談等を行う団体に対して、開催費用

等の一部を助成した。

助成件数 2件 200,000円

空き家バンク

システム運用

空き家バンクシステムクラウドサービス利用料

404,580 円

空き家相談

対応業務委託

(一社)ＲＥＣ 宮崎

相談件数･･･27件 1,833,800円

補助金の種類 補 助 対 象 件 数

家 賃 補 助 移住世帯 7世帯､一般世帯 0件
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都市計画課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45土木費

15道路

橋梁費

20道路新設

改良費

安全で快適な

自転車通行空

間整備事業

千円

17,400

国 9,570

債 7,000

「宮崎市自転車活用推進計画」に基づき、安全で快適な自転車通行空

間を創出するため、実施設計、自転車レーン等の整備を行った。

(【補助率】制度(上限)：国5.5/10 実績：国5.5/10)

【令和5年度への繰越事業】令和4年度国2次補正分

・自転車レーン等設置工事（中村源藤線ほか） 7,600,000円

45土木費

30都市

計画費

10都市計画

総務費

宮崎市自転車

活用推進計画

推進事業

2,199 「宮崎市自転車活用推進計画」に基づき、各種自転車施策を行った。

シェアサイク

ル普及促進事

業

3,030

国(交) 3,030
マイカーからシェアサイクルへの転換を促すため、事業者が行う更な

る利用環境の充実を図る取組等に対し支援を行った。

(【補助率】制度(上限)：国10/10 実績：国10/10)

総合交通体系

調査事業

2,627 主要道路の交通量の経年変化の確認を行い、将来の道路計画の検討デ

ータとして活用するため、交通量調査を実施した。

宮崎駅西口

バスターミナ

ル保全事業

1,281 宮崎駅西口高速バスターミナルにおいて、シェルター及びロータリー

と歩道の間にある門型柵の錆取り・塗装改修を行った。

内 容 金 額

自転車レーン等設置工事

下原通線ほか10線
17,400,000 円

内 容 金 額

宮崎市自転車活用推進計画推進委員会 12,000 円

自転車利用状況調査 1,164,350 円

日南海岸線自転車レーン設置工事 1,022,073 円

計 2,198,423 円

内 容 金 額

シェアサイクル普及促進事業費補助 3,029,520 円

内 容 金 額

総合交通体系調査業務委託

恵美須通線ほか1か所
2,626,800 円

内 容 金 額

塗装改修工事 1,280,400 円
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都市計画課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

立地適正化計

画改訂事業

千円

3,744

国 1,550

近年の自然災害の頻発化・激甚化を踏まえ宮崎市立地適正化計画を更

に充実させるため、国のガイドラインに基づき防災指針を追記する改訂

を行った。

(【補助率】制度(上限)：国50％ 実績：国42％)

内 容 金 額

宮崎市立地適正化計画改訂委員会 48,000 円

立地適正化計画改訂業務 ※補助対象 3,695,618 円

計 3,743,618 円
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公園緑地課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

30 都市

計画費

10 都市計

画総務

費

市営駐車場運

営費

千円

32,250

使・手 4,341

諸 7,129

中心市街地の活性化を図るため、上野町駐車場と橘通東三丁目駐車場

の管理運営をそれぞれ指定管理者に委託した。また、青島の周辺観光や

海水浴客等の利便性を図るため、青島駅西口駐車場の管理運営を地元自

治会に委託した。

○事業の内訳

１ 橘通東三丁目再開発ビル駐車場管理運営事業

共用部分管理費負担金 6,607,469 円

○橘通東三丁目駐車場(Ｙ・Ｙパーク)運営実績

２ 市営駐車場指定管理料

上野町駐車場指定管理料 2,977,581 円

○上野町駐車場運営実績

３ 市営駐車場管理運営事業 1,364,395 円

青島駅西口駐車場管理業務委託ほか

４ Ｙ・Ｙパーク管理組合修繕積立負担金 21,300,000 円

45 土木費

30 都市

計画費

35 公園費

公園建設整備

事業

90,620

国 14,339

越 5,199

債 59,900

市民が気軽に利用でき、親しみの持てる、人にやさしい公園整備を行

った。

○事業の内訳

上段は令和4年度決算額

※令和3年度からの繰越額含む

( )は令和3年度からの繰越額

年 度 駐車台数(台) 回転率 駐車場収入(円)

令和4年度 344,262 2.20 67,900,178

令和3年度 327,422 2.10 63,667,694

年 度 駐車台数(台) 回転率 駐車場収入(円)

令和4年度 13,742 2.51 5,045,080

令和3年度 10,306 1.88 3,763,060

事業名 事業費(円) 事業内容 補助率等

既設公園リフレッシュ事業
54,658,984

(14,828,000)
公園改修工事ほか 市単独

東部５号街区公園整備事業
32,010,000

(25,410,000)

東部５号街区公園整備

工事

制度：国 45/100

実績：国 45/100

東部５号街区公園整備事業

(単独事業)
3,950,379

東部５号街区公園整備

工事(付帯工)
市単独

計
90,619,363

(40,238,000)
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公園緑地課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

公園管理費
千円

1,135,480

使・手 19,746

国 93,465

国(交) 3,586

財 60

寄 2,000

入 31,912

越 53,758

諸 1,001

債 100,700

宮崎市内に設置されている公園等について、市民が安全・安心に利用

できるよう遊具等の更新や維持管理等を行った。

また、動物園とフローランテ宮崎については、より一層の魅力を感じ

られる施設となるよう、再整備や施設維持を行うとともに、指定管理者

による管理運営を行った。

・総事業費 1,135,479,062 円

うち令和3年度からの繰越事業 120,615,781 円

・令和5年度への繰越事業 149,452,239 円

○事業の内訳

１ 公園施設の維持管理等に関するもの

上段は令和4年度決算額

※令和3年度からの繰越額含む

( )は令和3年度からの繰越額

< >は令和5年度への繰越額

事業名 事業費(円) 事業内容 補助率等

公園遊具等更新事業

190,103,056

(92,314,279)

<80,624,163>

年次的な公園遊具等の

更新ほか

制度：国 1/2

実績：国 1/2

公園遊具等更新事業

(単独事業)

4,703,690

(19,890)

<7,355,060>

年次的な公園遊具等の

更新(付帯工)ほか 市単独

公園施設管理事業
339,669,645

(7,144,252)
公園の草刈等管理ほか 市単独

公園施設維持事業 59,828,007
公園の維持補修工事ほ

か
市単独

公園愛護会促進事業 24,554,326

活動に対する報償金や機

材購入等のための補助金

交付等

市単独

公園指定管理料 163,497,685

大淀川市民緑地、市民の

森、萩の台公園等の指定管

理

市単独

大淀川市民緑地(桜堤)

更新事業
3,828,000

桜の植替えや土壌の入

替え
市単独

計

786,184,409

(99,478,421)

<87,979,223>
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公園緑地課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

○宮崎市内の都市公園 (令和 5年 3月31日現在)

○都市公園以外の公園(参考)

○宮崎市1人当たり都市公園面積(県立及びその他の都市公園を含む)

都 市 公 園 937.72ha
──────── ＝ ──────── × 10,000 ＝ 23.53㎡
宮崎市人口 398,447人(※)

(※)令和5年3月1日現在

種 別 市 市以外 計

街 区 公 園 457 0 457

近 隣 公 園 21 0 21

地 区 公 園 7 0 7

総 合 公 園 3 1 4

運 動 公 園 3 0 3

風 致 公 園 2 1 3

歴 史 公 園 3 0 3

墓 園 3 1 4

広 域 公 園 1 1 2

都 市 緑 地 23 0 23

緑 道 5 0 5

計 528 4 532

面 積 計 631.00ha 306.72ha 937.72ha

公 園 数 面 積

13 7.97ha
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公園緑地課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

千円

２ フェニックス自然動物園の維持管理等に関するもの

上段は令和4年度決算額

※令和3年度からの繰越額含む

( )は令和3年度からの繰越額

< >は令和5年度への繰越額

３ フローランテ宮崎の維持管理等に関するもの

上段は令和4年度決算額

( )は令和3年度からの繰越額

４ フェニックス自然動物園等指定管理料

フェニックス自然動物園及びフローランテ宮崎 268,494,550 円

総合緊急対策

費

8,175

国(交) 8,175

物価高騰により家計を圧迫された子育て世帯を支援し、子どもの体験

学習機会を創出するため、子どもの入園料を無料にした。

フェニックス自然動物園・フローランテ宮崎へのおでかけ応援事業

8,174,800 円

事業名 事業費(円) 事業内容

フェニックス自然動物園

運営事業
10,517,830 土地賃借料ほか

フェニックス自然動物園

リニューアル事業

10,278,838

(10,278,838)

給排水及び電気設備

基本設計

フェニックス自然動物園

施設安全整備事業
18,972,129

フラミンゴ会場補修

工事ほか

フェニックス自然動物園

再生事業

29,424,784

<50,973,016>

遊戯施設改修工事

ほか

フェニックス自然動物園

あり方検討事業

5,414,459

(5,414,459)

<10,500,000>

遊戯施設改修基本

計画及び施設管理

に関する調査検討

計

74,608,040

(15,693,297)

<61,473,016>

事業名 事業費(円) 事業内容

フローランテ宮崎

施設維持事業

6,192,063

(5,444,063)
基本調査設計ほか

施設名 事業費(円) 事業内容

フェニックス自然動物園 5,787,940

令和4年12月～令和

5年2月、小中学生の

入園料を無料化

フローランテ宮崎 2,386,860

計 8,174,800
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公園緑地課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

60 災害

復旧費

20 その他災

害復旧費

07 公園施

設災害

復旧費

公園施設災害

復旧事業

千円

25,461

債 24,800

災害等に伴う、公園施設の復旧工事を行った。

○事業の内訳

事業名 事業費(円) 事業内容 補助率等

単独災害復旧事業 25,460,689
大淀川市民緑地外災害復旧工事

(緊急工事)ほか
市単独
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市街地整備課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

30 都市

計画費

13東部第二

土地区画

整理費

東部第二土地

区画整理事業

千円

661,039

国 186,306

越 10,083

債 353,100

本市の海の玄関にふさわしい良好な都市環境と防災性に優れた住環

境の創出を図るため、土地区画整理事業による都市基盤の整備を行っ

た。

上段は令和4年度決算額

※令和3年度からの繰越額含む

( )は令和3年度からの繰越額

< >は令和5年度への繰越額

事 業 区 分 事 業 内 容 金 額(円)
備 考

( )は補助率と実績

活力創出

基盤整備・

旧交付金

・建物等調査委託

・道路築造工事

・建物移転補償 等

補助事業

357,626,256

(100,526,256)

<66,000,000>

制度(50%)実績(50%)

市街地整備・

旧まちづくり

交付金

・道路築造工事等 補助事業

10,249,924

(10,249,924)

制度(50%)実績(50%)

単独 ・建物等調査委託

・道路築造工事

・建物移転補償 等

206,561,442

(46,561,442)

<2,314,383>

事務費
・施設等維持管理費

・諸事務費 等
9,892,531

繰出金
・宅地造成事業

特別会計繰出金
76,707,912

合 計

661,038,065

(157,337,622)

<68,314,383>
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市街地整備課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

30 都市

計画費

19飯田土地

区画整理

費

飯田土地区画

整理事業

千円

12,097

諸 73

地権者間に生じたやむを得ない不均衡の是正を行うため、清算金の徴

収交付を行った。

〔清算金徴収交付状況〕

45 土木費

30 都市

計画費

25 街路

事業費

街路事業 2,271,951

使・手 1

国 1,179,527

越 34,016

債 958,700

交通渋滞を緩和し、本市全域の交通の円滑化を推進するため、国の交

付金等を活用し、建物等調査・用地買収・移転補償・道路改良工事・橋

梁工事など、計画的な街路整備を推進した。

上段は令和4年度決算額

※令和3年度からの繰越額含む

( )は令和3年度からの繰越額

< >は令和5年度への繰越額

事 業 区 分 事 業 内 容 金 額(円) 備 考

清算金徴収

交付事業
・清算金交付等 72,521

繰出金 ・宅地造成事業特別会計繰出金 12,023,667

合 計 12,096,188

清 算 金 件 数 金 額(円) 実 施 率

徴収 185件 29,810,644 93.14％

交付 256件 31,996,797 99.97％

路線別等

事業区分
事 業 内 容 金 額(円)

備 考

( )は補助率と実績

宮崎駅東通線

(２工区)

整備事業

･建物等調査委託

･道路改良工事

･電線共同溝整備

･用地買収、補償

･支障物件移転 等

補助事業

366,246,646

(229,107,878)

<72,861,232>

単独事業

34,645,382

(22,740,456)

<17,286,519>

制度(55%)実績(55%)

宮崎駅東通線

(３工区)

整備事業

･道路設計委託

･建物等調査委託

･用地買収、補償

･文化財調査 等

補助事業

637,793,220

(345,587,113)

<217,793,893>

単独事業

9,571,307

<9,615,720>

制度(55%)実績(55%)
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市街地整備課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

路線別等

事業区分
事 業 内 容 金 額(円)

備 考

( )は補助率と実績

吉村通線

(大町工区)

整備事業

･道路改良工事

･道路照明整備工事

･用地買収、補償 等

補助事業

432,995,728

(17,911,728)

<24,916,000>

単独事業

13,048,538

(506,620)

<7,734,590>

制度(55%)実績(55%)

新町停車場線

(新町橋)

整備事業

･旧橋撤去工事

･新橋設置工事 等

補助事業

595,698,514

(180,243,160)

<434,544,646>

単独事業

12,196,804

(8,968,253)

<11,771,500>

制度(55%)実績(55%)

昭和通線

(永楽工区)

整備事業

･建物等調査委託

･用地買収 等

補助事業

40,967,108

(10,251,883)

<114,284,775>

単独事業

128,398

(3,059)

<2,915,000>

制度(55%)実績(55%)

川原通線

(高洲工区)

整備事業

･建物等調査委託

･用地買収 補償等

補助事業

108,727,770

(13,296,648)

<69,568,878>

単独事業

395,780

(395,780)

制度(55%)実績(55%)

昭和通線

(小戸之橋

架替え)

整備事業

･工損事後補償 単独事業

11,160,456

(11,160,456)

街路維持事業 ･街路維持保全

･交通量調査 等

3,992,405

街路事業

事務費

･諸事務費 4,382,621

合 計

2,271,950,677

(840,173,034)

<983,292,753>
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建築行政課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

10 土木

管理費

15 建築

指導費

建築確認等事

務事業

千円

3,279

使・手 3,279

建築基準法に基づき、建築物、工作物、建築設備の建築確認申請等

の審査を実施した。

・建築確認申請等審査状況

危険ブロック

塀等対策事業

2,376

使・手 813

国 1,158

県 405

市内全域の避難路に面する道路からの塀の高さが1.4ｍ以上で、倒壊

の危険性の高いブロック塀等の所有者を対象に、除却又は建替え(除却

＋新設)に要する費用の一部助成を行った。

(【国交付金】社会資本整備総合交付金)

・補助金交付状況

※令和4年度から建替えについても補助対象とした。

※その他経費 59,640円

・事業費負担割合

区 分 令和4年度 令和3年度 増 減

建 築 手 数 料 18,410,600 円 19,668,600 円 △1,258,000 円

確認申請受理件数 162 件 232 件 △70 件

計 画 通 知 件 数 20 件 32 件 △12 件

中間検査受理件数 10 件 12 件 △2 件

完了検査受理件数 177 件 287 件 △110 件

仮使用認定受理件数 3 件 6 件 △3 件

建築審査会開催数 9 回 9 回 0 回

公開聴聞会開催数 0 回 0 回 0 回

建築物例外許可受理件数 48 件 53 件 △5 件

仮設建築物許可受理件数 19 件 17 件 2 件

道路位置指定件数 4 件 4 件 0 件

建築証明・その他証明件数 1,443 件 1,383 件 60 件

令和4年度 令和3年度 増 減

交 付 件 数 14 件 17 件 △3 件

交 付 金 額 2,316,000 円 1,881,000 円 435,000 円

国 県 市 所有者

1/3 1/6×0.7 1/6×1.3 1/3
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建築行政課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

木造建築物等

地震対策促進

事業

千円

45,305

使・手 11,423

国 22,612

県 7,913

現行の耐震基準を満たさない古い木造住宅の耐震化を促進するた

め、住宅の所有者に対し、耐震化に要する費用の一部助成を行った。

(【国交付金】社会資本整備総合交付金)

【令和4年度事業分】

※その他経費 78,148 円

・事業費負担割合

件 数 金 額 負 担 割 合

耐 震 診 断 68 件 8,976,000 円

事業費負担割

合のとおり

耐 震 改 修

( 総 合 支 援 )
43 件 35,149,000 円

除 却 4 件 1,101,000 円

合 計 115 件 45,226,000 円

国 県 市 所有者

耐 震 診 断 1/2 1/4×0.7 1/4×1.3 なし

耐 震 改 修

( 総 合 支 援 )
2/5 1/5×0.7 1/5×1.3 1/5

除 却 11.5％ 5.75％×0.7 5.75％×1.3 77％
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開発審査課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

30 都市

計画費

10都市計画

総務費

開発指導事務

管理費

千円

719

使・手 719

良好なまちづくりを維持するため、都市計画法に基づく開発許可及び

市街化調整区域の建築許可の制度を遵守し、適正な事務処理を行った。

・開発行為等に係る許可件数及び手数料

・決算額内訳 (歳出)

需用費 465,465 円

役務費 5,225 円

使用料及び賃借料 37,903 円

備品購入費 209,990 円

大規模盛土造

成地変動予測

調査事業（Ｒ

３国補正）

15,976

国 7,953

越 7,953

大地震時等における宅地防災対策を推進するため、大規模盛土造成地

の変動予測調査等を実施し、第二次スクリーニング計画(調査対象盛土

の優先度を評価)を策定した。

令和 3年度からの繰越事業 15,975,033 円

【補助率】制度(上限)：国 1/2 実績：国 1/2

〇 主な内容

委託料 15,906,931 円

〇 調査対象盛土

78 か所

項 目 令和4年度 令和3年度 増 減

法第29条

開発許可件数
9 件 3 件 6 件

法第35条の2

開発変更許可件数
5 件 4 件 1 件

法第42条

開発区域内建築許可件数
12 件 3 件 9 件

法第43条

調整区域内建築許可件数
260 件 357 件 △97 件

各種証明・交付事務件数 359 件 367 件 △8 件

許可申請等手数料 (歳入) 4,139 千円 4,521 千円 △382 千円
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景 観 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

30 都市

計画費

65 景観費

緑の保全事業

千円

1,664

入 1,664

後世に残すべき良好な自然環境や優れた風致景観を保全するため、緑

の保全地区や郷土の名木の所有者に対して協力金を交付した。

○緑の保全助成

○郷土の名木緊急保全助成

景観まちづく

り啓発事業

797

入 797
美しく魅力ある景観づくりを推進するため、風景絵画コンクールや、

みやざき景観１００選フォトコンテストを実施し、市民等への啓発を行

った。

○風景絵画コンクール

○みやざき景観１００選フォトコンテスト

花と緑のまち

づくり啓発事

業

3,250

入 2,800

諸 450

花と緑のまちづくりを推進するため、花のまちづくりコンクールやフ

ラワーポットづくり講座等を実施し、市民等への啓発を行った。

○花のまちづくりコンクール

○フラワーポットづくり講座

○宮崎市景観まちづくり推進大会

〇オープンガーデン市民見学会

助成数 助成金額

緑の保全地区 24か所 339,300円

郷土の名木 101本 202,000円

助成件数 助成金額

4件 696,000円

応募者数 受賞者数

4部門 1,281人 54人

応募数 受賞者数

2部門 180件 23件

令和4年度 令和3年度

応募数 4部門 23件 4部門 27件

令和4年度 令和3年度

開催回数 12回 10回

参加者数 227人 136人

開催日程 令和 4年 11 月 20 日

参加者数 約 150 名

開催日程 令和 4年 5 月 10 日

参加人数 20 名
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景 観 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

ガーデンツー

リズム促進事

業

千円

1,578

入 1,578

国が創設した「ガーデンツーリズム登録制度」に九州で唯一登録され

ている「宮崎花旅３６５」を促進するため、推進主体である「宮崎花旅

３６５推進協議会」が実施した取組に対して補助金を交付し、支援を行

った。

○ガーデンツーリズム促進事業補助金

民間緑化支援

事業

878

入 878

民有地の緑化を促進するため、市民や事業者等が実施する生垣や樹木

の植栽等の緑化工事に対して補助金を交付した。

○緑化補助金交付実績

花と緑のまち

づくり推進事

業

92,295

使・手 22,592

入 69,532

一年中花のあるまちづくりを推進するため、市民等が自主的に行う植

栽活動を支援するとともに、拠点となる公園、道路等への花苗の植栽及

び維持管理を行った。

○花いっぱい推進事業

○花と緑の景観拠点づくり(公園等)

○草花植栽管理(主要市道)

みやざき景観

まちづくり支

援事業

895

県 596

入 299

持続可能な、市民主体の美しいまちづくりを推進するため、景観形成

活動団体が実施する各種事業に対して補助金を交付し、景観まちづくり

を支援した。

○補助実績

(【補助率】制度(上限)：県2/3 実績：県2/3)

令和 4 年度

件数 1件

(宮崎花旅３６５推進協議会)

金額 1,500,000 円

令和4年度 令和3年度

件数 8件 4件

金額 878,000円 380,000円

令和4年度 令和3年度

種苗配布団体数(学校を含む) 473団体 470団体

種苗配布数 381,676本 384,880本

実施箇所数 内容

20か所 植付、施肥、潅水、剪定、除草等

実施路線数 内容

11路線 植付、施肥、潅水、剪定、除草等

令和4年度 令和3年度

件数 2件 2件

金額 894,657円 483,000円
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景 観 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

屋外広告物許

可事務事業

千円

2,105

使・手 2,105

良好な景観の形成や風致の維持等を図るため、屋外広告物条例に基づ

き許可事務等を実施するとともに、現地確認のためのパトロールや、未

申請・違反物件に対する是正指導、路上違反広告物の除却活動等を行っ

た。

○屋外広告物許可実績

○路上違反広告物実績

景観形成事務

管理費

2,080

使・手 2,080

景観形成を推進するため、景観法及び景観条例に基づく届出につい

て、宮崎市景観計画に基づき色彩等の制限に関する事項を審査し、景観

誘導を行った。

また、バス広告の届出について、バス広告デザイン検討委員会の意見

を聴取し、色彩やデザイン等について助言・指導を行った。

フラワーマー

ケット開催事

業

7,454

国(交) 7,454

新型コロナウイルス感染症終息後の花のまちづくりにつなげるため、

中心市街地において花き等の販売イベントや花の装飾を実施した。

○フラワーマーケット開催業務委託 7,454,000円

開催日 令和 4年 12 月 4日（日）

来場者数 約7,000人

令和4年度 令和3年度 増 減

申請件数 1,641件 1,778件 △137件

許可申請手数料 26,776千円 26,948千円 △172千円

令和4年度 令和3年度 増 減

簡易除却件数 120件 688件 △568件

追放推進員数 366人 366人 0 人

令和4年度 令和3年度

景観法・景観条例等届出審査件数 289件 339件

バス広告デザイン届出件数 10件 14件

計 299件 353件
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景 観 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

景観計画改訂

事業

千円

7,026

国 3,512

入 3,514

社会情勢の変化に即した新たな景観形成基準や施策の確立を図るた

め、策定から 10 年以上経過した「宮崎市景観計画」の改訂を行った。

(【補助率】制度(上限)：国 1/2 実績：国 1/2)

〇令和 4年度事業内容

・パブリックコメントの実施

・景観計画改訂案の作成

「花のまちみ

やざき」景観

拠点創出事業

6,491

入 2,856

まちなか周辺地区において花や緑の景観を生かした拠点を創出する

にあたり、本市の景観形成における天神山公園の位置づけを整理し、景

観拠点整備のあり方に係る基本計画を策定した。

また、一ツ葉地区(木漏れ陽のガーデン）において市民協働によるガ

ーデンの造成を行った。

〇令和 4年度事業内容

・まちなか周辺地区（天神山公園）の基本計画策定

・木漏れ陽のガーデン市民植栽イベント

令和 4年 11 月 5日(土)・26 日(土) 参加者数 延べ約 250 人
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佐土原総合支所 地域市民福祉課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

15 総務費

10 総務

管理費

70 自治

振興費

佐土原体力つ

くりスポーツ

大会開催支援

事業

千円

63

財 63

住民の体力つくりと、地域の活性化を図るため、佐土原地区体育会

が開催する自治会対抗のバレーボール、ミニバレーボール、ソフトボ

ール各大会の開催支援を例年行っているが、新型コロナウィルス感染

症拡大防止のため中止となり、運営に係る支援のみを行った。

佐土原藩歴史

交流事業

670

財 670

佐土原町域の活性化と、佐土原藩時代の先人の足跡や郷土の歴史を

後世に伝えるため、歴史的交流があった地域との相互交流や、佐土原

藩に縁のある地域イベントの開催支援を行った。

○佐土原藩歴史交流事業 47,242円

〔交流都市〕

鹿児島県垂水市、鹿児島県日置市

たるみずふれあいフェスタ2022「秋の産業祭」への参加

○島津太鼓フェスティバル 0円

新型コロナウィルス感染症拡大防止のため中止

○旧佐土原藩十ケ町村四半的弓道大会 50,000円

開催日：令和4年10月13日

参加者数：49人

○さどわら・きょうわ有縁交流事業 572,343円

〔有縁交流都市〕

秋田県大仙市

宮崎神宮大祭に「大仙市パレード」として参加する訪問団の受入

受入期間：令和4年10月28日～30日

参加者数：24名

佐土原夏まつ

り等開催支援

事業

1,054

財 1,054

地域の活性化を図るため、伝統文化の継承や人々の交流を目的とし

た地域主体によって行われる「佐土原夏まつり」等の開催支援を行っ

た。

(補助額)

○佐土原夏まつり 559,000円

開催日：令和4年7月23日～24日

来場者数：約3,000人

○佐土原花しょうぶまつり(鶴松館園内) 400,000円

開催日：令和4年6月5日

来場者数：約4,000人

○宝塔山公園桜まつり 50,000円

開催日：令和5年3月26日

来場者数：約350人

○古月禅師生誕まつり(佐賀利地区) 0円

開催日：令和4年8月24日

参加者数：約20人

（実施したが、補助金申請なし）

○佐野原聖地まつり 45,000円

開催日：令和4年10月2日

参加者数：約30人
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佐土原総合支所 地域市民福祉課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

久峰公園さく

らまつり開催

支援事業

千円

0 地域住民の憩いの場である久峰総合公園の桜を楽しんでもらいなが

ら、佐土原町域の伝統文化や地場産品をＰＲするため、「久峰公園さ

くらまつり」の開催支援を行うが、新型コロナウイルス感染症拡大防

止のため中止した。

さどわら健康

ふくしまつり

開催支援事業

220

使・手 220

健康増進と地域福祉活動に対する住民の理解を深めるため、「さど

わら健康ふくしまつり」の開催支援を行った。展示、販売、バザー等

が実施された。

開催日：令和4年11月19日

宮崎市城の駅

指定管理料

5,711

財 5,711

佐土原町域の活力ある地域づくりを推進するため、史跡等の歴史文

化情報発信や地域の特産品・農作物等の販売の場として、市民交流の

拠点となる宮崎市城の駅(佐土原いろは館)の管理運営を行った。

指定管理者：(特非)ドンと佐土原まちおこし隊

指定期間：令和3年4月～令和6年3月

一ツ瀬川花火

大会開催支援

事業

3,375

財 3,375

地域の活性化を図るため、一ツ瀬川を挟んで隣り合う新富町と合同

で、県内でも有数の花火大会「一ツ瀬川花火大会」の開催支援を行っ

た。

開催日：令和4年10月22日

来場者数：約 12,000 人

宮崎市の偉人

「根井三郎」

顕彰推進事業

787

財 787

これまで知られてこなかった郷土の偉人「根井三郎」の顕彰を推進

するため、顕彰活動に取り組んでいる団体への支援を行ったほか、周

知事業として資料展を開催した。

○主な事業内容

・顕彰推進調査：新型コロナウィルス感染症拡大防止のため中止

・顕彰推進補助事業：根井三郎を顕彰する会

・県内 2市及び県外における根井三郎顕彰講演会及び資料展

西都市、日南市（都城市、日向市、延岡市、小林市、串間市

は令和 3年度に実施済）、兵庫県神戸市（講演会のみ）

来場者総数：152 人

福井県敦賀市人道の港「ムゼウム」

資料展：令和 4年 12 月 8 日～令和 5年 2 月 7 日

来場者数：1,531 人

講演会：令和 5年 1月 15 日

来場者数：30 人

15 総務費

10 総務

管理費

71 地域自治

区費

佐土原地域協

議会管理運営

事業

306

財 306

佐土原地域自治区地域協議会の管理運営を行った。

(単位：円)

費用弁償 事務費 計

186,000 119,877 305,877
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佐土原総合支所 地域市民福祉課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

15 総務費

10 総務

管理費

72 防災費

防災対策費

(佐土原)

千円

114

財 114

新田原基地の諸問題を協議するため、基地周辺自治体(新富町、西都

市、高鍋町、木城町、宮崎市)で構成される航空自衛隊新田原基地周辺

協議会の運営費等の負担を行った。

20 民生費

10 社会

福祉費

15 老人

福祉費

金婚祝賀会事

業(佐土原)
229

使・手 229

結婚50年を迎えるご夫妻の金婚を祝うため、「佐土原町金婚祝賀

会」の開催支援を行った。式典、写真撮影及び祝宴が実施された。

開催日：令和4年11月9日

出席者：17組34人

25 衛生費

10 保健

衛生費

40 公害

対策費

河川浄化対策

事業(佐土原)

467

財 467
「宮崎市河川をきれいにする条例」に基づき、市民、事業者、行政

が一体となった河川浄化対策に取り組むため、石崎川、一ツ瀬川の流

域自治体及び関係機関と連携を図り、流域一体となった河川浄化運動

を展開した。

○主な事業内容

・石崎川水系環境保全対策連絡協議会による河川浄化啓発活動

(地元小学生への環境学習及び稚魚放流等)

・一ツ瀬川水系濁水対策推進協議会及び一ツ瀬川水系河川をきれ

いにする連絡協議会による啓発活動

(稚魚放流等)

40 商工費

10 商工費

15 商工業

振興費

商工関係団体

育成事業

(佐土原)

210

財 210

佐土原地区安全衛生協議会が実施する職場環境の安全衛生に関する

活動に対して助成を行った。

40 商工費

10 商工費

25 観光費

民俗芸能館管

理費(佐土原)
278

財 278

宮崎市の無形民俗文化財である巨田神楽等、佐土原町域の民俗芸能

の保存、継承を目的に設置した民俗芸能館の維持管理を行った。

45 土木費

10 土木

管理費

20 航空機騒

音対策費

航空機騒音対

策管理費

(佐土原)

783

財 783

新田原基地航空機騒音の実態を把握するため、航空機騒音区域内で

騒音測定を行った。
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佐土原総合支所 地域市民福祉課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

55 教育費

30 社会

教育費

20 公民館費

佐土原総合文

化センター管

理運営費

千円

64,830

使・手 9,345

財 1,814

入 43,500

諸 90

市民の生涯学習活動や文化活動等の拠点施設である佐土原総合文化セ

ンターの効率的運営及び維持管理を行った。

○主な内容

・委託料（清掃、舞台技術、空調保守等） 33,231,110円

・光熱水費 17,403,252円

・燃料費 4,715,202円

公立公民館等

管理運営費

(佐土原)

30,308

使・手 769

諸 1,606

地域住民の学習及びふれあいの場としての機能を有する公民館等の

効率的運営及び維持管理を行った。

○主な内容

・委託料（夜間等総合案内、清掃、空調保守等） 17,169,220円

・光熱水費 7,291,172円

○施設名称

・久峰中校区活動センター

・佐土原地区農村環境改善センター

・広瀬地区交流センター

・佐土原地区交流センター

・那珂地区公民館

公立公民館等

学級講座開設

事業(佐土原)

2,185

使・手 151

入 2,000

生涯学習の視点に立って、住民への幅広い学習機会を提供するため、

高齢者、親子、子ども向け教室や料理、外国語、スマホ講座を行った。

佐土原総合文

化センター設

備等改修事業

35,618

債 16,000

市民の生涯学習活動や文化活動等の拠点施設である佐土原総合文化

センターの設備等改修を行った。

○内容

・空調（氷蓄熱）改修工事 9,240,000 円

・大ホール外ワイヤレスシステム改修工事 5,918,000 円

・熱源機（天然ガス仕様）改修工事 4,950,000 円

・舞台吊り物改修工事 15,510,000 円

利用件数 利用人数

2,695 件 89,156 人

利用件数 利用人数

6,962 件 103,211 人

利用件数 利用人数

70 講座 1,095 人
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佐土原総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

35 農林水産

業費

10 農業費

20 農業

振興費

宮崎市津倉市

民農園指定管

理料

千円

1,215

使・手 965

農業に対する理解や市民の余暇活動の充実を図るため、市民農園の

適正な維持管理を行った。

○事業内容 宮崎市津倉市民農園の運営維持管理

・指定管理者：津倉地区自治会

・指定管理料：1,214,074 円

・指定期間 ：平成 30 年 4月～令和 5年 3月

○宮崎市津倉市民農園の施設概要(管理事務所、駐車場、広場等)

・全体面積 9,829 ㎡

・区 画 数 184 区画(1 区画約 15 ㎡)

・使 用 料 年間 7,330 円/区画(1 人 2区画まで)

35 農林水産

業費

10 農業費

40 農地費

農道・水路維

持事業

(佐土原)

4,813 法定外公共物の維持管理のため、里道・水路等の補修や、土地改良

区等が自ら補修を行う際に必要な原材料の支給等を行った。

農村公園施設

管理費

(佐土原)

657 地域住民の交流及び健康増進の場として快適に利用できるようにす

るため、佐土原町域3か所に設置している農村公園の維持管理を行っ

た。

多面的機能支

払交付金事業

(佐土原)

40,907

県 30,679

土地改良施設、地域資源及び農地の適切な維持管理や農村環境の保

全・向上を図るため、農業者及び非農業者が連携して取り組む地域ぐ

るみの活動を支援した。

【補助率】制度(上限)：県75％(国50％、県25％)

実 績 ：県75％(国50％、県25％)

○農地維持支払 22地区

○資源向上支払(共同活動) 18地区

○資源向上支払(長寿命化) 13地区

市単独土地改

良事業

(佐土原)

2,950

入 2,950

土地改良施設の強化と充実を図るため、国・県の補助事業の採択基

準に適合しない小規模な土地改良事業で、土地改良区等が実施した事

業に対し助成を行った。

○補 助 率：事業費の 70％(特認基準により 100％)

○実施地区数：佐土原町域 7か所

35 農林水産

業費

10 農業費

45農道整備

事業費

市単農道整備

事業

（佐土原）

9,777

入 1,076

債 8,700

農産物の輸送の効率化及び農村地域の生産環境の改善を図るため、

国・県の補助事業に該当しない農道の整備を行った。

○事業箇所

・信成町地区 用地測量 Ｌ＝300.0ｍ

農道改良 Ｌ＝130.2ｍ

35 農林水産

業費

10 農業費

50 農業基盤

整備事業

費

農業用ため池

緊急防災対策

事業

(佐土原:県補

助)

2,000

県 1,000

債 900

農業用水の確保を図るとともに、豪雨時の調整池や災害時の防災用

水として活用するため、施設の整備を行った。

【補助率】制度(上限)・実績：県 50％

○事業箇所

・本鶴府地区 ため池洪水吐受桝改修 Ｎ＝1式
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佐土原総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

35 農林水産

業費

10 農業費

60 土地改良

調査費

国営造成施設

管理体制整備

事業（佐土原)

千円

539

越 539

国が造成した水利施設の多面的機能など農業外効果を発揮するため、

水利施設の管理の合理化・高度化にかかる経費の助成を行った。

【令和 3年度からの繰越事業】

○助成先

・綾川総合土地改良区

水利施設管理

強化事業

（佐土原）

669 農業用水の安定供給を維持するため、国が造成した水利施設の電力料

や点検、補修費など維持管理にかかる経費の助成を行った。

○助成先

・綾川総合土地改良区

35 農林水産

業費

10 農業費

65 団体営土

地改良事

業費

農業用河川工

作物応急対策

事業（Ｒ３国

補正）

6,880

越 6,880

河川断面内から不要となった工作物を撤去し、河川堤防本来の構造に

復旧するため、計画概要書の作成を行った。

【令和 3年度からの繰越事業】

○事業箇所

・石崎地区 計画概要書作成業務委託 Ｎ=1 式

45 土木費

10 土木

管理費

25 公共物

管理費

公共用地調査

事業

91

公共用地調査事業 90,027 円

45 土木費

15 道路

橋梁費

10道路橋梁

総務費

道路橋梁総務

事業

2,077

道路台帳整備費 2,076,931 円

費 目 内 容 金 額(円)

委託料 公共嘱託登記事務 1件 90,027

費 目 内 容 金 額(円)

委託料 公共嘱託登記事務 7件 2,076,931
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佐土原総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

15 道路

橋梁費

15 道路

維持費

道路維持事業

千円

50,694

使・手 11,740

１ 道路維持補修費 20,607,115 円

費 目 内 容 金 額(円)

工事請負費 道路維持工事 一ツ瀬本町 1号線ほか 24 件 20,607,115

２ 道路管理費 30,086,680 円

費 目 内 容 金 額(円)

委託料
樹木管理、草刈業務等 佐土原駅那珂線ほか 38 線 23,135,462

保守点検、保安管理業務委託 松小路ポンプ場 526,900

光熱水費 電気料(道路照明)、水道料(散水栓) 2,497,831

修繕料 公用車、作業機械修繕 19 件 1,205,632

原材料費 直営工事の資材 41 件 1,399,452

その他 燃料費、賃借料、備品購入費 1,321,403
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佐土原総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

15 道路

橋梁費

20 道路新設

改良費

道路改良

事業 等

千円

157,476

国 5,664

入 8,525

越 848

諸 1,383

債 123,400

１ 地方道路等整備事業 32,823,713 円

令和 3 年度からの繰越事業 1,030,000 円

２ 道路局部改良事業 20,150,130 円

令和 3年度からの繰越事業 4,864,460 円

令和 5年度への繰越事業 3,000,000 円

３ 一ツ瀬川広域河川改修事業負担金 3,800,000 円

４ 交通安全対策特別交付金事業 12,930,701 円

路 線 名 費 目 区 分 内 容 金 額(円)

東下山１号線(道路債)

計画延長 Ｌ＝1,000ｍ

整備済延長Ｌ＝ 880ｍ

工事

請負費
4 現年 改良工事 23,814,939

補償金
3 繰越 電柱移設等 1,030,000

4 現年 電柱移設等 7,978,774

路 線 名 費 目 区 分 内 容 金 額(円)

局部改良(道路債)

委託料

3 繰越 道路測量、設計等 1,520,000

4 現年 道路測量、設計等 7,594,816

(令和 5年度への繰越) (1,000,000)

工事

請負費

4 現年 改良工事 6,910,220

(令和 5年度への繰越) (1,000,000)

土地

購入費

3 繰越 用地買収 1,344,460

(令和 5年度への繰越) (1,000,000)

補償金
3 繰越 電柱移設等 2,000,000

4 現年 立竹木 780,634

費 目 内 容 金 額(円)

負担金
県営事業負担金

堤防嵩上げに伴う市道拡幅工事
3,800,000

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費

防護柵工

野下線ほか 1線
Ｌ＝43ｍ

12,930,701

区画線設置工

下田島通線ほか 8線
Ｌ＝8,153ｍ

カーブミラー設置工

光ケ丘上町線ほか 13 線
Ｎ＝14 基

点字ブロック

上町石崎河口線
Ｌ＝6.4ｍ
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佐土原総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

５ 交通災害共済基金助成金事業 1,383,892 円

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費
区画線設置工

一里松岩瀬線
Ｌ＝2,877ｍ 1,383,892

６ 道路舗装打換事業 17,176,321 円

令和 3 年度からの繰越事業 350,000 円

令和 5 年度への繰越事業 6,000,000 円

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

委託料 路面性状、構造調査 Ｌ＝2,000ｍ 990,000

工事請負費

3 繰越 舗装打換工事

佐土原駅那珂線

ほか 3線

Ｌ＝639ｍ
350,000

4 現年 15,836,321

(令和 5 年度への繰越) (6,000,000)

７ 認定外道路整備事業 4,243,395 円

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費 4 現年

舗装工事

上平等寺地区

ほか 1線

Ｌ＝86ｍ 4,243,395

８ 排水路新設事業 2,354,000 円

令和 3 年度からの繰越事業 2,354,000 円

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費 3 繰越 排水路工事

梅野地区
L＝440ｍ 2,354,000
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佐土原総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

９ 排水溝新設・改修事業 25,261,535 円

令和 3年度からの繰越事業 450,000 円

令和 5年度への繰越事業 21,000,000 円

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

委託料 (令和 5年度への繰越) (1,000,000)

工事請負費

3 繰越 排水溝新設、改修工事

宮本神社線ほか

2線

Ｌ＝364ｍ
450,000

4 現年 24,811,535

(令和 5年度への繰越) (20,000,000)

１０ 大型団地内道路・排水対策整備事業 27,987,060 円

令和 5年度への繰越事業 3,800,000 円

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費
4 現年

道路、排水対策整備工

事

今坂団地ほか 5団地

Ｌ＝1,034ｍ 27,987,060

(令和 5年度への繰越) (3,800,000)

１１ 道路新設事業事務費 1,864,622 円

１２ エコクリーンプラザみやざき周辺環境整備等事業 7,500,000 円

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費 舗装打換工事 一里松新木線 Ｌ＝95ｍ 7,500,000
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佐土原総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

20 河川費

10 河川

総務費

水門

管理費 等

千円

2,946

県 2,946

水門等操作管理費 2,945,800 円

・福島樋門等操作点検業務委託

(【県委託金】水門等操作委託金)

45 土木費

20 河川費

20 河川

改修費

河川

維持事業 等

17,922

１ 河川維持事業 11,623,557 円

２ 雨水幹線維持事業 6,297,720 円

45 土木費

20 河川費

25急傾斜地

崩壊対策

事業費

急傾斜地崩壊

対策事業

7

急傾斜地単独事業 6,600 円

河 川 名 費 目 内 容 金 額(円)

河川維持事業(単独)

委託料 草刈業務委託 7件 5,990,457

工事

請負費
維持工事 5件 5,633,100

河 川 名 費 目 内 容 金 額(円)

雨水幹線維持事業(単独)

委託料 草刈業務委託 5件 1,154,120

工事

請負費
維持工事 7件 5,143,600

地 区 名 費 目 内 容 金 額(円)

急傾斜地単独事業 印刷費 ハザードマップ作成 6,600
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佐土原総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

30 都市

計画費

35 公園費

公園施設管理

事業 等

千円

26,671

使・手 22

入 25,000

１ 公園施設維持事業 1,304,380 円

２ 公園施設管理事業 25,365,931 円

費 目 内 容 金 額(円)

工事

請負費
公園維持工事 5件 石崎川ふれあい公園ほか 1,304,380

費 目 内 容 金 額(円)

委託料 公園維持管理業務 19 件 19,784,453

光熱水費 電気、水道料 1,934,872

修繕料 公園施設修繕 16 件 石崎ふれあい公園ほか 3,316,225

その他 消耗品費、手数料、負担金、補助金 330,381
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田野総合支所 地域市民福祉課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

15 総務費

10 総務

管理費

70 自治振興

費

田野町太鼓フ

ェスティバル

開催支援事業

千円

1,393

財 1,393

雨太鼓・棒踊り等の伝統文化の継承と継承活動を行う保存会等の活

性化を図るため、「田野町太鼓フェスティバル」の開催支援を例年行

っているが、新型コロナウイルス感染症の影響で中止となったため、

運営に係る支援のみ行った。

田野町ふるさ

とまつり開催

支援事業

2,400

財 2,400
地域活性化を図るため、地域住民と各種団体で組織された実行委員

会が主催する「田野しっちゃが祭り」(旧田野町ふるさとまつり)の開

催を支援した。

開 催 日：令和4年7月17日(日)

来場者数：約6,500人(1日のみ開催)

田野春の芸能

まつり開催支

援事業

480

入 400
地域住民の文化芸術に対する理解を深めるとともに、市民文化活動

の活性化を図るため「田野春の芸能まつり」の開催を支援した。

開 催 日：令和4年4月24日(日)

来場者数：248人

田野町域一斉

清掃事業

474

入 400

生活環境の向上を図るとともに、地域の連携を深めるため、田野町

域の住民が一体となって、地域の道路などの一斉清掃を行った。

実 施 日：令和4年11月27日(日)

参加自治会：22地区

田野地域スポ

ーツイベント

開催支援事業

108

入 108

地域ぐるみでスポーツに親しみ、田野地域住民の健康増進と体力の

向上並びに地域の融和を図るため、スポーツイベントの開催を支援し

た。

○体力つくりスポーツ大会

開 催 日：令和4年5月29日(日)

種 目：ミニバレー、グラウンドゴルフ、カローリング

参加者数：144人

○田野マラソン大会

新型コロナウイルス感染症の影響により中止

15 総務費

10 総務

管理費

71 地域自治

区費

田野地域協議

会管理運営事

業

215 地域課題の解決に向け、地域住民の意見調整や政策決定などを行う

田野地域自治区地域協議会の運営を行った。

(単位：円)

費用弁償 事務費 計

177,000 37,285 214,285
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田野総合支所 地域市民福祉課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

20 民生費

10 社会

福祉費

15 老人

福祉費

金婚祝賀会事

業(田野)

千円

108

使・手 108

結婚50年を迎えるご夫妻の金婚を祝う「田野町金婚祝賀会」の開催

を支援した。

開催日：令和4年10月18日(火)

参加者：6組12人

40 商工費

10 商工費

25 観光費

いこいの広場

管理運営費

(田野)

1,182

入 500

優れた自然の風景地として県立自然公園に指定されている鰐塚山頂

付近の衛生環境保全のため、山頂トイレの清掃等維持管理を行ったほ

か、市有3施設のアスベスト含有状況調査を実施した。

また、麓にあるいこいの広場の緑地保全を図るため、草刈を実施し

た。

○主な事業内容

・市有 3施設アスベスト含有状況調査委託 634,381 円

・山頂トイレ清掃委託 139,230 円

・山頂トイレポンプ保守点検委託 35,200 円

・いこいの広場草刈委託 240,000 円

55 教育費

30 社会

教育費

20 公民館費

公立公民館等

管理運営費

(田野)

16,692

使・手 300

財 4,385

地域住民の学習及びふれあいの場としての機能を有する公立公民館

等の効率的運営及び維持管理に努めた。

○主な内容

・委託料（夜間等総合案内、空調保守等） 10,717,480円

・光熱水費 1,514,723円

・修繕料（施設、備品等） 2,245,144円

○施設名称

・田野公民館・田野地区農村環境改善センター

・田野東地区農村環境改善センター

・田野南地区公民館

・田野北地区公民館

・田野西地区公民館

公立公民館等

学級講座開設

事業(田野)

487

使・手 1

入 300

生涯学習の視点に立って、高齢者、親子向け教室や料理、健康づく

り、スマホ講座等、住民への幅広い学習機会の提供に努めた。

※新型コロナウイルス感染症対策等のため、2講座を中止した。

利用件数 利用人数

1,242 件 24,906 人

講座数 受講者数

15 講座 213 人
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田野総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

35 農林水産

業費

10 農業費

20 農業

振興費

田野・清武地

域日本農業遺

産推進事業

千円

3,552 日本農業遺産に認定された田野・清武地域の持続可能な農林水産業

システムの維持を図りながら、地域農業の振興と地域活性化を目指す

田野・清武地域日本農業遺産推進協議会の活動を支援した。

八重福ふく協

議会「魅力ア

ップ」展開事

業

364

県 145

入 100

宮崎大学(農学部)や宮崎県建築士会と連携しながら、高齢化や後継

者不足の解決に向けて地域活性化に取り組む田野町八重地区の八重福

ふく協議会の活動を支援した。

○地産地消教室・料理開発

宮崎市田野物

産センタ－等

指 定 管 理 料

(田野)

1,494 田野町域の活力ある地域づくりを推進するため、観光・イベント・

道路情報の受発信や市内産の農産物や菓子加工品等の販売の場として

交通の拠点となる田野物産センタ－及び道の駅田野総合案内施設の管

理運営を行った。

・指定管理者 (有)田中漬物

・指定期間 平成31年4月～令和6年3月

35 農林水産

業費

10 農業費

40 農地費

農道・水路維

持事業(田野)

10,677

入 10,400

法定外公共物の維持管理のため、里道・水路等の補修や、土地改良

区等が自ら補修を行う際に必要な原材料の支給を行った。

農村公園施設

管理費(田野)

674 地域住民の交流及び健康増進の場として快適に利用できるようにす

るため、田野町域1か所に設置している農村公園の維持管理を行った。

多面的機能支

払交付金事業

(田野)

22,073

県 16,554

土地改良施設、地域資源及び農地の適切な維持管理や農村環境の保

全・向上を図るため、農業者及び非農業者が連携して取り組む地域ぐ

るみの活動を支援した。

【県補助金】多面的機能支払交付金

【補 助 率】制度(上限)：県75％(国50％、県25％)

実績 ：県75％(国50％、県25％)

○農地維持支払 13地区

○資源向上支払(共同活動) 11地区

○資源向上支払(長寿命化) 7地区

市単独土地改

良事業(田野)

3,992

入 3,991

土地改良施設の強化と充実を図るため、国・県の補助事業の採択基

準に適合しない小規模な土地改良事業で、土地改良区等が実施した事

業に対し助成を行った。

○補 助 率：事業費の 70％

○実施地区数：6か所
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田野総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

国営関連推進

調査計画事業

(田野)

千円

5,280 国営大淀川右岸地区土地改良事業の未着手地区の整備を行うため、

基盤整備事業の新規採択に必要となる換地計画概要書等の資料作成を

行った。

○実施箇所

・拾ケ島・七野地区 換地計画概要書作成

・さぎせ原 2期地区 換地等調整

35 農林水産

業費

10 農業費

45 農道整備

事業費

農道整備事業

(田野：県補

助)

12,000

県 2,999

債 8,100

農産物の輸送の効率化及び農村地域の生産環境の改善を図るため、

農道の整備を行った。

【補助率】

・県単独土地改良事業(農道整備事業)

制度(上限)・実績：県 25％

○事業箇所

・村内地区 農道舗装 Ｌ＝468.0ｍ

35 農林水産

業費

10 農業費

50農業基盤

整備事業

費

農地集約化促

進基盤整備事

業(田野：県

補助)

9,576

県 5,321

農業の持続的発展と営農の効率化・農地の集積化を図るため、地域

の中心となる経営体が実施した生産基盤の整備（改修・新設）に対し

、工事費の助成を行った。

【補 助 率】制度(上限)・実績：県 50％

【負担割合】県 50％、市 40％、地元 10％

○事業箇所

・村内地区 農業用用排水施設 Ｌ＝86.0ｍ

・清水ヶ久保地区 農業用用排水施設 Ｌ＝94.0ｍ

・大丸地区 農業用用排水施設 Ｎ＝2.0 基

・地主地区 農業用用排水施設 Ｎ＝2.0 基

・堀口地区 整地工 Ａ＝0.99ha

・鷺瀬地区 除根 Ａ＝0.86ha

35 農林水産

業費

10 農業費

60 土地改良

調査費

国営左右岸関

連推進事業

(田野)

168 大淀川右岸地区の受益地の基盤整備事業を推進するため、未着手地

区の事業推進委員会等を開催した。

○事業箇所

・拾ケ島・七野地区

・さぎせ原 2期地区
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田野総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

10 土木

管理費

25 公共物

管理費

公共用地調査

事業

千円

736

使・手 736

公共用地調査事業 735,591円

45 土木費

15 道路

橋梁費

10道路橋梁

総務費

道路橋梁総務

事業

497

道路台帳整備費 496,579円

45 土木費

15 道路

橋梁費

15 道路

維持費

道路維持事業 26,259

使・手 4,347

入 17,592

１ 道路維持補修費 17,815,240円

２ 道路管理費 8,443,360円

費 目 内 容 金 額(円)

委託料 公共嘱託登記事務 2件 735,591

費 目 内 容 金 額(円)

委託料 公共嘱託登記事務 1件 496,579

費 目 内 容 金 額(円)

工事請負費 道路維持工事 鹿毛線ほか 44 件 17,815,240

費 目 内 容 金 額(円)

委託料 草刈等業務委託 合子ヶ谷尾脇線ほか 19 件 7,299,958

消耗品費 事務用品等 390,460

原材料費 直営工事の資材 28 件 561,385

その他
手数料、光熱水費、通信運搬費、燃料費、備品

購入費
191,557
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田野総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

15 道路

橋梁費

20道路新設

改良費

道路改良事業

等

千円

174,410

入 10,900

越 2,991

諸 888

債 150,600

１ 地方道路等整備事業 56,306,861 円

令和 3 年度からの繰越事業 1,885,477 円

２ 道路局部改良事業 61,396,601 円

令和 3年度からの繰越事業 26,606,537 円

令和 5年度への繰越事業 17,208,689 円

３ 辺地対策道路改良事業 931,836 円

路 線 名 費 目 区 分 内 容 金 額(円)

片井野天神線(道路債)

計画延長 Ｌ＝564.0ｍ

整備済延長Ｌ＝564.0ｍ

工事

請負費

3繰越 改良工事 1,885,477

4 現年 改良工事 53,946,064

補償金 4 現年 電柱移設 475,320

路 線 名 費 目 区 分 内 容 金 額(円)

局部改良(道路債)

委託料 3繰越 樹木伐採 4,125,000

工事

請負費

3繰越 改良工事 20,822,052

4 現年 改良工事 30,247,311

土地

購入費

3繰越 用地買収 52,093

4 現年 用地買収 2,895,515

補償金

3繰越 工作物等 1,607,392

4 現年 電柱移設等 1,647,238

(令和 5年度への繰越) (17,208,689)

路 線 名 費 目 区 分 内 容 金 額(円)

灰ヶ野堀口線(辺地債)

計画延長 Ｌ＝2,200ｍ

整備済延長Ｌ＝1,674ｍ

土地

購入費
4現年 用地買収 931,836
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田野総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

４ 交通安全対策特別交付金事業 4,981,738円

５ 交通災害共済基金助成金事業 888,800円

６ 道路舗装打換事業 24,789,615 円

７ 認定外道路整備事業 3,844,399 円

８ 排水溝改修事業 20,340,271 円

９ 道路新設事業事務費 928,943 円

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費

区画線設置工

桜町通り線ほか 2線
Ｌ＝3,186ｍ

4,981,738
防護柵工

七野麓線ほか 2線
Ｌ＝81ｍ

カーブミラー設置工

梅谷仏堂園線ほか 3線
Ｎ＝4基

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費
区画線設置工

南原通線ほか 2線
Ｌ＝642ｍ 888,800

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費
舗装打換工事

合子ヶ谷尾脇線ほか 10 線
Ａ＝3,423.5 ㎡ 24,789,615

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費
舗装工事

船ヶ山地区
Ｌ＝84.0ｍ 3,844,399

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費
排水溝改修工事

井倉尾脇線ほか 7線
Ｌ＝324.4ｍ 20,340,271
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田野総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

20 河川費

20 河川

改修費

河川維持事業

等

千円

1,848

１ 河川維持事業 1,377,790 円

令和 5 年度への繰越事業 2,422,000 円

２ 雨水幹線維持事業 470,000 円

45 土木費

30 都市

計画費

35 公園費

公園施設管理

事業等

5,966

使・手 1

入 4,000

１ 公園施設維持事業 991,100 円

２ 公園施設管理事業 4,974,481 円

河 川 名 費 目 数 量 金 額(円)

河川維持事業

(単独)

工事請負費 維持工事 2件 1,377,790

(令和 5年度への繰越) (2,422,000)

河 川 名 費 目 数 量 金 額(円)

雨水幹線維持

事業(単独)
工事請負費 維持工事 1件 470,000

費 目 内 容 金 額(円)

工事請負費
公園維持工事 7件

田野駅前広場ほか
991,100

費 目 内 容 金 額(円)

委託料
公園維持管理業務 8件

田野駅前広場ほか
4,375,413

光熱水費 電気・水道料 239,180

修繕料
公園施設修繕 3件

田野駅前広場ほか
240,680

消耗品費 消耗品 119,208
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高岡総合支所 地域市民福祉課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

15 総務費

10 総務

管理費

70 自治

振興費

天ケ城開門さ

くらまつり開

催支援事業

千円

8,450

財 7,370

入 1,080

高岡町域の振興及び県内外からの誘客を図るため、地域住民が主体

となって開催する「天ケ城開門さくらまつり」の開催支援を行った。

開 催 日：令和4年3月19日～4月3日

(イベント日：令和4年3月19日・20日)

来場者数：約26,000人

高岡地域振興

イベント補助

事業

230

県 230

高岡町域の魅力を発信するため、歴史的・文化的な行事やスポーツ

大会を実施した団体に対し、開催支援を行った。

県補助金：電源立地地域対策交付金

(【補助率】制度(上限)：事業費の全部又は一部 実績：県100％)

(補助額)

○月知梅うめまつり 165,186円

開 催 日：令和5年2月11日～26日

来場者数：約1,000人

○月知梅うめまつり剣道大会 0円

台風14号災害により開催予定施設が被災したとともに新型コロナ

ウイルス感染症の影響も勘案し中止

○天ケ城旗少女バレーボール大会 64,676円

第31回 令和4年7月23日

出場チーム 4チーム (4チーム出場辞退)

第32回 令和5年1月21日

出場チーム 4チーム (4チーム出場辞退)

宮崎市高岡交

流プラザ管理

運営費

422 市民の交流促進及び地域の連帯感の醸成を図るため、高岡交流プラ

ザの適切な管理運営を行った。

・宮崎市高岡交流プラザの維持管理等 421,703円

宮崎市高岡交

流プラザ指定

管理料

21,063

使・手 1,736

市民の交流促進及び地域の連帯感の醸成を図るため、指定管理者に

委託し、高岡交流プラザの適切な管理運営を行った。

指定管理者：株式会社 ＮＰＫ

指 定 期 間：平成31年4月～令和6年3月

・年間利用者数：19,510人

・主催講座：35講座、受講者数537人

・自主事業：お宝骨董市(3 回 1,320 人)
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高岡総合支所 地域市民福祉課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

高岡地域活性

化事業

千円

1,071

入 1,071

高岡町域の活性化を図るため、寄附金を原資として、各種事業を行

った。

○島津めぐり事業 170,000円

事業内容：去川大イチョウライトアップ

開 催 日：令和4年11月19日～23日

来場者数：約500人

○高岡地区産業まつり開催事業 704,729円

事業内容：たかおか産業まつりの開催支援

(高岡会場)

開催日：令和4年11月6日 来場者数：約2,000人

(穆佐会場)

開催日：令和4年11月20日 来場者数：約1,500人

○人材育成事業 50,000円

事業内容：高岡中学校立志式での講演会実施

開 催 日：令和5年2月9日

○特産品開発事業 47,094円

事業内容：高岡産麦の栽培

○高浜大梅実証実験業務 委託 98,200円

高岡ふくしの

集い開催支援

事業

169

県 169

町ボランティア連絡協議会委員で構成する「高岡ふくしの集い実行

委員会」へ、イベント事業の一部を補助し活動を支援した。

開催日：令和 4年 11 月 12 日

来場者：約 200 名

15 総務費

10 総務

管理費

71 地域自治

区費

高岡地域協議

会管理運営事

業

242 高岡地域自治区地域協議会の管理運営を行った。

(単位：円)

20 民生費

10 社会

福祉費

15 老人

福祉費

金婚祝賀会事

業(高岡)

139

県 139

結婚 50 年を迎えるご夫妻の金婚を祝うため、「高岡金婚祝賀会」の

開催を支援した。

開催日：令和 4年 11 月 18 日

出席者：6組12人

40 商工費

10 商工費

25 観光費

高岡温泉施設

維持事業

(高岡)

4,887

使・手 66

高岡温泉やすらぎの郷の再開までの間、施設の保全を図るため、各

種法定点検や機械警備等を行った。

・施設警備等 4,886,331円

費用弁償 事務費 計

222,000 19,978 241,978
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高岡総合支所 地域市民福祉課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

高岡温泉施設

基礎調査事業

千円

7,260

越 7,260

今後の施設運営の検討を行うため、専門業者による改修箇所・概算

改修費を調査した。

【令和3年度からの繰越事業】

・高岡温泉施設劣化度調査業務委託 7,260,000円

瓜田ダム周辺

管理運営費

(高岡)

8,403

使・手 1,126

入 6,920

ダムの機能や役割を大きくＰＲし、地域住民の憩いの場として活用

するため、プール等の維持管理を行った。

・瓜田自然プール管理及びダム周辺環境の維持管理業務等

8,402,545 円

55 教育費

30 社会

教育費

10 社会教育

総務費

高木兼寛顕彰

補助事業

525

財 100

入 400

郷土の偉人、高木兼寛を顕彰し、その偉業や精神を後世に伝え、郷

土愛を持つ心豊かな人づくりを推進するため、顕彰会に対する運営費

助成等を行った。

〇主な事業内容

・高木兼寛顕彰会運営費補助 513,000 円

55 教育費

30 社会

教育費

20 公民館費

公立公民館等

管理運営費

(高岡)

12,426

使・手 81

県 1,750

財 1,280

地域住民の学習及びふれあいの場としての機能を有する公民館等の

効率的運営及び維持管理を行った。

県補助金：電源立地地域対策交付金

(【補助率】制度(上限)：事業費の全部又は一部 実績：県 60％)

補助対象：光熱水費・委託費・備品費(図書費) 補助額 1,750,000 円

○施設名称

・高岡地区農村環境改善センター

○主な事業内容

・委託料（清掃、夜間等総合案内、空調保守等) 8,576,480円

・光熱水費 2,618,622円

・公民館図書の購入 449,997円

公立公民館等

学級講座開設

事業(高岡)

374

使・手 74

入 300

生涯学習の視点に立って、高齢者、親子、子ども向け教室や体操等、

住民への幅広い学習機会を提供した。

※新型コロナウイルス感染症の影響により、1講座を中止した。

利用件数 利用人数

1,142 件 11,189 人

講座数 受講者数

19 講座 195 人
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高岡総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

35 農林水産

業費

10 農業費

20 農業振興

費

内山農村研修

センター指定

管理料（高岡）

千円

51 農村地域における農業経営及び生活改善を図る場所を提供するととも

に、投票所や避難所、並びに地域の集会所としての役割を果たす施設の

維持管理を行った。

高岡地区農業

関係施設補修

事業

2,859

越 387

債 2,000

質の高い公共施設サービスを継続して提供するため、老朽化が進む農

業関係施設の修繕を行った。

○主な事業内容

・道の駅高岡トイレ改修工事等

【令和 3年度からの繰越事業】

・道の駅高岡空調改修工事 1,287,000 円

35 農林水産

業費

10 農業費

40 農地費

農村公園施設

管理費(高岡)

141 地域住民の交流及び健康増進の場として快適に利用できるようにする

ため、高岡町域2か所に設置している農村公園について、地元の公園愛護

会に維持管理を依頼し適切な管理を行った。

多面的機能支

払交付金事業

(高岡)

44,385

県 33,288

土地改良施設、地域資源及び農地の適切な維持管理や農村環境の保

全・向上を図るため、農業者及び非農業者が連携して取り組む地域ぐる

みの活動を支援した。

【県補助金】多面的機能支払交付金

【補 助 率】制度(上限)：県75％(国50％、県25％)

実 績 ：県75％(国50％、県25％)

○農地維持支払 17地区

○資源向上支払(共同活動) 17地区

○資源向上支払(長寿命化) 15地区

農道・水路維

持事業(高岡)

5,930 法定外公共物の維持管理のため、里道・水路等の補修や、土地改良区

等が自ら補修を行う際に必要な原材料の支給を行った。

35 農林水産

業費

10 農業費

45 農道整備

事業費

市単農道整備

事業(高岡)

6,959

入 758

債 6,200

農産物の輸送の効率化及び農村地域の生産環境の改善を図るため、

国・県の補助事業に該当しない農道の整備を行った。

○事業箇所

・城ケ峰地区 農道整備 Ｌ＝173ｍ、Ｗ＝4.0ｍ

農地耕作条件

改善事業（農

道舗装）（高

岡）

15,934

県 10,176

債 5,100

担い手への農地集積など意欲ある農業者が農業を継続できる環境を整

えるため、国の補助事業を活用し、農道の整備を行った。

【補 助 率】制度(上限)：県64％(国50％、県14％)

実 績 ：県64％(国50％、県14％)

〇事業箇所

・中山、花見地区 農道舗装 Ｌ＝796.7ｍ
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高岡総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

35 農林水産

業費

10 農業費

50 農業基盤

整備事業

費

排水改良事業

(高岡：県補

助)

千円

2,085

県 1,000

債 900

農業生産性の向上に欠かせない良好な排水機能を確保するため、受益

面積5ha未満の小規模な排水路の改修を行った。

【補 助 率】制度(上限)：県50％ 実績：県50％

〇事業箇所

・柳本地区 排水路改修工 Ｌ＝40.5ｍ

農地耕作条件

改善事業（基

盤整備）（高

岡）

6,036

分・負 935

県 3,900

債 1,000

担い手への農地集積など意欲ある農業者が農業を継続できる環境を

整えるため、国の補助事業を活用し、暗渠排水の整備を行った。

【補 助 率】制度(上限)：県65％(国50％、県15％)

実 績 ：県65％(国50％、県15％)

〇事業箇所

・飯田地区 暗渠排水工 Ａ＝1.8ha
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高岡総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

15 道路

橋梁費

10道路橋梁

総務費

道路橋梁総務

事業

千円

91

１ 道路台帳整備費 90,112 円

費 目 内 容 金 額(円)

委託料 抵当権抹消委託 1件 90,112

45 土木費

15 道路

橋梁費

15 道路

維持費

道路維持事業 35,784

使・手 3,688

１ 道路維持補修費 29,682,095 円

費 目 内 容 金 額(円)

工事請負費
維持工事 35 件（うち普通維持工事 12 件）

単価契約 2件
29,682,095

２ 道路管理費 6,101,885 円

費 目 内 容 金 額(円)

光熱水費 電気料(道路照明) 282,943

委託料
草刈業務委託 8件

ほか（楠見瓜田線路肩部剪定 1件）
2,989,800

修繕料 3 件 18,788

賃借料 土木作業機械賃借 498,245

原材料費 直営工事の資材 8件 647,460

備品購入費 草刈機械等 805,475

その他 消耗品、事務費、燃料費等 859,174
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高岡総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

15 道路

橋梁費

20 道 路新

設改良費

道路改良

事業 等

千円

170,344

入 11,210

越 4,595

諸 6,257

債 105,600

１ 地方道路等整備事業 92,090,955 円

令和 3年度からの繰越事業 38,903,396 円

令和 5年度への繰越事業 65,312,441 円

路 線 名 費 目 区分 内 容 金 額(円)

役場中山線(道路債)

(事業費12,038,024円)

計画延長Ｌ＝1,310ｍ

整備済延長Ｌ＝650ｍ

委託料 4現年 修正設計 473,000

本工事 4現年 舗装工等 10,240,328

用 地 3繰越 畑、山林 1,004,039

補 償 3繰越 立竹木 320,657

高浜小山田線(道路債)

(事業費

80,052,931円)

計画延長 Ｌ＝420ｍ

整備済延長Ｌ＝ 0ｍ

本工事

3繰越 側溝工、舗装工等 37,578,700

4 現年 側溝工、舗装工等 42,474,231

(令和 5年度への繰越) (65,312,441)

２ 道路局部改良事業 32,133,696 円

令和 3年度からの繰越事業 1,580,185 円

令和 5年度への繰越事業 380,489 円

路 線 名 費 目
区

分
内 容 金 額(円)

局部改良(道路債)

委託料
4現年 路線測量 3,336,891

(令和 5年度への繰越) （2,872）

本工事

3繰越 擁壁工、舗装工等 1,580,185

4 現年 側溝工、舗装工等 25,695,383

(令和 5年度への繰越) (377,617)

補 償 4現年 電柱移設等 1,521,237
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高岡総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

３ 交通安全対策特別交付金事業 2,073,224 円

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費

カーブミラー設置 役場中山線ほか Ｎ＝2基

2,073,224
区画線設置工

内山ほか

Ｌ＝1,170ｍ

その他

４ 交通災害共済基金助成金事業 1,325,009 円

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費
カーブミラー設置 内山ほか

区画線設置工

Ｎ＝2基

Ｌ＝777.0ｍ
1,325,009

５ 道路舗装打換事業 13,520,015 円

令和 3 年度からの繰越事業 743,310 円

令和 5 年度への繰越事業 6,123,295 円

費 目 区 分 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費

3 繰越 舗装工 １件 Ｌ＝50.0ｍ 743,310

4 現年
舗装打換工事 6件

楠見大橋線ほか

Ｌ＝900ｍ

その他
12,776,705

(令和5年度への繰越) (6,123,295)

６ 排水溝改修事業 28,145,261 円

令和 3 年度からの繰越事業 3,169,085 円

令和 5 年度への繰越事業 4,152,594 円

費 目 区 分 内 容 金 額(円)

委託料
4現年 用地測量、設計業務 1,361,800

(令和5年度への繰越) (138,200)

本工事

3繰越 排水溝改修等 3,120,581

4 現年 側溝工、舗装工等 23,552,606

(令和5年度への繰越) (4,014,394)

用 地
3繰越 畑 48,504

4 現年 畑 61,770

７ 道路新設事業事務費 1,055,511 円
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高岡総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

20 河川費

10 河川

総務費

水門管理費

千円

9,628

国 8,418

県 1,210

１ 水門等操作管理費 9,627,839 円

内 容 金 額(円)

・坂下川ゲートポンプ場管理費 659,483

・瓜田川排水機場ほか操作管理委託等 8,786,700

・事務費 181,656

(【国委託金】水門等操作委託金・排水機場操作業務委託金)

(【県委託金】水門等操作委託金)

45 土木費

20 河川費

20 河川

改修費

河川維持

事業 等

4,004

入 880

１ 河川維持事業 2,717,000 円

河 川 名 費 目 数 量 金 額(円)

河川維持事業(単独)

報償金 矢越川河川愛護会 77,000

委託料 草刈業務委託 2件 539,000

本工事 維持工事 3件 2,101,000

２ 雨水幹線維持事業 1,287,000 円

河 川 名 費 目 数 量 金 額(円)

雨水幹線維持事業(単独)
委託料 草刈業務委託 1件 693,000

本工事 3件 594,000
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高岡総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

20 河川費

25急傾斜地

崩壊対策

事業費

急傾斜地崩壊

対策事業

千円

19,170

県 9,136

越 5

債 9,100

１ 急傾斜地単独事業 898,816 円

費 目 区 分 内 容 金 額(円)

需用費 4現年 印刷 534,996

補償金 4現年 立竹木 140,583

工事請負費 4現年 擁壁・防護柵設置 223,237

２ 自然災害防止急傾斜地崩壊対策事業(高岡)

18,270,523 円

令和 3年度からの繰越事業 210,523 円

地 区 名 費 目 区 分 内 容 金 額(円)

(県補助)

山口地区(防災対策債)

【補助率】

制度(上限)：県50％

実 績 ：県50％

本工事

3繰越

擁壁工・

防護柵設置工

210,523

4 現年 18,060,000
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高岡総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

30 都市

計画費

35 公園費

公園管理費
千円

15,295

使・手 430

入 10,310

諸 3,597

１ 公園施設維持事業 3,069,000 円

費 目 内 容 金 額(円)

本工事
公園維持工事 (天ケ城公園 2件)

天ケ城公園さくら植栽工事
3,069,000

２ 公園施設管理事業 11,288,552 円

費 目 内 容 金 額(円)

委託料 施設管理業務、草刈委託等 3,787,446

光熱水費 電気・水道料(天ケ城公園、中央ふれあい広場ほか) 6,005,000

修繕料 遊具修繕・外灯修繕等 988,809

手数料 水道及び浄化槽法定検査 72,500

備品購入費 草刈機 59,290

その他 事務費、燃料費、原材料費 375,507

３ 天ケ城麓地区武家住宅管理運営事業 936,519 円

費 目 内 容 金 額(円)

委託料 武家住宅管理業務委託、消防点検業務委託 794,741

修繕費 建具修繕（外壁防水） 44,000

光熱水費 電気料、水道料 72,899

その他 事務費 24,879
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清武総合支所 地域市民福祉課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

15 総務費

10 総務

管理費

70 自治

振興費

宮崎市交流プ

ラザきよたけ

指定管理料

千円

500

財 500

地域の活性化を図るため、市民の交流促進、地域特産品の展示・販

売及び観光情報の発信の場を指定管理者に委託し、施設の適正な管理

運営を行った。

指定管理者：(株)四季の夢

指 定 期 間：令和 2年 4月～令和 7年 3月

きよたけ郷土

祭り開催支援

事業

6,000

財 6,000

清武町域の活性化を図り、地域の交流や絆を深めるため、地域住民

や学生、各種団体等が主体となって実施している「きよたけ郷土祭

り」の開催支援を行った。

開 催 日：令和 4年 7月 16 日(土)・17 日(日)

来場者数：約 20,000 人

安井息軒梅ま

つり補助事業

680

財 680

地域の活性化及び文化芸術の振興を図るため、安井息軒の功績や地

域の伝統文化等の紹介を行うとともに地域住民間の交流を実施する

「安井息軒梅まつり」の開催支援を行った。

開 催 日：令和 5年 2月 11 日(土)

来場者数：1,036 人

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、開催時間を

短縮し実施した。

清武体力つく

りスポーツ大

会開催支援事

業

482

財 482

住民の交流と健康維持を図り、明るく住みよい地域づくりを行うた

め、清武地区体育会が主催するスポーツ大会の開催支援を行った。

○体力つくりスポーツ大会

種 目：グラウンドゴルフ、ソフトテニス、ミニテニス

パークゴルフ、剣道

開催時期：10 月・11 月・12 月

参加者数：326 人

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、すもう、

なわとび大会、ソフトボール、バドミントン、柔道について

は中止した。

○安井息軒先生杯中学校軟式野球交流大会

開 催 日：令和 4年 4月 23 日(土)、5月 8日(日)

参加者数：47 人

※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため縮小開催。

○清武ＳＯＫＫＥＮマラソンリレー大会

開 催 日：令和 5年 1月 15 日(日)

参加者数：112 人
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清武総合支所 地域市民福祉課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

15 総務費

10 総務

管理費

71 地域自治

区費

清武地域協議

会管理運営事

業

千円

387

財 387

清武地域自治区地域協議会の管理運営を行った。

55 教育費

30 社会

教育費

20 公民館費

公立公民館等

管理運営費

(清武)

20,545

使・手 573

財 8,223

諸 57

地域住民の学習及びふれあいの場としての機能を有する公民館等の

効率的な運営及び維持管理を行った。

○主な内容

・委託料(清掃、夜間等総合案内、空調保守等) 15,161,980円

・光熱水費 2,920,470円

・使用料及び賃借料(印刷機、複写機等) 805,101円

公立公民館等

学級講座開設

事業(清武)

1,003

入 1,000

生涯学習の視点に立って、高齢者、親子、子ども向け教室や料理、ス

マホ講座等、住民への幅広い学習機会の提供を行った。

55 教育費

35 保健

体育費

15 社会

体育施設

管理費

清武総合運動

公園魅力化整

備事業

4,586 市民がスポーツに親しむ機会を創出し、清武地域の活性化を図るた

め、清武総合運動公園の整備に必要な基本設計業務委託を行った。

費用弁償 事務費 計

282,000 円 104,341 円 386,341 円

施設名称 利用件数 利用人数

清武地区交流センター 1,030 件 14,796 人

加納地区交流センター 1,863 件 24,680 人

施設名称 講座数 受講者数

清武地区交流センター 17 講座 348 人

加納地区交流センター 18 講座 375 人
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清武総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

35 農林水産

業費

10 農業費

40 農地費

農道・水路維

持事業(清武)

千円

2,786 法定外公共物の維持管理のため、里道・水路等の補修や、土地改良

区等が自ら補修を行う際に必要な原材料の支給を行った。

農村公園施設

管理費(清武)

3,023

使・手 5

地域住民の交流及び健康増進の場として快適に利用できるようにす

るため、清武町域に8か所設置している農村公園の維持管理を行った。

多面的機能支

払交付金事業

(清武)

21,465

県 16,098

土地改良施設、地域資源及び農地の適切な維持管理や農村環境の保

全・向上を図るため、農業者及び非農業者が連携して取り組む地域ぐ

るみの活動を支援した。

【県補助金】多面的機能支払交付金

【補 助 率】制度(上限)：県75％(国50％、県25％)

実 績 ：県75％(国50％、県25％)

○農地維持支払 8地区

○資源向上支払(共同活動) 6地区

○資源向上支払(長寿命化) 5地区

市単独土地改

良事業(清武)

1,646

入 1,645

土地改良施設の強化と充実を図るため、国・県の補助事業の採択基

準に適合しない小規模な土地改良事業で、土地改良区等が実施した事

業に対し助成を行った。

【補助率】制度(上限)・実績：事業費の70％(特認基準により100％)

○実施地区数：4か所

土地改良施設

台帳整備事業

(清武)

910 土地改良区が実施した土地改良施設台帳の整備に対して、助成を行

った。

【補助率】制度(上限)・実績：事業費の70％

○事業箇所：清武町土地改良区130㏊

35 農林水産

業費

10 農業費

45 農道整備

事業費

基幹農道等維

持管理事業

(清武)

1,856

使・手 5

整備済みの基幹農道において市道供用開始までの間、路肩の除草や

舗装補修等の維持管理を行った。

35 農林水産

業費

10 農業費

50 農業基盤

整備事業

費

農業水路等長

寿命化・防災

減災事業

(清武)

22,534

県 14,920

債 6,700

農業生産性の向上に欠かせない安定的な用排水機能の確保及び災害

の未然防止のため、水利施設の整備を行った。

【補助率】制度(上限)・実績：県 64％(国 50％、県 14％)宮田地区

制度(上限)・実績：県 68％(国 50％、県 18％)菰迫地区

○事業箇所 ・宮田地区 頭首工補修（工事） 9,500 千円

・菰迫地区 用排水路工（設計・工事） 13,034 千円

農地集約化促

進基盤整備事

業(清武)

3,569

県 1,983

農業の持続的発展と営農の効率化・農地の集積化を図るため、地域

の中心となる経営体が実施した生産基盤の整備(改修・新設)に対し、

工事費の助成を行った。

【補助率】制度(上限)・実績：県 50％

【負担割合】県 50％、市 40％

○事業箇所 ・北今泉地区 農業用用排水施設 N=1 箇所

・沓掛地区 農業用用排水施設 N=1 箇所
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清武総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

35 農林水産

業費

15 林業費

15 林業

振興費

荒平山森林公

園管理費

(清武)

千円

2,093

入 1,500

訪れる方々が気持ちよく利用できるようにするため、公園内の下草

刈、剪定を行うとともに、トイレの給水・清掃等による適正な維持管

理を行った。また、利用者の安全を確保するため、公園内の設備の修

繕等を行った。

○事業内容

・公園内下草刈等

・トイレ給水・清掃委託

・公園内設備修繕等
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清武総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

15 道路

橋梁費

15 道路

維持費

道路維持事業

千円

62,838

使・手 6,759

入 30,000

１ 道路維持補修費 33,937,326円

２ 道路管理費 28,900,112円

45 土木費

15 道路

橋梁費

20 道路新設

改良費

道路改良

事業 等

182,544

入 8,800

越 2,799

諸 1,162

債 157,900

１ 地方道路等整備事業 42,692,833円

令和3年度からの繰越事業 3,149,186円

令和5年度への繰越事業 2,455,424円

費 目 内 容 金 額(円)

工事請負費 維持工事 加納線ほか156線 33,937,326

費 目 内 容 金 額(円)

委託料

街路樹維持管理業務委託 医大 1号線ほか 13 線 4,840,000

草刈業務委託 船引小学校線ほか 56 線 19,849,696

草刈業務委託(地区) 庵屋地区ほか 20 地区 1,060,000

道路管理業務委託(清掃等) 2 件 407,590

光熱水費 電気料(清武隧道北口ほか) 1,040,327

原材料費 直営工事の資材 39 件 913,048

その他 事務費、燃料費等 789,451

路 線 名 費 目 区 分 内 容 金 額(円)

宮ノ前谷ノ口線(道路債)

計画延長 Ｌ＝540ｍ

整備済延長 Ｌ＝470ｍ

工事

請負費

3繰越 道路改良工

Ｌ＝120.0ｍ

舗装工

Ａ＝1,095 ㎡

3,149,186

4 現年 38,697,590

(令和 5 年度への繰越) (2,455,424)

補償金 4現年 電柱移設 389,071

丸目平山線（道路債）
工事

請負費
4現年 試掘調査工 456,986
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清武総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

２ 道路局部改良事業 24,613,646円

令和3年度からの繰越事業 10,478,520円

令和5年度への繰越事業 3,864,874円

３ 交通安全対策特別交付金事業 5,346,816円

４ 交通災害共済基金助成金事業 1,162,740円

５ 道路舗装打換事業 49,959,355円

６ 排水溝新設・改修事業 23,745,410円

令和3年度からの繰越事業 10,358,600円

令和5年度への繰越事業 4,613,190円

路 線 名 費 目 区 分 内 容 金 額(円)

上加納浜手線ほか 1 線

（道路債）

委託料 3繰越 用地測量 1,472,243

工事

請負費

3繰越
道路改良工事

8,148,629

4 現年 14,135,126

(令和 5年度への繰越) (3,864,874)

土地

購入費
3繰越 用地買収 857,648

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費

防護柵工

第二池田台12号線ほか5線
Ｌ＝70.5ｍ

5,346,816
区画線設置工

木原大橋通線ほか10線
Ｌ＝4,218.4ｍ

カーブミラー設置・撤去等

松叶石坂線ほか5線
Ｎ＝6基

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費
区画線設置工

下中野尾ノ下線ほか3線
Ｌ＝2,491.2ｍ 1,162,740

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費
舗装打換工事

沓掛元作線ほか17線
Ｌ＝1,364.0ｍ 49,959,355

費 目 区 分 内 容 数 量 金 額(円)

委託料

3繰越 分筆業務

加納地区排水路
Ｎ＝1式

423,800

4 現年 111,652

(令和 5年度への繰越) (888,348)

工事請負費

3繰越 排水溝改修・維持工事

中木原下田畑線ほか4線
Ｌ＝344.1ｍ

9,934,800

4 現年 13,275,158

(令和 5年度への繰越) (3,724,842)
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清武総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

千円

７ 大型団地内道路・排水対策整備事業 34,368,220円

令和3年度からの繰越事業 2,413,333円

令和5年度への繰越事業 3,045,113円

８ 道路新設事業事務費 654,006 円

45 土木費

20 河川費

10 河川

総務費

水門管理費 332

県 332

水門等操作管理費

・西迫川排水機場管理費 331,681円

(【県委託金】水門等操作委託金)

45 土木費

20 河川費

20 河川

改修費

河川維持

事業 等

4,499

県 254

１ 河川維持事業 1,986,850円

２ 雨水幹線維持事業 2,511,196円

費 目 内 容 数 量 金 額(円)

工事請負費

3 繰越 道路排水対策整備工事

池田台団地
Ｌ＝567.5ｍ

2,413,333

4 現年 31,954,887

(令和 5年度への繰越) (3,045,113)

河 川 名 費 目 数 量 金 額(円)

山内川ほか4河川

委託料 草刈業務委託 1件 80,000

工事

請負費
維持工事 6件 1,906,850

幹 線 名 費 目 数 量 金 額(円)

正手地区雨水幹線ほか2線

工事

請負費
維持工事 5件 2,026,112

その他 施設管理費等 485,084
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清武総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

20 河川費

25 急傾斜地

崩壊対策

事業費

急傾斜地崩壊

対策事業

千円

45,965

県 10,000

越 32

債 22,800

１ 急傾斜地単独事業 105,600円

２ 自然災害防止急傾斜地崩壊対策事業 45,858,727円

令和3年度からの繰越事業 2,865,477円

令和5年度への繰越事業 6,750円

地 区 名 費 目 内 容 金 額(円)

谷ノ口地区ほか7地区 印刷費 ハザードマップ作成 105,600

地 区 名 費 目 区 分 内 容 金 額(円)

(県補助)

上大久保－１地区

(防災対策債)

【補助率】

制度(上限)：県50％

実績：県50％

計画延長 Ｌ＝104.5ｍ

整備済延長 Ｌ＝74.5ｍ

工事

請負費

3繰越

対策工事

Ｌ＝29.0ｍ

2,865,477

4 現年 42,993,250

(令和 5 年度への繰越) (6,750)
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清武総合支所 農林建設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

45 土木費

30 都市

計画費

35 公園費

公園施設管理

事業 等

千円

63,155

使・手 2,598

入 49,000

越 1,384

債 2,400

１ 公園施設維持事業 3,027,959円

２ 公園施設管理事業 56,342,996円

３ 既設公園リフレッシュ事業 3,784,000円

令和3年度からの繰越事業 3,784,000円

60 災害復旧費

15 農林水産

施設災害

復旧費

15 林業施設

災害復旧

費

林業施設単独

災害復旧事業

(清武)

363

債 200

令和 4 年 9 月の台風第 14 号により被災した荒平山森林公園の災害復

旧事業を実施した。

費 目 内 容 金 額(円)

工事請負費 維持工事 15 件 加納公園ほか 3,027,959

費 目 内 容 金 額(円)

委託料 草刈委託、樹木管理委託、公園清掃委託等 20 件 51,741,696

光熱水費 電気料、水道料 2,680,122

修繕料 公園施設修繕(遊具、照明、トイレほか) 11 件 1,275,670

原材料費 直営工事の資材 17 件 92,681

その他 事務費、燃料費等 552,827

費 目 内 容 金 額(円)

工事請負費 ベンチ取替ほか 5件 加納公園ほか 3,784,000
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消 防 局

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

50 消防費

10 消防費

10 常備

消防費

救急業務高度

化推進事業

千円

2,069

分・負 252

入 1,813

メディカルコントロール協議会において、医療従事者との信頼関係を

構築して円滑な指示助言体制を確立し、医療機関との連携強化に努め

た。また、救急隊員の資質向上を目的に各病院で実習及び研修を行い、

救急体制の充実強化を図った。

○主な実績

・メディカルコントロール協議会検証委員会の開催 6回

・事後検証した症例数 165症例

救命講習普及

啓発事業

2,250

分・負 228

国(交) 636

県 230

入 1,155

新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を図りながら、学校や事業

所等で市民への救命講習会(428回開催、9,677人受講)を実施し、ＡＥＤ

の取扱い及び心肺蘇生法等を習得させ、市民による応急手当の必要性に

ついて啓発を図った。

○主な事業内容

・応急手当指導用資機材等の整備

【補助率】

制度(上限)：県 1/4 実績：県 1/4

感染症感染防

止対策事業
6,007

国(交) 6,007

救急隊員が新型コロナウイルス感染症に罹患しないようにするため、

感染防止用資機材の整備を行った。

○主な事業内容

・手袋、感染防護衣、シューズカバー等の整備

火災予防推進

事業

1,432

分・負 146

入 944

防火意識の高揚のため、市民や事業所が消防と連携し、火災予防運動

の各種行事に積極的に参加することにより、火災予防の充実を図った。

○主な事業内容

防火安全管理

対策事業

395

分・負 40

住宅用火災警報器の設置率及び点検率を向上させるため、各種講習会

や共同住宅の立入検査の際に、設置後の適切な維持管理について説明

し、住宅火災による被害の軽減を図った。また、防火対象物における防

火管理者の選任率の向上を図るために、防火管理に関する講習会を実施

し、事業所の防火安全対策の強化を図った。

○主な実績

・防火管理新規講習会(甲種・乙種) 10回 459人

・防火管理再講習会 2回 59人

・防火・防災管理再講習会 1回 6人

内容 参加・応募実績

防火ポスター展 52人(小学校3、4年生)

幼年消防フェスタ等 498人(園児)

婦人防火クラブ等防火研修会 1回 78 人
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消 防 局

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

ＮＢＣ災害即

応部隊資機材

整備事業

千円

1,130

分・負 112

県 274

ＮＢＣ災害が発生した際に適切かつ迅速に対応するため、保有資機材

等の整備強化を行った。

○主な事業内容

・陽圧化学防護服等の整備

【補助率】

制度(上限)：県 1/4 実績：県 1/4

※ＮＢＣ災害とは、核、生物、化学物質による特殊災害のこと。

50 消防費

10 消防費

15 非常備

消防費

消防音楽隊活

動事業

8,127

入 8,117
市民への防火意識の普及啓発や消防団活動ＰＲのため、新型コロナウ

イルス感染症の感染防止対策を図りながら、消防関連イベント及び公共

的な諸行事での演奏活動を行った。

○主な実績

・演奏活動 14回、延べ来場者数 58,345人

女性消防団活

動事業

6,395

入 6,390

市民への防火意識の普及啓発や消防団活動ＰＲのため、新型コロナウ

イルス感染症の感染防止対策を図りながら、可能な限り各種行事等に参

加した。また、救命率向上のため、市民や事業所等に対して応急手当指

導を実施した。

○主な実績

・救急講習及び行事等への派遣回数 26回

・救急講習受講者数等 1,832人

消防団員入団

促進プロジェ

クト事業

3,615

国 3,615

消防団員の確保や消防団活動の理解促進のため、宮崎市消防団のＰＲ

動画を活用した広報活動を実施した。また、消防・防災フェスタでは著

名人を招いてＰＲイベントを開催した。

○主な実績（広報）

・テレビＣＭ 52 本、屋外広告ビジョン 2,108 回

・映画ＣＭ（アミュプラザ宮崎 7スクリーン）※11 月 25 日～2月 17 日

【補助率】

制度(上限)：国 100％ 実績：国 100％

50 消防費

10 消防費

20 消防

施設費

消防車両整備

事業

20,087

分・負 135

越 1,468

諸 3,461

債 12,900

災害活動力の充実強化のため、調査車、警防車、連絡車、査察車を更

新配備した。

○主な事業内容

・調査車（南消防署） 1台 7,735,673 円

・警防車（消防局） 1台 3,283,500 円

【令和3年度からの繰越事業】

・連絡車（北消防署東分署） 1台 6,325,000 円

・査察車（南消防署） 1台 2,742,337 円

【令和5年度への繰越事業】

・高度救助車 1台 187,000,000 円
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消 防 局

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

消防団車両整

備事業

千円

39,600

越 1,150

債 36,800

地域防災力の向上及び消防団活動の充実強化のため、消防団車両5台を

更新配備した。

○主な事業内容

・小型動力ポンプ付積載車(3台)

【令和3年度からの繰越事業】

・小型動力ポンプ付積載車(2台)

防災まちづく

り事業

42,828

国 4,400

債 37,800

災害時に消火栓に頼らない消防水利を確保するため、耐震性防火水槽を

整備し、消防力の強化を図った。

○主な事業内容

・耐震性防火水槽(40ｔ級)〔4基〕

【補助率】

制度(上限)：国 4.5/10 実績：国 4.5/10

消防団拠点施

設整備事業

32,330

債 25,500

地域防災力の向上を図るため、消防団車庫の整備を行った。

○主な事業内容

・赤江分団第2部団車庫新築工事 23,474,000円

・消防団車庫下水道接続工事 2,868,525円

消防緊急情報

システム事業

87,765

分・負 19,877

119番通報を受信する指令システムは、緊急時に備えて24時間365日稼動

する必要があるため、定期的な点検・整備及び適正な維持管理を実施し、

迅速かつ的確な指令体制の確立を図った。

○主な事業内容

・指令システム関連設備保守点検業務委託 61,400,680円

消防施設保全

事業

51,938

分・負 5,229

債 31,400

災害拠点の機能の維持を図るため、消防庁舎等の維持管理に必要な施設

の部分更新や整備等を行った。

○主な事業内容

・宮崎市消防局庁舎受変電設備改修工事 12,291,400円

・宮崎市北消防署東分署庁舎外壁改修工事 14,774,311円

・宮崎市北消防署東分署庁舎屋上防水改修工事 18,151,877円

・宮崎市南消防署

庁舎外照明設備改修工事実施設計業務委託 1,430,000円

配 備 先(各1台)

佐土原1部、佐土原9部、佐土原10部

配 備 先(各1台)

佐土原15部、青島4部

設置箇所 金額(円)

東部今村公園

永池２号街区公園

源藤街区公園

四季ヶ丘緑地

42,827,426
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消 防 局

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

消防局・北消

防署新庁舎整

備事業

千円

45,008

分・負 4,456

「宮崎市消防局・北消防署新庁舎整備基本計画」に基づき、現消防庁舎

が抱える課題を解決し、本市の防災拠点として消防機能を十分に発揮でき

る庁舎を整備するために、公募型プロポーザルにより設計事業者を選定

し、基本・実施設計業務を行った。

○主な事業内容

・公募型プロポーザルに係る経費 45,780 円

・基本・実施設計業務委託(令和 4年度分) 44,962,000 円

消防施設長寿

命化改修事業

6,963

分・負 690

債 2,500

令和 2年度に策定した宮崎市消防施設長寿命化計画に基づき、老朽化が

進む消防施設の基本・実施設計を行った。

○主な事業内容

・北部出張所大規模改修工事基本・実施設計業務委託 5,775,000 円

50 消防費

10 消防費

30 災害

対策費

自主防災力向

上対策事業

1,762

県 425

入 1,300

住民の防災意識の高揚と地域防災力の向上を図るため、新規に結成した

自主防災組織へ資機材を交付した。

また、防災活動を活性化させるため、既存結成団体に対し、資機材の追

加交付を行った。

○主な実績

・新規1組織 既存18組織に資機材を交付

資機材倉庫、救命胴衣等

【補助率】

制度(上限)：県 1/4 実績：県 1/4

地域防災対策

事業

6,782

県 1,695

入 4,837

防災体制の充実強化を図るため、地域防災の要である消防団が使用する

消防用ホースを整備した。

○主な事業内容

・消防用ホースの整備 6,781,500円

【補助率】

制度(上限)：県1/4 実績：県1/4
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教育委員会 企画総務課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

55 教育費

10 教育総務

費

10 教育委

員会費

善行児童生徒

表彰事業

千円

323

入 323

宮崎市教育振興基金を活用し、善行児童生徒表彰要綱に基づき、ほか

の児童生徒の模範となる善行者に対し表彰を行った。

教育委員会運

営費

480 教育委員会の自己点検評価を実施するとともに、地域・家庭・学校と

の意見交換を実施した。

教育振興基金

積立事業

3,119

財 235

宮崎市教育振興基金の運用に伴う利子や学校林の売払い金を積み立

てた。

宮崎市立古城

小学校振興基

金積立事業

135

財 135

宮崎市立古城小学校振興基金の運用に伴う利子及び同基金に属する

有価証券(1,200株)の配当金相当分を積み立てた。

55 教育費

10 教育総務

費

15 事務局

費

学校林売払収

益金活用事業

16,879

入 16,879

児童・生徒の学習環境の充実を図るため、学校林の売払いによる収益

金を活用し、施設の整備を行った。

・田野中学校の東側入口門扉改修工事、

サッカーゴールの購入 1,703千円

・穆佐小学校の屋内運動場屋根改修工事 13,860千円

・青島中学校の駐輪場屋根改修工事、ワイヤレスアンプ

の購入、サーフボードの購入、支柱の購入 1,116千円

・七野小学校の書籍購入 200千円

公立夜間中学

設置準備事業
832

国 111

債 400

夜間中学の基本的事項について定める「宮崎市公立夜間中学設置基本

計画」を策定するなど、夜間中学の設置に向けた準備を進めた。

〇夜間中学の概要

学校名：宮崎市立ひなた中学校

開校時期：令和6年4月

設置場所：市教育情報研修センター内

設置形態：単独校

【補助率】

制度(上限)：国 補助対象経費の1/3(上限4,000千円)

実 績：国1/3(教育支援体制整備事業費補助金(夜間中学の設置

促進・充実事業))

【令和 5年度への繰越事業】 2,747,800 円

小学校 中学校 表彰者数(計)

個人 72人 31人 103人

団体 2団体(10人) 6団体(47人) 8団体(57人)
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教育委員会 企画総務課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

55 教育費

15 小学校費

10 学校管

理費

小学校管理運

営費

千円

702,056

使・手 5,024

国 10,305

財 142

越 572

諸 2,187

小学校の運営に必要な消耗品費、備品購入費、事務機器のリース料、

光熱水費のほか、学校環境の維持に係る廃棄物処理等の委託料、手数料

などの支出を行った。(対象：小学校47校)

【補助事業名】防音事業関連維持事業

【 補 助 率 】制度(上限)：国5.5/10、2/3 実績：国64％

【対象経費】光熱水費(防衛省関係)

【 対 象 校 】佐土原小、那珂小、広瀬小、広瀬北小、広瀬西小

【令和3年度からの繰越事業】 不織布マスクの購入 572,979円

小学校教育放

送設備改善事

業

3,787 小学校の放送設備の老朽化に伴い、修繕が困難な機材について更新を

行った。

宮崎市立古城

小学校振興基

金活用事業

537

入 537

宮崎市立古城小学校振興基金を活用し、古城尋常小学校において全国

初の女性小学校長に就任した鳥原ツル氏を顕彰するとともに、古城小学

校の児童の学習環境の充実を図った。

〔事業内容〕

・鳥原ツル文庫の整備等

小学校感染症

対策事業

(Ｒ３国補正

予算)

63,548

国 31,774

国(交) 31,774

学校の感染症対策等を徹底しながら子どもたちの学習の機会を提供

するため、学校が必要とする消耗品や備品を購入した。

(千円)

【補助率】制度(上限)：国1/2 実績：国1/2

55 教育費

15 小学校費

15 教育振

興費

小学校教育教

材用具等購入

事業

72,188

入 34,895

学習指導要領に基づいた教育課程を実施するために必要な教材など

を整備した。

小学校理科教

育等設備器具

購入事業

3,705

国 1,852

新学習指導要領が令和2年度から本格実施となり、理科の「電気の利

用」の単元にプログラミングが追加されたため、必要となるプログラミ

ング教材の整備を行い、理科教育環境の充実を図った。

【補助率】制度(上限)：国1/2 実績：国 対象経費の1/2

小学校 予算 実績

小規模校(～300 人) 900 千円 15 校 11,984 11,976

中規模校(301～500 人) 1,350 千円 8校 10,798 10,788

大規模校(501 人～) 1,800 千円 24 校 40,841 40,784

合計 47 校 63,623 63,548
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教育委員会 企画総務課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

55 教育費

20 中学校費

10 学校管

理費

中学校管理運

営費

千円

338,549

使・手 1,793

国 6,395

越 226

諸 1,220

中学校の運営に必要な消耗品費、備品購入費、事務機器のリース料、

光熱水費のほか、学校環境の維持に係る廃棄物処理等の委託料、手数料

などの支出を行った。(対象：中学校25校)

【補助事業名】防音事業関連維持事業

【 補 助 率 】制度(上限)：国5.5/10、2/3 実績：国64％

【対象経費】光熱水費(防衛省関係)

【 対 象 校 】佐土原中、広瀬中、久峰中

【令和3年度からの繰越事業】 不織布マスクの購入 226,884円

中学校教育放

送設備改善事

業

1,943 中学校の放送設備の老朽化に伴い、修繕が困難な機材について更新を

行った。

中学校感染症

対策事業

(Ｒ３国補正

予算)

31,950

国 15,974

国(交) 15,976

学校の感染症対策等を徹底しながら子どもたちの学習の機会を提供

するため、学校が必要とする消耗品や備品を購入した。

(千円)

【補助率】制度(上限)：国1/2 実績：国1/2

55 教育費

20 中学校費

15 教育振

興費

中学校教育教

材用具等購入

事業

33,637

入 15,314

学習指導要領に基づいた教育課程を実施するために必要な教材など

を整備した。

中学校理科教

育等設備器具

購入事業

2,916

国 1,283

理科の実験や観察等に使用する設備器具の整備と更新を行い、理科教

育環境の充実を図った。

【補助率】制度(上限)：国1/2 実績：国 対象経費の1/2

中学校 予算 実績

小規模校(～300 人) 900 千円 8校 6,738 6,700

中規模校(301～500 人) 1,350千円 9校 11,186 11,156

大規模校(501 人～) 1,800千円 8校 14,111 14,094

合計 25 校 32,035 31,950
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学校施設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

55 教育費

10 教育

総務費

15 事務局

費

学校施設長寿

命化計画改定

事業

千円

9,517 計画期間を9年間とした学校施設長寿命化計画(平成31年3月策定)の

進捗状況を踏まえ、計画の中間見直しを行った。

55 教育費

15 小学校費

10 学校管

理費

小学校安全対

策事業

2,535 学校施設内への不審者侵入時の安全対策、防犯対策のために設置した

緊急通報装置の保守管理を行った。

小学校の花木

と生垣の整備

事業

3,879 児童の安全対策及び学校周辺住民等への配慮のため、高木等の剪定・

伐採を行った。

小学校設備機

器の保守点検

等安全対策事

業

53,038 学校の設備機器の延命化を図るため、プールろ過機や空調機等の保守

点検及び維持補修工事を行った。

55 教育費

15 小学校費

20 学校建

設費

小学校施設整

備事業

185,609

入 105,262

学校施設の機能向上を図るため、プール給水管改修、空調機設置、屋

内運動場改修、電話設備改修等を実施し、教育環境の整備を行った。

【令和5年度への繰越事業】29,490,000円

小学校屋内運

動場屋根防水

改修事業

24,915

国 16,831

債 6,400

学校施設の長寿命化を図るため、老朽化した屋内運動場の屋根防水改

修を行った。

対 象：広瀬西小

小学校校舎屋

根防水改修事

業

92,004

債 75,600

学校施設の長寿命化を図るため、老朽化した校舎の屋根防水改修を行

った。

対 象：檍北小、生目台西小、広瀬北小、小松台小、大淀小、赤江小

小学校校舎外

壁落下防止対

策事業

6,789 児童等の安全確保のため、老朽化した校舎外壁の改修工事及び、爆裂

処理を行った。

対 象：

爆裂処理 大宮小、東大宮小、赤江小、小松台小、西池小、

国富小、江平小、宮崎西小

石綿調査・外壁改修 檍北小、小松台小、生目台西小

【補助率】制度(上限)：国1/3 実績：国1/3 (円)

【令和3年度からの繰越事業】60,231,546円

小学校校舎外

壁落下防止対

策事業 (Ｒ３
国補正)

60,232

国 19,411

越 13,921

債 26,900

対象 予算区分 事業費 国費 市債

爆裂

処理
4年度現年 6,237,495 － －

石綿

調査
4年度現年 551,100 － －

外壁

改修
3年度繰越 60,231,546 19,411,000 26,900,000
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学校施設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

小学校トイレ

改修事業

千円

3,248 良好な教育環境の確保を図るため、老朽化した学校トイレの便器、配

管等の全面的な改修工事を行った。

対 象：設計委託 青島小

改修工事 宮崎南小

【補助率】制度(上限)：国1/3 実績：国1/3 (円)

【令和3年度からの繰越事業】42,009,000円

【令和5年度への繰越事業】 115,000,000円

対 象：東大宮小、青島小

小学校トイレ

改修事業(Ｒ

３国補正)

42,009

国 10,095

越 214

債 31,700

小学校プール

ろ過機更新事

業

24,068

債 21,500

児童にとって安全で安心な教育環境を維持するため、老朽化が進んで

いるプールろ過機の実施設計及び更新工事を行った。

対 象：大淀小、西池小

小学校高圧受

変電設備更新

事業

22,407

債 20,100

学校施設の機能維持を図るため、老朽化した高圧受変電設備更新のた

めの実施設計及び更新工事を行った。

対 象：実施設計 西池小、宮崎南小

更新工事 小戸小

小学校屋内運

動場大規模改

造事業

6,270

入 67

債 5,600

児童にとって安全で安心できる教育環境を維持するため、老朽化した

屋内運動場の大規模改造工事の実施設計を行った。

対 象：倉岡小

小学校屋内運

動場非構造部

材耐震化事業

14,722

債 14,300

児童にとって安全で安心な教育環境の確保とともに、災害時の避難所

としての機能向上を図るため、屋内運動場の非構造部材の耐震化工事を

行った。

対 象：内海小、大宮小、西池小、檍小、小松台小、清武小、檍北小、

生目台東小

対象 予算区分 事業費 国費 市債

設計

委託
4年度現年 3,247,656 － －

改修

工事
3年度繰越 42,009,000 10,095,000 31,700,000
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学校施設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

小学校空気調

和設備更新事

業

千円

8,679

債 7,300

児童にとって良好な教育環境の維持を図るため、空調設備更新のため

の実施設計、基本方針策定、及び工事を行った。

対 象：(設計)宮崎南小、加納小

(基本方針策定)佐土原小、那珂小、広瀬小、広瀬北小

(工事)宮崎小、宮崎東小、檍小、潮見小、古城小、生目小、

檍北小、七野小、東大宮小、青島小、内海小、恒久小、

住吉南小、西池小、東大宮小

【補助率】制度(上限)：国1/3 実績：国1/3 (円)

【令和3年度からの繰越事業】78,883,150円

【令和5年度への繰越事業】303,472,000円

対 象：(工事)宮崎南小、加納小

小学校空気調

和設備更新事

業(Ｒ３国補

正)

78,884

国 17,181

越 12,103

債 49,600

小学校トイレ

洋式化推進事

業

10,363

債 8,500

児童にとって良好な教育環境の確保を図るため、和便器から洋便器へ

の改修工事を2基ずつ行った。

対 象：宮崎港小、檍小、広瀬北小、大塚小、加納小、生目台東小、

小松台小、宮崎西小、学園木花台小

小学校屋内運

動場アリーナ

床等改修事業

1,785

債 1,200

児童にとって安全で安心な教育環境の確保とともに、災害時の避難所

としての機能向上を図るため、屋内運動場のアリーナ床等改修工事の実

施設計と石綿含有調査を行った。

対 象：木花小

小学校防火設

備改善事業

921

債 300

避難時における児童等の安全性を確保するため、建築基準法に適合し

ない、くぐり戸未整備の防火シャッターを防火スクリーンに切替える等

の実施設計及び石綿含有調査を行った。

対 象：(設計)小戸小 (調査)江平小、小戸小

小学校急傾斜

地崩壊対策事

業

38,610

債 38,600

地域住民等の安全性を確保するため、土砂災害特別警戒区域における

法面補強工事を行った。

対 象：学園木花台小

小学校プレハ

ブ教室借上事

業

4,202 教室不足の解消を図るため、仮設校舎の借上げを行った。

対 象：加納小

借上期間：令和元年 10 月～令和 5年 3月

対象 予算区分 事業費 国費 市債

設計

委託
4年度現年 8,679,000 － 7,300,000

整備

工事
3年度繰越 78,883,150 17,180,310 49,600,000
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学校施設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

３５人学級教

室整備事業

千円

987

債 600

35 人学級移行により新たに増加した普通教室に対応するため、既存教

室に空調整備のための実施設計と工事を行った。

対 象：(設計)瓜生野小、木花小 (工事)瓜生野小、木花小、江南小

【補助率】制度(上限)：国1/3 実績：国1/3 (円)

【令和3年度からの繰越事業】15,463,800円

３５人学級教

室整備事業

(Ｒ３国補正)

15,464

国 3,272

越 3,192

債 9,000

小学校空気調

和設備整備事

業

23,933

越 7,733

債 16,200

児童にとって良好な教育環境を確保するため、音楽教室に空調設備を

整備するための実施設計及び工事を行った。

対 象：39 校(41 教室)

【補助率】制度(上限)：国1/3 実績：国1/3 (円)

【令和 3年度からの繰越事業】279,909,748 円

小学校空気調

和設備整備事

業(Ｒ３国補
正)

255,978

国 9,000

越 42,078

債 204,900

那珂小学校屋

内運動場改築

事業

92,321

国 16,540

入 9,968

債 60,100

児童や教職員の安全性を高めるため、老朽化し、構造上危険な状態で

ある屋内運動場の改築工事等を行った。

【令和 4年度～令和 5年度 継続事業】

55 教育費

20 中学校費

10 学校管

理費

中学校安全対

策事業

1,598 学校施設内への不審者侵入時の安全対策、防犯対策のために設置した

緊急通報装置の保守管理を行った。

中学校の花木

と生垣の整備

事業

2,255 生徒の安全対策及び学校周辺住民等への配慮のため、高木等の剪定・

伐採を行った。

中学校設備機

器の保守点検

等安全対策事

業

21,156 学校の設備機器の延命化を図るため、プールろ過機や空調機等の保守

点検及び維持補修工事を行った。

55 教育費

20 中学校費

20 学校建

設費

中学校施設整

備事業

111,862

入 33,883

学校施設の機能向上を図るため、給水管布設替、屋内運動場改修、電

話設備改修等を実施し、教育環境の整備を行った。

対象 予算区分 事業費 国費 市債

設計

委託
4年度現年 986,700 － 600,000

整備

工事
3年度繰越 15,463,800 3,272,440 9,000,000

対象 予算区分 事業費 国費 市債

設計

委託
3年度繰越 23,932,700 － 16,200,000

整備

工事
3年度繰越 255,977,048 8,999,210 204,900,000
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学校施設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

中学校屋内運

動場屋根防水

改修事業

千円

12,719

債 11,400

学校施設の長寿命化を図るため、老朽化した屋内運動場の屋根防水改

修を行った。

対 象：清武中

中学校校舎屋

根防水改修事

業

10,428

債 9,300

学校施設の長寿命化を図るため、老朽化した校舎の屋根防水改修を行

った。

対 象：赤江東中

中学校校舎外

壁落下防止対

策事業

8,706 生徒等の安全確保のため、老朽化した校舎外壁の改修工事及び、爆裂

処理を行った。

対 象：

爆裂処理 宮崎東中、大淀中、赤江中、大宮中、本郷中

石綿調査・外壁改修(現年) 大淀中

外壁改修(繰越) 赤江東中

【補助率】制度(上限)：国1/3 実績：国1/3 (円)

【令和3年度からの繰越事業】19,241,472円

中学校校舎外

壁落下防止対

策事業 (Ｒ３
国補正)

19,242

国 8,220

越 6,222

債 4,800

中学校トイレ

改修事業

5,680 良好な教育環境の確保を図るため、老朽化した学校トイレの便器、配

管等の全面的な改修のための実施設計と工事を行った。

対 象：

設計委託 大宮中

改修工事 大塚中、広瀬中

【補助率】制度(上限)：国1/3 実績：国1/3 (円)

【令和3年度からの繰越事業】84,612,000円

【令和5年度への繰越事業】 65,000,000円

対 象：(工事)大宮中

中学校トイレ

改修事業(Ｒ

３国補正)

84,612

国 21,632

越 480

債 62,500

対象 予算区分 事業費 国費 市債

爆裂

処理
4年度現年 7,289,700 － －

改修

工事
4年度現年 1,100,000 － －

石綿

調査
4年度現年 315,700 － －

改修

工事
3年度繰越 19,241,472 8,220,000 4,800,000

対象 予算区分 事業費 国費 市債

設計

委託
4年度現年 5,679,300 － －

改修

工事
3年度繰越 84,612,000 21,632,000 62,500,000
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学校施設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

中学校高圧受

変電設備更新

事業

千円

22,383

債 19,900

学校施設の機能維持を図るため、老朽化した高圧受変電設備更新のた

めの工事を行った。

対 象：大塚中

中学校公共下

水道接続事業
25,366

債 18,200

校区の公共下水道整備が完了したため、既存の合併浄化槽の用途を廃

止し、公共下水道への接続工事を行った。

対 象：清武中

中学校屋内運

動場非構造部

材耐震化事業

17,803

債 17,600

生徒にとって安全で安心な教育環境の確保とともに、災害時の避難所

としての機能向上を図るため、屋内運動場の非構造部材の耐震化工事を

行った。

対 象：赤江中、大宮中、宮崎中、生目南中、田野中

中学校空気調

和設備更新事

業

4,516

債 3,600

生徒にとって良好な教育環境の維持を図るため、空調設備更新のため

の実施設計、基本方針策定、及び工事を行った。

対 象：(設計)赤江中

(基本方針策定)佐土原中、広瀬中、久峰中

(工事)赤江東中、大淀中、田野中、広瀬中

【補助率】制度(上限)：国1/3 実績：国1/3 (円)

【令和3年度からの繰越事業】110,758,816円

【令和5年度への繰越事業】148,200,000円

対 象：(工事)赤江中

中学校空気調

和設備更新事

業(Ｒ３国補

正)

110,759

国 24,543

越 6,316

債 79,900

中学校トイレ

洋式化推進事

業

8,459

債 7,200

生徒にとって良好な教育環境の確保を図るため、和便器から洋便器へ

の改修工事を2基ずつ行った。

対 象：田野中、生目南中、住吉中、東大宮中、本郷中、生目台中、

久峰中、宮崎西中

中学校防火設

備改善事業

267 避難時における生徒等の安全性を確保するため、防火シャッターの補

修工事を行った。

対 象：生目中、生目南中

対象 予算区分 事業費 国費 市債

設計

委託
4年度現年 4,515,500 － 3,600,000

整備

工事
3年度繰越 110,758,816 24,543,300 79,900,000

-373-



学校施設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

中学校空気調

和設備整備事

業

千円

18,101

越 5,501

債 12,600

生徒にとって良好な教育環境を確保するため、音楽教室に空調設備を

整備するための実施設計及び工事を行った。

対 象：19校(34教室)

【補助率】制度(上限)：国1/3 実績：国1/3 (円)

【令和3年度からの繰越事業】

(実施設計)18,100,500円 (工事費)196,100,441円

中学校空気調

和設備整備事

業 (Ｒ３国補
正)

196,101

国 27,816

越 13,785

債 154,500

60 災害

復旧費

20 その他災

害復旧費

10 教育施

設災害復

旧費

教育関連施設

災害補助復旧

事業

25,370

債 3,900

児童の安全と快適な教育環境の確保とともに、災害時の避難所として

の機能向上のため、令和 4年 9月に発生した台風 14 号により被災した

屋内運動場の復旧工事を行った。

対 象：赤江小

【令和5年度への繰越事業】58,800,000円

教育関連施設

災害単独復旧

事業

42,537

寄 2,037

債 13,100

児童生徒の安全と快適な教育環境の確保とともに、災害時の避難所と

しての機能向上のため、令和 4年 9 月に発生した台風 14 号により被災

した学校施設の復旧工事等を行った。

対 象：(設計)赤江小

(修繕・工事)小学校 のべ 75 校、中学校 のべ 36 校

対象 予算区分 事業費 国費 市債

設計

委託
3年度繰越 18,100,500 － 12,600,000

整備

工事
3年度繰越 196,100,441 27,815,740 154,500,000
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学校教育課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

55 教育費

10 教育

総務費

15 事務局費

ふるさと教育

合同穆園学習

会事業(高岡)

千円

52 ふるさとを愛し、ふるさとに誇りをもたせる教育活動を推進するた

め、高岡町域の3つの小中学生が、郷土の偉人「高木兼寛」の業績や生

き方、考え方について学ぶ合同穆園学習会を開催した。

スクールバス

運行管理事業

20,365

国 2,145

学校の統廃合等により遠距離通学を余儀なくされている地域の児

童・生徒の安全・安心な通学手段を確保するため、スクールバスを運行

した。

【田野町域 3路線】

田野小(灰ヶ野、堀口)、七野小

【高岡町域 4路線】

穆佐小、高岡中(穆佐小校区)、高岡小・高岡中(旧去川小校区)

高岡小・高岡中(旧浦之名小校区)

【補助率】

制度(上限)：国 補助対象経費の1/2

実 績：国1/2(へき地児童生徒援助費等補助金)

「地域とつな

がる」キャリ

ア教育推進事

業

2,611 9年間を見通したキャリア教育を推進するため、3つのキャリア教育推

進モデル校区を設定し、実践研究を実施したほか、教職員のキャリア教

育への理解を深めるため、キャリア教育推進研修会を実施した。

【モデル校】

広瀬中校区、田野中校区、青島中学校

特別支援教育

管理事業

5,105 障がいのある幼児、新入学児及び在学児童・生徒に対し、適切な就学

相談を行うため、就学相談委員会を設置し、必要な検査・調査・相談を

実施したほか、特別支援学級増設に対応するため、備品・消耗品を整備

した。また、教育相談センターの執務室を教育情報研修センターの1階

から3階へ移転した。

児童生徒各種

大会出場補助

事業

6,994 保護者の負担軽減を図るため、小中学校の児童・生徒が吹奏楽や合唱

等文化系活動により九州・全国大会へ出場する費用の一部を助成した。

不登校児童生

徒対策事業

4,223 不登校児童・生徒やその保護者に対し、集団生活への適応や社会的自

立心の育成に向けての支援を行うため、市内6か所の教育支援教室に在

籍する11人のスクールアドバイザーが、学習指導や教育相談等を行っ

た。

小中学校スク

ールカウンセ

リング等事業

9,462 小中学校のいじめや不登校に関する児童・生徒及び保護者や教職員へ

の相談ニーズに対応するため、専門的な知識をもつスクールソーシャル

ワーカー(5人)等によるカウンセリングを行うとともに、中学校(18校)、

小学校(7校)にスクールアシスタントを配置した。

【配置先：25校】

宮崎東中、宮崎中、宮崎西中、大淀中、大宮中、檍中、赤江中

木花中、住吉中、本郷中、大塚中、東大宮中、生目南中、赤江東中

生目台中、田野中、佐土原中、久峰中

大淀小、田野小、小戸小、国富小、宮崎小、東大宮小、加納小
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学校教育課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

地域による学

校評価推進事

業

千円

151 教育の質を保ち、地域に開かれた信頼される学校づくりを推進するた

め、6中学校区(18校)において学校関係者評価委員(49人)による学校評

価を実施した。

遠距離通学費

補助事業

3,711 通学すべき小中学校が遠距離にあり、バス等を利用して通学しなけれ

ばならない児童・生徒の保護者の負担軽減を図るため、通学費を助成し

た。

読書活動アシ

スタント派遣

事業

15,479 生徒の図書館教育・読書活動の一層の推進を図るため、読書活動アシ

スタントを全中学校(25校)に各1人派遣した。

特別支援教育

バリアフリー

化整備事業

3,115

債 2,300

下肢等に障がいのある児童・生徒が安全・安心で円滑な学校生活が送

れるようにするため、トイレの改修や段差解消等の整備を行った。

【バリアフリー化工事：10校、13か所】

・トイレ、廊下等の手すり：7か所

・段差解消：2か所

・手洗い場の蛇口シングルレバー化：2か所

・タイル補修：1か所

・排水溝の蓋変更：1か所

教育資金融資

対策事業

250,000

諸 250,000

進学に伴う学費負担軽減と就学機会の確保を図るため、九州労働金庫

に資金を預託し、教育資金の融資を行った。

融 資 件 数：16件

新規融資額：38,390千円 総 融 資 額：384,222千円

あたたかな人

間関係づくり

サポート事業

4,928 よりよい人間関係づくり及び学校集団づくりへの活用を図るため、Ｑ

－Ｕ(よりよい学校生活と友達づくりのためのアンケート)を小学校5年

生、中学校1年生を対象に年2回実施した。

部活動指導員

配置事業

6,841

県 4,316

専門家の指導による部活動の質の向上や教員の負担軽減を図るため、

教員に代わって学校の方針・計画に沿って部活動指導を行う「部活動指

導員」の配置を行った。

【配置校】中学校 17 校(派遣者数 22 人)

【補助率】制度(上限)：県 補助対象経費の 2/3 実績：県 2/3

学校における

法律相談事業

1,265 児童・生徒を取り巻く問題の早期解決や教職員の負担軽減を図るた

め、弁護士による学校への助言等を行った。

相談件数：23件

帰国・外国人

児童生徒サポ

ート事業

2,135 外国人児童・生徒に対して、学習や日常生活等に必要な日本語の支援

を行うため、学校にＡＩ翻訳機を貸し出した。

対象児童・生徒：13人(8校)

ＡＩ翻訳機貸出：13回(8校)
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学校教育課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

統合型校務支

援システム共

同調達事業

千円

33,825 教職員の負担軽減を図るため、県内市町村の教職員が同じ様式で校務

を行うことができる「統合型校務支援システム」の運営に要する費用の

一部を負担した。

非常勤講師派

遣事業
67,334 児童・生徒に応じたきめ細やかな学習指導の充実を図るため、非常勤

講師を配置し、少人数指導やティームティ－チング、小学校の一部教科

担任制、複式授業の緩和等に取り組んだ。

ＳＮＳ相談事

業

2,687

入 2,000

いじめや自殺、虐待の早期発見や未然防止を図るとともに、新型コロ

ナウイルス感染症への不安等に対応するため、ＳＮＳを活用した相談窓

口を設置した。

ＳＮＳ相談件数：47件(登録者91人)

特別支援教育

学び総合支援

事業

130,884 発達障がいのある児童・生徒が円滑に学校生活を送るため、「スクー

ルサポーター」を、下肢等に障がいがある児童・生徒の身体介助のため

「生活・学習アシスタント」を派遣した。

また、非常勤講師として特別支援学級の授業を行う「授業スタッフ」

と特別支援教育コーディネーターを支援する「コーディネーターサポー

トスタッフ」を派遣した。

【派遣者数】

・授業スタッフ 17人

・コーディネーターサポートスタッフ 12人

・スクールサポーター 72人

・生活・学習アシスタント 56人

コ ミ ュニ テ

ィ・スクール

推進事業

857

国 16
学校が地域住民等と目標やビジョンを共有し、学校と地域が一体とな

って学校運営に取り組む「地域とともにある学校づくり」を推進するた

め、市内 20 校区にコミュニティ・スクール(学校運営協議会制度)を設

置した。

スクール・サ

ポート・スタ

ッフ配置事業

37,597

国(交) 17,285

県 16,314

教員の事務負担の軽減を図るため、授業準備や採点業務の補助、消毒

などの感染症対策に従事する「スクール・サポート・スタッフ」を配置

した。

配置人数：72 人

【補助率】制度(上限)：県 補助対象経費の10/10(時給の上限あり)

実 績：県95%

小中学校医療

的ケア児支援

事業

5,643

県 1,683

学校で医療的ケアが必要な児童・生徒を支援するため、宮崎市小中学

校医療的ケア児支援運営協議会を設置し、支援体制を構築した。

また、訪問看護ステーションより看護師を派遣し、対象児童へ医療的

ケアを行った。

協 議 会 開 催 数：2回(6月、2月)

医療的ケア実施校：2校（小戸小、江南小）
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学校教育課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

修学旅行取消

料等支援事業

千円

605

国(交) 605

新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、修学旅行を中止又は延

期した場合に、保護者の経済的負担を軽減するため、キャンセル料等を

負担した。

55 教育費

15 小学校費

15 教育

振興費

小学校図書購

入事業

23,346 児童への読書活動並びに授業支援の充実を図るため、図書の購入を行

った。

社会科教育充

実事業

7,603

県 52

小学校における社会科教育の充実を図るため、市で編集した社会科副

読本を小学校3年生全員に配付した。

小学校教育振

興就学援助事

業

110,842

国 7,612

県 259

経済的理由により就学困難な児童の保護者に対し、就学の機会を確保

するため、学用品費等の支給を行った。さらに、特別支援学級等に就学

する児童の保護者に対し、経済的負担の軽減を図るため、学用品費、通

学費等の支給を行った。

【補助率】

制度(上限)：国 補助対象経費の1/2

実 績：国1/2(特別支援教育就学奨励費補助金)

実 績：国1/2(要保護児童生徒援助費補助金)

【補助率】

制度(上限)：県 補助対象経費の10/10

実 績：県10/10(被災児童生徒等就学支援事業補助金)

※上段の数字は、就学援助費、特別支援教育就学奨励費の計

( )内は、特別支援教育就学奨励費分の内数

被災児童を含む

費 目 人数(人) 金額(円)

学用品・通学用品費
4,393

(461)

53,688,038

(2,425,635)

宿泊を伴わない校外活

動費

3,623

(366)

5,001,765

(259,137)

宿泊を伴う校外活動費
654

(56)

1,245,395

(89,913)

新入学用品費
973

(77)

29,097,115

(1,491,835)

修学旅行費
796

(65)

11,260,763

(483,884)

通学費
74

(36)

923,707

(266,489)

学校給食費
433

(433)

9,598,091

(9,598,091)

通級費
28

(28)

26,806

(26,806)

合 計
110,841,680

(14,641,790)
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学校教育課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

小学校給食助

成費

千円

172,070

県 180

準要保護児童の保護者に対し、経済的負担の軽減を図るため、給食

費の支給を行った。

対象人数：3,847人 支給金額：172,069,160円

被災児童を含む

【補助率】

制度(上限)：県 補助対象経費の10/10

実 績：県10/10(被災児童生徒等就学支援事業補助金)

※補助対象は東日本大震災被災児童のみ

小学校教育活

動推進事業

311 小学校の教育振興を図るため、学校教育研究会教科等部会への運営

補助をはじめ、児童美術作品展などの各種行事への助成を行った。

小学校教師用

教科書指導書

改訂事業

12,872 学習の効果を高めるため、小学校教師用教科書・指導書を購入した。

(単位：冊)

小学校体育

アシスタント

派遣事業

4,192

使・手 4,192

小学校の体育の授業に専門的な運動の指導ができるアシスタントを

派遣することにより、児童の体育への興味関心を高めるとともに、児

童の体力向上と教員の指導力向上を図った。

派遣学校数：22校

55 教育費

20 中学校費

15 教育

振興費

中学校図書購

入事業

10,955 生徒への読書活動並びに授業支援の充実を図るため、図書の購入を

行った。

中学校教育活

動推進事業

320 中学校の教育振興を図るため、学校教育研究会教科等部会への運営

補助をはじめ、生徒美術作品展などの各種行事への助成を行った。

和楽器学習支

援事業

746 中学校学習指導要領に示されている和楽器の指導の充実を図るた

め、箏(50 面)、三味線(50 丁)を各中学校において活用できる体制を整

備するとともに、楽器のメンテナンスを行った。

中学校教師用

教科書指導書

改訂事業

5,610 学習の効果を高めるため、中学校教師用教科書・指導書を購入した。

教科書：215冊 指導書：213冊

種 別 前 期 後 期 合 計

教科書 787 147 934

指導書 1,315 178 1,493
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学校教育課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

中学校教育振

興就学援助事

業

千円

140,327

国 4,404

県 95

経済的理由により就学困難な生徒の保護者に対し、就学の機会を確保

するため、学用品費等の支給を行った。さらに、特別支援学級等に就学

する生徒の保護者に対し、経済的負担の軽減を図るため、学用品費、通

学費等の支給を行った。

【補助率】

制度(上限)：国 補助対象経費の1/2

実 績：国1/2(特別支援教育就学奨励費補助金)

実 績：国1/2(要保護児童生徒援助費補助金)

【補助率】

制度(上限)：県 補助対象経費の10/10

実 績：県10/10(被災児童生徒等就学支援事業補助金)

※上段の数字は、就学援助費、特別支援教育就学奨励費の計

( )内は、特別支援教育就学奨励費分の内数

被災生徒を含む

中学校給食助

成費

114,057

県 144

準要保護生徒の保護者に対し、経済的負担の軽減を図るため、給食費

の支給を行った。

対象人数：2,194人 支給金額：114,056,669円

被災生徒を含む

【補助率】

制度(上限)：県 補助対象経費の10/10

実 績：県10/10(被災児童生徒等就学支援事業補助金)

※補助対象は東日本大震災被災生徒のみ

費 目 人数(人) 金額(円)

学用品・通学用品費
2,494

(159)

56,710,751

(1,427,170)

宿泊を伴わない校外活

動費

693

(23)

883,322

(21,694)

宿泊を伴う校外活動費
1

(0)

6,210

(0)

体育実技用具費
265

(18)

617,800

(23,300)

新入学用品費
801

(56)

46,205,760

(1,505,760)

修学旅行費
767

(38)

31,863,329

(794,665)

通学費
20

(15)

417,721

(199,527)

学校給食費
152

(152)

3,609,770

(3,609,770)

通級費
2

(2)

12,322

(12,322)

合 計
140,326,985

(7,594,208)
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款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

55 教育費

35 保健

体育費

10 保健体育

総務費

学校体育振興

事業

千円

18,035 児童が、水泳及び陸上競技に関する運動技術や体力を高めるととも

に、運動に進んで関わろうとする意欲を高めるため、小学校体育大会(水

泳・陸上競技)を開催した。

また、生徒のスポーツにおける競技力向上及び大会出場における保護

者の負担軽減のため、九州・全国中学校体育大会等に参加する生徒に対

し、派遣費の助成を行った。

区 分 人数(人) 金額(円)

小学校体育大会(水泳・陸上競技)

運営委託

水泳 2,703

陸上 3,372
2,000,000

宮崎県中学校体育連盟負担金 － 232,415

宮崎地区中学校体育連盟負担金 － 4,827,784

中学校体育大会派遣費補助 403 10,674,122

九州中学校体育大会宮崎大会補助

（バスケットボール・卓球）
－ 300,000

計 18,034,321
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教育情報研修センター

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

55 教育費

10 教育

総務費

20 教育情報

研修セン

ター費

教職員研修運

営事業

千円

1,273 市内72校の教職員を対象に、教職員としての資質の向上や実践的指導

力を高めるため、基本研修、職能別研修、教科等研修、一般研修の49講

座64回を実施し、延べ3,336人が受講した。

また、教職員一人一人の指導力向上を図るため、研究論文を募集・審

査し、優秀作品の表彰を行った。(応募数：104編)

情報教育推進

事業

107,780

国(交) 4,792

情報教育の充実を図るため、情報教育アドバイザーを各学校へ派遣し、

ＩＣＴを活用した学習の支援や教職員への授業支援などを行った。

情報教育アドバイザーの派遣回数 7,507回

情報教育アドバイザーの派遣人数 18人

学校ＩＣＴ環

境整備促進事

業

633,831

国 15,876

国(交) 52,099

越 2,189

諸 238

教職員と児童・生徒が、タブレット端末やインターネット等を積極的

に活用できるようにするため、ＩＣＴ環境の安定稼動に向けた維持管理

を行った。

小学校：パソコン室 1,804台、校務用パソコン 1,697台

中学校：パソコン室 1,009台、校務用パソコン 933台

タブレット端末数(Ｗｉ－Ｆｉ通信) 31,446台

タブレット端末数(ＬＴＥ通信) 3,000台

【令和 3年度からの繰越事業】 4,380 千円

小学校における 35 人学級による学級増に対応するため、タブレット端

末充電保管庫、大型提示装置及び実物投影機を整備した。

(【補助率】制度(上限)：国 1/2 )

ＧＩＧＡスク

ール推進事業
97,120

国(交) 91,866

宮崎市ならではの「未来の教室」の創造を目指すため、ＡＩ型ドリル

教材の導入により、授業や家庭学習における学習内容の習熟の機会の充

実を図った。

また、ＡＩ型ドリル教材をより効果的に活用するため、授業改善に向

けた自由進度学習の研究に取り組んだ。

55 教育費

15 小学校費

15 教育振興

費

小中学校外国

語教育推進事

業

41,234

諸 4,790

学習指導要領に対応するため、外国語指導助手(ＡＬＴ)25 名を全中学

校区に配置するとともに、その校区内の小学校に派遣し、小学校 5年生

から中学校 3年生までの外国語科において、ティーム・ティーチングを

実施した。

また、外国の文化などに触れる機会を設け、コミュニケーション能力

の素地を育成するため、小学校 1年生から小学校 4年生においては、外

国語活動アシスタント(ＦＬＡＡ)23 名を派遣した。

さらに、臆することなく英語によるコミュニケーションができる児

童・生徒を育成するため、英語を使ったイベント等を実施し、学校外で

も生きた英語に触れる機会を設けた。

〇ＡＬＴ人件費(人事課にて執行) 102,910,616 円
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生涯学習課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

20 民生費

15 児童

福祉費

10 児童福祉

総務費

児童クラブ

運営事業

千円

662,811

分・負 85,579

使・手 1

国 190,744

県 190,744

就労や病気等により、保護者が放課後に家庭で面倒をみることができ

ない小学校就学児童を対象に、適切な遊びと生活の場を提供するため、

小学校の余裕教室等を活用した児童クラブの運営を行った。

また、支援員や補助員の処遇を改善するため、キャリア等に応じた賃

金改善を行った。

(【補助率】制度(基準額)：国1/3、県1/3 実績：国29％、県29％)

＜児童クラブの概要(57か所)＞

宮 崎 40か所：社会福祉法人31、ＮＰＯ法人4、その他5

佐土原 9か所：社会福祉法人7、ＮＰＯ法人2

田 野 2か所：社会福祉法人1、ＮＰＯ法人1

高 岡 3か所：社会福祉法人3

清 武 3か所：社会福祉法人1、株式会社1、ＮＰＯ法人1

きよたけ児童

クラブ施設指

定管理料

17,248

分・負 2,203

国 5,181

県 4,930

令和4年度 児童クラブ利用状況 (単位：人)

児童クラブ

施設整備事業

13,447

国 4,471

県 4,471

債 1,000

高岡・江平・檍北小学校区の児童クラブの定員拡大を図るため、学校

内施設や、校外の民間施設を活用して児童クラブとして整備した。

(【補助率】制度(基準額)：国 1/3、県 1/3 実績：国 1/3、県 1/3)

ｸﾗﾌﾞ名 定員
延べ利

用人数
ｸﾗﾌﾞ名 定員

延べ利

用人数
ｸﾗﾌﾞ名 定員

延べ利

用人数

江平 119 20,025 宮崎東 76 13,879 田野 19 3,414

赤江 137 19,136 大塚 110 21,621 さくらが丘 33 4,420

大宮 149 22,954 檍北 162 28,969 高岡 65 9,946

港 97 15,999 江南 99 16,566 穆佐 31 5,606

大淀 80 13,367 学園台 42 7,381 天ヶ城 23 4,144

潮見 144 22,841 池内 76 12,127 倉岡 78 9,899

生目台東 80 10,424 木花 50 7,954 青島 38 5,003

宮崎南 146 24,680 恒久 78 10,960 きよたけ 139 24,705

小松台 126 16,063 檍 108 18,904 かのう 175 24,280

住吉南 114 18,480 生目台西 38 6,107 おおくぼ 38 6,892

内海 20 3,063 瓜生野 56 10,184 宮崎 41 6,525

国富 66 11,490 本郷 60 10,762 広瀬 103 16,689

東大宮 104 18,927 古城 36 5,125 東大宮夢はうす 25 2,528

住吉 102 19,089 旭町 22 2,924 ちっくたっく大宮 20 3,150

住吉第二 20 3,798 広瀬西 38 6,554 コペルキッズ 44 6,931

宮崎西 38 7,145 佐土原 44 7,327 遊び base たいら 20 3,533

生目 73 12,634 那珂 88 14,264 七つの星幼稚舎 20 4,485

小戸 76 10,151 ひがし 44 6,374 ひまわり楽園 40 4,013

西池 155 25,378 広瀬北 113 18,421 あけぼの園 20 1,055

合 計 4,158 669,265

ク ラ ブ 名 場 所 定 員

高 岡

高岡小学校内

(屋内運動場内

ミーティングルーム)

13人定員増

あ お ぞ ら 江 平 丸山２丁目５０ 40人定員増

浮之城ひまわり楽園 浮之城ひまわり幼保園内 36人定員増
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生涯学習課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

放課後児童支

援員等処遇改

善臨時特例事

業

千円

7,342

国 7,342

児童クラブに勤務する職員の賃金改善を行うために必要な費用を

補助し、処遇の改善を行った。

(【補助率】制度(基準額)：国10/10 実績：国10/10)

事業実施期間 令和 4年 4月～9 月

事業実施受託者 10 事業者

55 教育費

30 社会

教育費

10 社会教

育総務

費

夢創り人

活性化事業

1,000 生涯学習ボランティア指導者の育成とボランティア相互の交流や連

携を促進し、市民の自発的な学習活動の充実を図った。

１ 運営協議会の開催

２ 夢創り人の募集・登録(個人登録 120人、団体登録 45団体)

３ 夢創り人による市民出前講座の実施(講座114回、参加者数2,565人)

青少年団体

教育推進事業

495 青少年の健全育成や指導者の育成を図るため、ボーイスカウトやガー

ルスカウトの活動運営に対して助成を行った。

子ども体験

ボランティア

活動支援事業

340 子どもたちの自然体験や施設で行われる体験活動等の推進を図った。

１ 情報紙の発行等

体験活動等を紹介する情報紙を年1回発行し、学校、公立公民館等

に配布した。また、ホームページによる情報の発信を行った。

２ 子どもの読み聞かせボランティア体験

保育園等で行い、小中学生31人が参加した。（令和4年10月1日、10

月11日）

３ 高校生とまちなかでボランティア体験

宮崎駅及び若草通り周辺でゴミ拾い等を行い、中学生27人が参加し

た。（令和4年11月3日）
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生涯学習課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

子どもの自然

体験活動推進

事業

千円

310

国 103

子どもたちの「生きる力」を育むため、宮崎の自然及び関連施設を活

用して各種自然体験活動を実施した。

(【補助率】制度(基準額)：国1/3 実績：国1/3)

子ども会関係

活動事業

2,297 子ども会活動の活性化と、リーダー及び成人指導者の養成を図る事業

を実施した。

放課後子ども

教室推進事業

13,397

国 4,465

地域住民の参画のもと、地域の宝である子どもたちを地域ぐるみで見

守るため、放課後や週末等に小学校の諸施設(教室、体育館等)や公民館

等を活用して、安全・安心に過ごせる居場所を設け、子どもたちが心豊

かで健やかに育つ環境づくりを推進した。

(【補助率】制度(基準額)：国1/3 実績：国1/3)

事 業 名 場 所 等 参加者数

宮崎の自然と遊ぼう事業

宮崎県青島青少年自然

の家
31人

サンビーチ一ツ葉 34人

わくわくドキドキ野外体験

事業

日本ボーイスカウト宮

崎連盟野営場(田野町)
27人

事 業 名 場 所 等 参加者数等

子ども会育成者ブロック別

研修会
オンライン 64人

子ども会ジュニア・リーダー

研修会(全11回)
宮崎市民プラザほか

延べ

101人

子ども会イン・リーダー研修会
宮崎県青島青少年自然

の家
23人

子ども会活動活性化事業
各単位子ども会

校区子連協
14地区

砂の造形コンクール サンビーチ一ツ葉 中止

実施箇所 小学校・公民館等 23 か所

参加者数

小学生未満 212 人

小学生 25,987 人

中学生以上 128 人

安全管理員等(スタッフ) 5,723 人

合 計 32,050 人

実施日数

平日 942 日

土日等 214 日

合 計 1,156 日
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生涯学習課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

成人教育推進

事業

千円

3,071 成人団体指導者の育成、成人の社会参加を進める事業を実施した。

家庭教育事業 933 家庭の教育力の向上を図るために各種事業を実施した。

１ 家庭教育学級の実施

小中学校の保護者を対象に、学校等で家庭教育に関する講座等を実

施した。

実施場所：小中学校（57校）

延べ受講者数：2,620人

２ 家庭教育学級合同研修会の開催

実施期間：令和5年2月7日（3月7日まで動画配信実施）

実施場所：清武町文化会館小ホール

３ 就学時健診等での子育て講座の実施

実施場所：各小学校

受講者数：988人

４ 親子といっしょに本わか文庫事業の実施

市内小学生とその保護者を対象に、おすすめの本を募集し、一般貸

出を行った。反響が大きかった本を紹介した12組を表彰した。

実 施 場 所 ：市立図書館、佐土原図書館

参加親子組数：35組

貸 出 回 数 ：83回

高木兼寛顕彰

事業

151 郷土の偉人高木兼寛の遺徳をしのび、その偉大な精神を伝え残すた

め、各種事業を実施した。

主な事業内容

市内の小学校6年生に作文を募集し、高木兼寛賞として3人を表彰し

た。

応募総数：36人

人権教育推進

事業

422 基本的人権の尊重を基調とし、人権尊重について理解を深める啓発活

動及び学習機会の提供など、人権尊重の教育の充実を図った。

１ 公民館講座における人権尊重の教育の実施

２ 人権尊重ポスター展の開催

(１)開催期間：令和4年11月30日(水)～12月12日(月)

開催場所：市立図書館

３ ＰＴＡ人権尊重の教育研修会(参加者数1,342人)

事 業 名 場 所 等 参加者数

市ＰＴＡ研究大会 清武文化会館 348人

地域婦人会連合会

研修会
－

新型コロナウイルス感

染症の感染拡大防止の

ため中止
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生涯学習課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

地域と学校の

連携による教

育活動支援

事業

千円

191

国 57

地域と学校との連携体制を構築し、地域と学校の双方向の協力体制を

つくるため、各指定小中学校に学校支援コーディネーターを配置したほ

か、学校支援ボランティアによる学習支援や学校行事の支援、登下校安

全確保等の学校支援を行った。

(【補助率】制度(基準額)：国1/3 実績：国30％)

指定校：広瀬中学校区(広瀬中、広瀬小)、

赤江中学校区(赤江中、恒久小、宮崎南小)

赤江東中学校区（赤江東中、赤江小）

安井息軒顕彰

補助事業

344 郷土の偉人安井息軒を顕彰し、その偉業・功績を後世に伝え、児童・

生徒の郷土愛を育むため、活動運営に対して助成を行った。

安井息軒顕彰

・川口市文化

交流事業

15 郷土の偉人安井息軒の偉業と精神を後世に伝えるため、ゆかりの地の

訪問や、埼玉県川口市からのリモート講義による史跡見学を実施する予

定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、中止とな

った。

生涯学習情報

紙作成事業
5,500 公民館講座及び図書館サービス等について掲載した生涯学習情報紙

を作成し、自治会や公共施設で配布するなど、広く市民に提供した。

発行回数：年 2回(7 月・3月)

配布部数：109,000 部

社会教育総務

費

2,452 学校と家庭、地域住民と連携を図りながら、地域における社会教育活

動を推進するため、社会教育法に基づく社会教育委員を設置し、調査・

研究を行った。また、市民の市政に関する理解を深めるため、市職員に

よる市政出前講座を実施し、学習の機会及び意識向上を図った。

社会教育委員：委員数16人、会議開催回数3回

市政出前講座：開催回数852回、参加者数27,219人

ふるさと文化

学習支援事業

(基金事業)

4,000

入 4,000

子どもの「豊かな表現力」「主体性」「郷土愛」を育むため、文化・芸

術などに秀でた地域の人材を「ふるさと先生」として学校に派遣し、芸

術分野における子どもの持つ無限の可能性を引き出すための体験学習

を伴う授業を行った。(市内小中学校38校、参加者数4,555人)

授業内容：和太鼓、箏、合唱、落語、造形、詩 等

ふるさと先生：29人

団体 会員数

(特非)安井息軒顕彰会 個人100人、法人5団体
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生涯学習課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

施設学習支援

事業

千円

3,154 市内の各教育文化施設(宮崎科学技術館、大淀川学習館等)等と学校間

の移動手段を確保し、校外学習の機会の充実を図った。

利用学校数：28小学校

参 加 者 数：2,254人

宮崎文化振興

協会運営費

助成事業

22,897 本市の科学・文化振興事業等を実施している(公財)宮崎文化振興協会

の安定した運営を図るため、運営費の助成を行った。

55 教育費

30 社会

教育費

20 公民館

費

中央公民館管

理運営費

11,124

使・手 1,126

市民の学習及びふれあいの場としての機能を有する中央公民館の効

率的運営及び維持管理に努めた。

・利用件数・利用人数

・施設、備品等の修繕

・施設の業務委託

・公民館図書の充実(購入35冊・貸出数2,086冊)

公立公民館等

学級講座開設

事業

452 生涯学習の視点に立って、高齢者、親子、子ども向け教室や料理、外

国語、パソコン講座等、住民への幅広い学習機会の提供に努めた。

・講座数・受講者数

※新型コロナウイルス感染症対策等のため、2講座を中止した。

・同事業の内訳表

中央公民館大

研修室及び和

室蛍光灯ＬＥ

Ｄ化事業

7,370

債 6,600

中央公民館の 3 階大研修室及び 2階和室の蛍光灯安定器等取替(ＬＥ

Ｄ化)工事を行い、来館者に対し快適な環境を整備することで、生涯学

習の促進を図った。

施設名称 件 数 人 数

中央公民館 2,048 件 35,676 人

施設名称 講座数 受講者数

中央公民館 12 講座 1,173 人

担当課 事業費 備考

生涯学習課 451,555 円 (再掲)
地域コミュニティ課 9,776,883 円

事業合計 10,228,438 円
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生涯学習課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

55 教育費

30 社会

教育費

22 図書館

費

市立図書館管

理運営費

千円

99,992

使・手 2

諸 42

図書資料の整備充実及び市民への読書普及を図った。

１ 図書資料の整備充実

※冊数については、新聞・雑誌を除く図書のみの冊数。

※移動図書館を含む。

２ 図書館利用状況

３ 移動図書館利用状況

読書団体及び福祉施設等を対象に移動図書館車を運行し、図書の貸

出業務をはじめとする巡回サービスを行うことにより、均一的な図書

館サービスの提供並びに福祉・文化の向上に努めた。

佐土原図書館

管理運営費

13,221

諸 19

図書資料の整備充実及び市民への読書普及を図った。

１ 図書資料の整備充実

※冊数については、新聞・雑誌を除く図書のみの冊数。

２ 図書館利用状況

３ 館内ボランティアの活動状況

図書館ネット

ワーク事業

5,600 市立小中学校や県立図書館、佐土原図書館、公立公民館等とのネット

ワークを構築し、図書館資料や情報を効率的に提供することにより、図

書館サービスの充実を図った。

１ 市立小中学校との利用状況

リクエスト配本：延べ146校、貸出冊数 3,774冊

読み物配本：延べ26校、貸出冊数 2,350冊

２ 県立図書館、佐土原図書館、公立公民館等との利用状況

利用者数：23,908人

図書購入冊数 蔵書冊数

9,026冊 466,084冊

入館者数 貸出者数 貸出冊数 新規登録者数

242,878人 164,059人 639,373冊 2,507人

利用団体数 貸出者数 貸出冊数 蔵書冊数

50団体 1,457人 12,037冊 17,694冊

図書購入冊数 蔵書冊数

4,410冊 186,644冊

入館者数 貸出者数 貸出冊数 新規登録者数

131,257人 50,994人 218,110冊 455人

登録者数 活動状況(延べ人数)

16人 845人
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生涯学習課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

市立図書館業

務委託事業

千円

73,357 平成12年4月から図書館業務の一部を委託、さらに平成16年4月から

は、施設管理を除く図書館業務を委託し、市とボランティア団体との協

働による市民に開かれた親しみやすい図書館づくりに努めた。

１ ボランティアの状況

(１)ボランティアの登録状況

(２)ボランティアの活動実績(延べ人数)

２ 主な開催行事

(１)定例行事

(２)その他の行事

ブックスター

ト事業

3,466 医療機関で実施される7～8か月児健康診査時に、小児科医から乳児を

もつ保護者に子どもと絵本のふれあいや読み聞かせの大切さを説明し、

絵本の入ったブックスタートパック(絵本2冊)を配付した。

実施場所：宮崎市内の30小児科医療機関

配付人数：2,855人

図書館システ

ム更新事業
23,747 図書館利用者の利便性向上を図るため、図書館システム及び端末等の

保守管理を行い、機器の安定的な稼働に努めた。

対象施設：市立図書館、佐土原図書館、公立公民館等図書室(26館)

子ども電子図

書館開設事業

18,297

国(交) 18,297

子どもたちの読書活動を推進するため、電子図書館サービスを開設

し、地理的な状況に左右されない安定的な読書環境を整備した。

サービス開始：令和 5年 4月 13 日から

電子書籍の数：3,630 冊

窓口業務ボランティア 行事・イベントボランティア

185人 244人

窓口業務

ボランティア

行事・イベント

ボランティア

両ボランティア

合同

2,471人 413人 233 人

行 事 名 参加者数

月曜・水曜・土曜おはなし会(毎週月・

水・土曜日)
1,081人

土曜シアター(毎週土曜日) 383人

日曜映画会(毎週日曜日) 572人

行 事 名 参加者数

創作童話コンクール表彰式 15人

創作紙芝居・絵本コンクール表彰式 25人

講演・講座、図書館まつり等 774人
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生涯学習課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

55 教育費

30 社会

教育費

25 青少年

育成セ

ンター

費

青少年非行防

止・育成事業

千円

10,484 青少年の健全育成を図るため、街頭指導活動、相談活動、啓発活動等

の充実を図った。

１ 研修・会議

２ 青少年の非行防止標語募集

特選作品を使用して、啓発用ステッカーを作成し、関係機関に配付

した。

応募者数 中 学 生 の 部：69点 特選1点 入選5点

高校生・一般の部：34点 特選1点 入選5点

３ 街頭指導活動

(１)指導回数

(２)指導した青少年の内訳 (単位：人)

４ 相談活動

(１)相談活動件数 (単位：件)

(２)電話相談の内訳 (単位：件)

青少年育成セ

ンター管理費

1,483

宮崎市青少年

指導委員連絡

協議会５０周

年記念事業

300 昭和 47 年に設立された青少年指導委員で組織される宮崎市青少年指

導委員連絡協議会の設立 50 周年の記念事業に対する助成を行った。

実施場所：宮崎市清武文化会館 半九ホール

参加人数：201 人

事 業 名 場所 参加者数

青少年指導委員正副班長会(3回) 中央公民館 延べ77人

青少年健全育成指導者研究大会 中央公民館 63人

各地区青少年育成協議会・

青少年指導委員との合同会議
中央公民館 77人

実 施 回 数 指導委員

延べ従事

人 員

指導した

青少年の数センター 支部・班 計

0回 1,014回 1,014回 4,695人 167人

小学 中学 高校 大学 各種 有職 無職 不詳 計

8 111 45 0 0 2 0 1 167

電話相談 来所相談 メール相談 計

14 1 4 19

小学 中学 高校 成人 保護者等 計

3 0 0 0 11 14
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生涯学習課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

55 教育費

30 社会

教育費

40 社会教

育施設

費

科学技術館

指定管理料

千円

137,752

使・手 81

諸 127

科学や自然環境について楽しく学べる機会を提供するため、宮崎科学

技術館と大淀川学習館の円滑な管理運営を行った。

指定管理者：(公財)宮崎文化振興協会

指 定 期 間：令和2年4月～令和5年3月

１ 宮崎科学技術館

常設展示(アポロ11号月面着陸船原寸大模型等)や科学実験・工作

教室・プラネタリウムでの星空コンサートや読み聞かせなど様々な

科学に関する事業を実施した。

２ 大淀川学習館

常設及び生体展示において河川環境に対する意識の啓発や、生き

物とのふれあいを通してその生態や生息環境についての理解を深

める企画展を実施した。また、学校・保育所等の教育課程に沿った

支援活動としての学校支援事業や環境・観察・体験等の教室事業、

連休や学校の休業日の利用促進を目的としたイベント事業を実施

した。

大淀川学習館

指定管理料
79,619

使・手 84

諸 159

科学技術館

管理運営事業

49,739

国(交) 3,442

宮崎科学技術館の利用者に快適な施設環境の提供を維持できるよう、

プラネタリウム関係機器等の点検や補修等を行った。また、子どもの体

験学習の機会を確保するとともに子育て世帯を応援するため、一定期間

子ども料金を無料とした（無料期間：令和4年9月～12月）。

主な事業内容

・プラネタリウム機器保守点検 7,590,000円

・プラネタリウム関係機器リース 8,748,000円

・音響設備デジタルミキサー更新業務委託 5,566,000円

・プロジェクター交換改修業務委託 23,210,000円

・無料開放に係る利用料金相当額 3,442,000円

きよたけ児童

文化センター

指定管理料

10,010 子どもたちの教養を高めるとともに、情操を養うほか、文化活動に対

する関心と創造性を培うため、きよたけ児童文化センターの円滑な管理

運営を行った。

指定管理者：(特非)みやざき子ども文化センター

指 定 期 間：平成31年4月～令和6年3月

入館者数：23,839人

図書貸出冊数：12,298冊

運営委員会：1回開催、事業計画・利用状況に関する協議

広報紙「すずしろ」：月1回発行

きよたけ児童

文化センター

管理運営費

782

開館日数(日) 298

入館者数(人)
大人 62,491

132,933
小人 70,442

プラネタリウム入場者数(人) 54,286

開館日数(日) 300

入館者数(人)
大人 53,652

97,055
小人 43,403
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生涯学習課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

大淀川学習館

管理運営事業

千円

1,298 大淀川学習館の利用者が安全かつ安心して利用できるよう、老朽化し

た施設の修繕を行った。

主な事業内容

・点字タイル設置工事 1,298,000 円

科学技術館

施設環境整備

事業

19,992

債 13,600

宮崎科学技術館の利用者が安全かつ安心して利用できるよう、老朽化

した施設や設備の更新に向けた設計や街路灯の更新工事を行った。

主な事業内容

・空調設備更新工事基本設計業務委託 4,966,500円

・消火設備更新工事実施設計業務委託 2,174,843円

・屋上防水及び外壁改修工事実施設計業務委託 5,720,000円

・街路灯更新工事 4,977,500円

大淀川学習館

施設環境整備

事業

52,068

債 36,100

大淀川学習館の利用者に快適な施設環境を提供できるよう、老朽化し

た設備の更新に向けた設計や施設の改修工事を行った。

主な事業内容

・放送設備更新工事実施設計業務委託 447,700円

・新館空調機器更新工事 39,490,000円

・2階レクチャー室床張替工事 1,188,000円

・駐車場法面修繕工事 1,281,500円

【令和5年度への繰越事業】

・エレベータ設備改修工事 3,661,020円
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保健給食課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

55 教育費

35 保健

体育費

10 保健体

育総務

費

学校保健安全

事業

千円

120,876 児童・生徒の健康の保持増進と学校における保健、安全管理の徹底を

図るため、宮崎市立小中学校72校に学校医・学校歯科医・学校薬剤師を

配置した。

・定期健診受診児童生徒数(延べ人数) 120,257人

・心臓検診受診児童生徒数 6,660人

・貧血検査受診生徒数 2,319人

・尿検査受診児童生徒数 32,257人

・結核検診受診児童生徒数 16人

・学校環境衛生検査 72校

就学時健康診

断事業

7,466 翌年度に小学校へ就学予定の幼児を対象に、幼児の心身の状況を把握

するとともに、必要な勧告助言等を行うため、内科検診等を行った。

・就学時健康診断受診幼児数 3,587人

教職員健康診

断事業

19,853 教職員の健康管理と円滑な学校教育の実施を図るため、検診施設での

総合検診並びに総合的な判定に基づく結果により、治療指示等を行っ

た。また、教職員のメンタルヘルス不調の未然防止を図るため、労働安

全衛生法の規定に基き、ストレスチェックを実施した。

・教職員健康診断受診者数 1,782人

・ストレスチェック回答者数 1,719人

要保護・準要

保護医療費助

成事業

753

国 8

保護者の負担軽減を図るため、経済的理由で医療費を負担することが

困難な家庭の児童・生徒の保護者に対して、学校保健安全法の対象疾病

に係る医療費の助成を行った。

日本スポーツ

振興センター

災害共済給付

契約事業

29,691

諸 12,178

学校管理下における、児童・生徒のけが・病気・事故等について、そ

の保護者の医療費負担の軽減を図るため、災害共済給付に係る契約を行

った。また、医療費等の災害共済給付金を保護者へ支払った。

・契約人数 32,052人

・災害共済掛金 市負担分 17,790,140円

保護者負担分 11,889,620円

日本スポーツ振興センター返還分

288,830円

要保護
準要保護

(うち被災児童)

扶助人員

(延べ人数)
3人

113人

(0人)

扶助額 17,780円
734,282円

(0円)

補

助

率

制度

(上限)
国 1/2

補助なし

(県 100％)

実績 国 1/2
補助なし

(県 100％)
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保健給食課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

思春期健康教

育推進事業

千円

1,617 児童・生徒に対し、｢命の大切さ」や「性」に関する正しい知識や情報

を提供するため、小中学校へ医師・保健師・助産師を派遣し、講演等を

行った。

学校フッ化物

応用事業

1,375 児童・生徒の歯質強化によるむし歯予防を図るため、宮崎市立小中学

校72校においてフッ化物洗口を実施する予定であったが、新型コロナウ

イルス感染症拡大の影響により、29校の実施となった。

ＡＥＤ(自動

体外式除細動

器)配置事業

3,960 児童・生徒、教職員、学校施設利用者及び周辺住民などが、突然の心

停止に陥った際の救命活動に対応するため、宮崎市立小中学校に配置し

ているＡＥＤの更新等を実施した。

55 教育費

35 保健

体育費

20 学校

給食費

学校給食管理

運営費

180,376

使・手 45

栄養バランスのとれた安全な給食を提供するため、単独調理場と共同

調理場の効率的かつ適正な管理運営と衛生管理を行った。

学校給食セン

ター管理運営

費

271,588 共同調理場の適正な維持管理を行った。

・中央学校給食センター管理運営費 98,970,853円

・佐土原学校給食センター管理運営費 71,337,112円

・田野学校給食センター管理運営費 35,137,303円

・高岡学校給食センター管理運営費 21,496,366円

・清武学校給食センター管理運営費 44,645,758円

学校給食食材

加工等業務委

託事業

622,171 単独調理場や共同調理場の効率的な運営を図るため、食材加工等の民

間委託を年次的に拡大し、新たに令和4年4月から生目台東小を開始した。

・食材加工等業務委託実施施設

学校給食施設

設備維持管理

事業

228,742

入 73,341

債 63,300

栄養バランスのとれた安全な給食を提供するため、単独調理場及び共

同調理場の施設整備や厨房機器などの更新を行った。

単独調理場空

調設備整備事

業

62,396

債 900

児童・生徒に安全で安心な給食を提供し、調理員の労働環境の改善を

図るため、空調設備の設置を行った。(宮崎小、檍小、瓜生野小、生目台

中)

給食事務運営

費補助事業

32,944 学校給食実施に伴う保護者負担の軽減を図るため、宮崎市立小中学校

72校のＰＴＡ及び各学校給食会に対して、給食事務運営に要した費用の

一部について助成を行った。

講師派遣実績 医師 保健師 助産師

延べ人数 5人 13 人 163 人

学校数 5校 5 校 59 校

単独調理場 共同調理場

令和3年度 40場 3場

令和4年度 41場 3場
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保健給食課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

食育推進事業

千円

1,475

諸 1,275

○親子料理教室

学校における食育を推進するため、児童とその保護者を対象に地場産

品を使用した調理実習や食育講話を実施する予定であったが、新型コロ

ナウイルス感染症拡大の影響により、中止となった。

○学校給食食用廃油リサイクル交付金事業

学校から排出される廃食用油の売り払い金の一部を、県内産の食材購

入に充てるため、ＰＴＡ等へ交付した。

・交付額 736,975円

○食育実践事業

実施校に対し、必要経費の配分を行った。(消耗品費56校)

学校給食食材

購入支援事業

107,236

国(交)107,236

学校給食用食材の価格が高騰するなか、保護者の負担を増やさずに

児童生徒に対し、これまで通りの栄養バランスや量を保った学校給食を

提供するため、ＰＴＡ等へ補助を行った。

佐土原学校給

食センター排

水処理施設整

備事業

30,908

越 8,008

債 22,900

排水処理施設の一部機能である回転円板が故障したため、更新工事を

行った。

【令和 3年度からの繰越事業】30,907,595 円
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文 化 財 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

55 教育費

30 社会

教育費

35 文化財

費

文化財保護調

査管理費

千円

23,220

使・手 103

県 1,357

国・県・市指定等の文化財を適切に保護・管理し、多くの市民に親し

まれる文化財として活用を図るため、次の事業を行った。

１ 文化財審議会の開催

２ 指定文化財等管理

・国指定史跡｢生目古墳群｣、「蓮ヶ池横穴群」、｢穆佐城跡｣、｢佐土

原城跡｣、「本野原遺跡」

・国指定天然記念物｢高岡の月知梅｣、｢去川のイチョウ｣

・県指定有形文化財｢妙円寺跡石塔群｣

・県指定史跡｢谷村計介旧宅跡｣、｢赤江町古墳｣、｢去川の関跡｣、

｢宮崎市大淀古墳｣、｢住吉村古墳｣、｢宮崎市下北方古墳｣、｢池内

横穴｣、｢高岡町古墳｣、｢清武上猪ノ原遺跡｣

・市指定史跡｢稲津掃部助の墓｣、｢清武城趾｣、｢城ヶ崎俳人墓碑並

びに板碑群｣、｢伊東家僑墓｣、｢伊東祐堯公墓｣、｢歴代安井家墓地｣、

｢蓮徳寺墓碑群｣、｢島津家久・豊久公墓二基｣、「八代藩主島津久

豊の墓」、「山内石塔群」、｢高木兼寛生誕地｣、｢小村薬師堂石塔群｣

・市指定天然記念物｢はぜ馬場のはぜ並木｣、「名木いちょう」

・未指定｢宮崎城跡｣、「檍古墳」

３ 指定文化財等調査

・県指定天然記念物｢アカウミガメ及びその産卵地｣調査研究委託

４ 文化財保存事業補助金

・県指定無形民俗文化財｢巨田池の鴨網猟｣

【補助率】制度(上限)：県 2/5 実績：県 7％

文化財緊急整

備事業

1,682

県 99

天然記念物の樹勢保持・回復のための処置や、文化財標識等の設置・

修繕を行った。

１ 指定文化財等の保護・治療

・国指定天然記念物｢宮崎神社のオオシラフジ｣、「瓜生野八幡のク

スノキ群」

２ 指定文化財標識等整備

・建替 5件

・修繕 3件

３ 指定文化財の管理

・青島地域文化財巡視員による巡視パトロール

【補助率】制度(上限)：県 2/5 実績：県7％

生目古墳群史

跡公園整備事

業

7,571

国 2,102

県 136

債 1,700

国指定史跡｢生目古墳群｣を適正に保存・活用するため、保存整備事業

を実施した。

１ 史跡解説板補修委託

２ 21号墳地下式表示設計

３ 22号墳樹木伐採委託

４ 専門委員会の書面開催

【補助率】制度(上限)：国1/2、県(国補助を除く経費の)2/5

実績：国47％、県3％

蓮ヶ池横穴群

保存整備事業

4,133

国 1,864

県 121

債 1,500

国指定史跡｢蓮ヶ池横穴群｣を適正に保存・活用するため、保存整備事

業を実施した。

１ 34・51号緊急対策工事

２ 出土遺物の整理作業

【補助率】制度(上限)：国 1/2、県(国補助を除く経費の)2/5

実績：国47％、県3％
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文 化 財 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

本野原遺跡保

存整備事業

千円

35,113

使・手 3

国 16,967

県 841

入 2,800

債 14,500

国指定史跡｢本野原遺跡｣を適正に保存・活用するため、保存整備事業

を実施した。

１ 本野原遺跡園路工事（その3）

２ 本野原遺跡園路工事（その4）

【補助率】制度(上限)：国 1/2、県(国補助を除く経費の)2/5

実績：国49％、県2％

佐土原城跡保

存整備事業

6,409

国 4,116

県 114

入 2,170

国指定史跡｢佐土原城跡｣を適正に保存・活用するため、保存整備事業

として、台風による倒木等の処分の災害復旧を行った。

１ 大手道土砂撤去委託

２ 曲輪Ⅸ・曲輪Ⅵ倒木処理委託

３ 中ノ道土塁補修委託

【補助率】制度(上限)：国70％、県(国補助を除く経費の)2/5

実績：国67％、県2％

佐土原城跡花

しょうぶ園管

理事業

1,980

入 1,980

市民の学習や憩いの場として活用するため、佐土原城跡の花しょうぶ

園の維持管理を行った。

・佐土原城跡花しょうぶ園育成管理業務委託

穆佐城跡保存

整備事業

18,031

国 11,472

県 371

入 6,000

国指定史跡｢穆佐城跡｣を適正に保存・活用するため、保存整備事業と

して、台風による倒木等処分の災害復旧を行った。

１ 曲輪9樹木伐採委託

【補助率】制度(上限)：国 1/2、県(国補助を除く経費の)2/5

実績：国48％、県3％

２ 伐採木処分委託（災害復旧）

３ Ａ地区斜面復旧工事（災害復旧）

【補助率】制度(上限)：国 70％、県(国補助を除く経費の)2/5

実績：国 69％、県 2％

穆佐城跡ガイ

ダンス施設管

理事業

1,019

入 1,000

国指定史跡｢穆佐城跡｣の公開活用を図るため、ガイダンス施設の管理

運営を行った。

１ 利用状況 910人(開館日数 114日)

２ ｢穆佐城を守る会｣による公開対応
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文 化 財 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

二見家住宅管

理事業

千円

925

入 900

県指定有形文化財｢旧二見家住宅｣の一般公開を行った。

１ 利用状況 538人(開館日数 76日)

２ ボランティア｢去川案内人｣による公開対応

田野伝承芸能

館管理事業

669

使・手 53

田野町雨太鼓を中心とする民俗芸能や社会教育団体に活動の場を提供

するため、田野伝承芸能館の管理を行った。

・利用状況 2,815 人

受託発掘調査

事業

16,012

諸 16,012

開発等により消滅する遺跡の記録保存を行うために、開発を行う民間

企業等から委託を受けて、埋蔵文化財発掘調査を実施した。

１ 受託発掘調査事業

・畑地帯総合整備事業（内山東地区）発掘調査

(決算額：1,518,173 円、諸 1,518,173 円)

２ その他の事業

・第２花見工業団地発掘調査事業

(決算額：14,493,159 円、諸 14,493,159 円)

埋蔵文化財発

掘調査事業

6,778 公共事業・民間開発に伴う、埋蔵文化財の試掘・確認調査を行った。

・試掘・確認調査の実施(110件)

補助対象発掘

調査事業

10,728

国 5,363

県 2,071

国庫補助の対象となる個人事業等の埋蔵文化財発掘調査及び出土遺物

の整理作業や、遺跡分布地図の作成を行った。

・市内地区遺跡発掘調査（発掘調査4件、整理作業6件）

・遺跡詳細分布調査

【補助率】制度(上限)：国1/2、県(国補助を除く経費の)1/5

実績：国1/2、県19％

民俗芸能伝承

事業

3,448 地域に唄い踊り継がれてきた民俗芸能の掘り起こし、保存、後継者育

成を図るため、民俗芸能団体へ助成を行った。また、3年ぶりに｢みやざ

き民俗芸能まつり｣を開催した。

１ 民俗芸能団体活動助成 40団体

※登録団体数 64団体

旧宮崎市域 42団体、佐土原町域 3団体、田野町域 7団体、

高岡町域 7団体、清武町域 5団体

２ ｢第34回みやざき民俗芸能まつり｣ 令和4年11月19日開催

（会場 清武文化会館 半九ホール 入場者数 215人）
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文 化 財 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

史跡・埋蔵文

化財公開活用

事業

千円

2,538

国 1,233

6つの国指定史跡や埋蔵文化財関係資料等に関するイベントを開催

し、それぞれの周知を図った。また、活用の基礎資料となる遺物等の再

整理もあわせて行った。

１ 埋蔵文化財センターでの企画展示の実施(年2回)

２ 史跡・埋蔵文化財を活用したイベントの実施(年8回)

・国史跡パネル展（令和4年7月20日～令和5年1月15日、延べ18,506

人）

・ドキ土器！わくわく！おおむかし体験（令和4年10月18日、25日、

延べ55人）

・蓮ヶ池史跡公園開園30周年記念「蓮フェス（ぶらり住吉の旅 住

吉地域の歴史をめぐる）」（令和4年11月12日、9人）

・蓮ヶ池史跡公園開園30周年記念「蓮フェス（蓮ヶ池横穴群謎解き

アドベンチャー）」（令和4年11月12日、140人）

・生目古墳群ｄｅピクニック（令和4年12月3日、500人）

・ＭＩＹＡＺＡＫＩ山城クエスト（令和5年2月4日～3月19日、982

人）

・穆佐城であそぼう！！（令和5年2月18日、153人）

・「ブラリサドワラ」（令和5年2月25日、113人）

３ 出土資料の整理収蔵及び活用

【補助率】制度(上限)：国1/2 実績：国1/2

郷土の歴史Ｐ

Ｒ事業

3,395

諸 597
文化財や郷土の歴史への理解、愛護意識を深めてもらうため、出前授

業や授業者支援、講座やイベント等を行った。

①出前授業 （21 校、39 回、延べ 2,948 人）

②授業者支援 学校への出張職員研修（8校、5回、141 人）

③授業者支援 オンライン講座「松井用水路」（1回、31 人）

④授業者支援 みやざき歴史秘話ヒストみや！2022‐2023（3 回、44 人）

⑤レキシ博士からの救助要請（令和4年8月1日～9月25日、63人）

⑥蓮ヶ池史跡公園開園30周年記念「蓮フェス（シンポジウム）」（令和4

年11月12日、100人）

旧みやざき歴

史文化館管理

事業

10,381

使・手 2

本市に残る貴重な文化財を適切に保存・活用するため、旧みやざき歴

史文化館の収蔵機能の維持に必要となる管理業務を行った。

歴史資料館改

修事業

12,349

債 6,000

歴史資料館の適切な施設管理及び安全確保を図るため、経年劣化等に

より改修が必要となった施設の改修に伴う設計委託、改修工事を行っ

た。

・生目の杜遊古館体験学習館食堂全熱交換器更新工事

・安井息軒記念館空調機器改修実施設計業務委託

・佐土原歴史資料館鶴松館玄関屋根補修工事
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文 化 財 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

歴史資料館管

理運営事業

千円

133,624

使・手 214

諸 27

生目の杜遊古館・佐土原歴史資料館・天ケ城歴史民俗資料館の 3館及

び安井息軒記念館について、効率的な運営を図り市民のニーズに対応す

るため、指定管理者の管理運営により適切な事業展開を行った。

１ 指定管理者

・生目の杜遊古館他 2施設 (公財)宮崎文化振興協会

・安井息軒記念館 (特非)安井息軒顕彰会

指定期間はともに令和 2年 4 月～令和 5年 3 月

２ 利用状況

清武の大クス

樹木再生事業
2,640

国 1,320

県 85

入 1,000

国指定天然記念物の樹勢保持・回復のため、枝折れ対策処置を行った。

・国指定天然記念物｢清武の大クス｣

【補助率】制度(上限)：国1/2、県(国補助を除く経費の)2/5

実績：国1/2、県3％

開館日数 入館者数 大人 小人

生目の杜遊古館 300 日 21,865 人 15,647 人 6,218 人

佐土原歴史資料館 138 日 7,970 人 6,198 人 1,772 人

天ケ城歴史民俗資料館 138 日 14,472 人 9,169 人 5,303 人

安井息軒記念館 302 日 7,712 人 5,555 人 2,157 人

合 計 878 日 52,019 人 36,569 人 15,450 人
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会 計 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

15 総務費

10 総務

管理費

12 会計

管理費

コンビニエン

スストア収納

事業

千円

21,973

分・負 11

諸 21,962

市県民税、固定資産税、軽自動車税及び保育料について、コンビニ

エンスストア納付により、納税者の利便性向上を図った。

コンビニエンスストア納付状況 (単位：件)

65 公債費

10 公債費

15 利子

一時借入金利

子

27 直近3か月の収入・支出の把握に努め、適正な資金管理を行うととも

に、資金不足時においては、指定金融機関からの一時借入利子(当座貸

越)の縮減を図るため、保有債券の売り現先取引(証券会社)により、低

利率での一時借入を実施した。

＜参考＞

マイナス金利政策の継続やコロナ禍による経済への影響に伴い超低

金利状態が続くなか、資金に余裕がある時期には、大口定期等による

運用を行い、利息の獲得に努めた。

区 分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

市 県 民 税 89,417 91,784 97,674

固定資産税 145,474 153,537 164,727

軽自動車税 92,599 96,782 99,014

保 育 料 － － 170

合 計 327,490 342,103 361,585

一時借入金の状況 (単位：千円)

借入方法 借入期間 借入日数 借入額 利子

売り現先 令和5年3月2 0日から令和5年3月2 7日まで 7 日間 700,525 27

資金運用の状況 (単位：千円)

運用期間 運用回数 延べ運用額 獲得利息

令和 4年 4 月 1 日から令和 5年 3 月 3 1 日まで

※年間を通じて随時実施
112 回 1,254,600,000 280
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(公営住宅建設資金特別会計) 建築住宅課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

10 住宅費

10 住宅

管理費

10 住宅維持

管理費

公営住宅維持

管理事業

千円

662,303

使・手537,328

財 90,488

入 18,588

諸 15,899

住宅に困窮する低額所得者に対して優良で低廉な家賃の賃貸住宅を

提供するため、市営住宅等の管理を適正かつ合理的に行うよう努めた。

なお、令和4年度末の市営住宅等の管理戸数は、59団地5,389戸である。

指定管理者 宮崎市営住宅管理センター

代表構成員 (一社)宮崎県宅地建物取引業協会

指定期間 令和3年4月～令和8年3月

１ 事業執行状況

(１)市営住宅等の管理

(２)市営住宅等基金積立金

(３)入居敷金払戻金等 14,168,420円

(４)人件費 51,364,647円

○ 市営住宅等の管理戸数 (単位：戸)

(令和5年3月31日現在)

２ 入居者募集状況(定期募集)

※応募倍率＝応募世帯数÷募集戸数

住宅使用料収納事務費 2,822,611 円

一般管理費 14,204,688 円

宮崎市営住宅等指定管理料 477,606,900 円

計 494,634,199 円

第１号基金(入居敷金) 11,647,200 円

第２号基金(基金利子・財産収入) 90,487,817 円

計 102,135,017 円

住宅種別 木造 簡平
準

耐火

低層

耐火

中 層

耐 火

高層

耐火
計

公営住宅 34 358 11 24 4,643 277 5,347

特定公共

賃貸住宅
0 0 0 0 0 14 14

市 単 独

住 宅
3 12 0 0 8 0 23

山村定住

住 宅
5 0 0 0 0 0 5

計 42 370 11 24 4,651 291 5,389

期別
募集戸数

(戸)

応募

世帯数

入居

世帯数

応募倍率

(倍)

第 １ 期 46 122 23 2.7

第 ２ 期 40 142 25 3.6

第 ３ 期 30 151 24 5.0

第 ４ 期 35 162 19 4.6

計 151 577 91 3.8
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建築住宅課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

10 住宅費

15 公営住宅

建設費

20 公営住宅

建設費

公営住宅建設

事業

千円

473,049

使・手100,055

国 150,264

入 34,694

越 9,336

債 178,700

既存市営住宅ストックを有効に活用し、快適で安全な市営住宅を供給

するため、国庫補助を活用した公営住宅ストック総合改善事業及び公営

住宅整備事業を実施した。

事業執行状況

(１)公営住宅ストック総合改善事業 376,868,400円

(【補助率】制度(上限)：国45％ 実績：国45％)

①外壁改修・屋上防水

②電気幹線改修

③その他

(【補助額】制度(上限)：全国公営住宅火災共済機構 1,000,000円

実績：全国公営住宅火災共済機構 1,000,000円 )

消火器取替業務委託 5,041,850円

【令和3年度からの繰越事業】

生目台団地(198棟)外壁改修・屋根改修工事 21,363,833円

【令和5年度への繰越事業】

中央団地(48-1棟)電気幹線改修工事 13,200,000円

鳥居原団地(外壁改修) 61,354,613 円

小戸団地(外壁改修・屋上防水) 17,735,563 円

光団地(外壁改修) 31,724,224 円

学園木花台団地(外壁改修・屋根改修) 11,606,962 円

生目台団地(外壁改修・屋根改修) 39,819,379 円

国富が丘団地(外壁改修) 24,626,360 円

大塚台団地(外壁改修) 13,841,691 円

大坪団地(屋上防水) 16,170,000 円

計 216,878,792 円

大島団地 21,956,000 円

大島西団地 20,815,300 円

追手団地 11,979,767 円

鶴島団地 14,597,000 円

計 69,348,067 円

大島北団地区画線改修工事 3,572,360 円

鳥居原団地区画線改修工事 924,000 円

飛江田団地倉庫改築工事 7,023,192 円

入居率向上住戸改善工事等 5,593,665 円

大島北団地火災復旧工事 14,168,485 円

大塚台団地火災復旧工事 7,254,500 円

集合郵便受取替工事 3,039,392 円

揚水ポンプ取替工事 3,929,200 円

高架水槽塗装工事 2,255,000 円

共用灯取替工事 1,760,000 円

委託等 14,716,064 円

計 64,235,858 円
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建築住宅課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

千円

(２)新町・追手団地建替事業 76,859,771円

入居者移転補償費等 1,076,160円

(【補助率】制度(上限)：国45％ 実績：国45％)

ＰＦＩ事業契約に係る公有財産購入費 69,300,000円

モニタリング支援業務委託 3,967,000円

埋蔵文化財発掘調査費 2,516,611円

(３)民間賃貸住宅家賃等補助事業 276,000円

(４)事務費及び人件費 19,043,930円

15 公債費

10 公債費

10 元金

15 利子

市債元利償還

金

426,723

使・手425,485

入 1,238

市営住宅建替及び既存住宅の改修を行うために借り入れた市債の償

還を行った。

事業執行状況

元 金 償 還 額 386,674,310 円

利 子 償 還 額 40,048,149 円

計 426,722,459 円
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(国民健康保険特別会計) 国保年金課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

10 総務費

10 総務

管理費

10 一般

管理費

国民健康保険

一般管理費

千円

138,211

県 32,632

入 105,579

国民健康保険事務管理費 62,172,392円

医療費適正化特別対策事業 21,251,954円

共同電算事務費 53,232,507円

ジェネリック医薬品使用促進事業 1,553,942円

①レセプト(診療報酬明細書)点検体制の充実強化

医療機関等から請求のあった診療報酬を適正に支払うため、レセプ

トの内容点検や被保険者の資格(負担割合等)点検を行った。

②被保険者への啓発・周知等の徹底

・啓発リーフレットの配布(年1回)

制度や各種保健事業を案内するため、納付書発送にあわせて、国

保加入全世帯にリーフレットを配布した。

・医療費通知(年3回)

病院受診等があった世帯に対し、受診した医療機関名や費用額等

を通知した。 発送数 167,176通

・ジェネリック医薬品使用促進通知(年3回)

ジェネリック医薬品にすることで、一部負担金の軽減が見込まれ

る被保険者に、軽減(見込)額を記載した差額通知を送付した。

対 象 者 100円/月以上の差額が見込まれる人

対象医薬品 悪性腫瘍や精神疾患関連薬及び公費負担されて

いる薬を除くもの全て

発 送 数 15,051通

・保健指導等事業

重複・頻回受診者に、電話や郵送による保健指導等を行った。

保健指導等件数 8件

③第三者行為の求償

交通事故等の第三者行為により生じた保険給付(保険者負担分)に

ついて、その第三者(加害者)に対する損害賠償請求を行った。

収納件数 331件(収納額 24,807,809円)

10 総務費

15 徴税費

10 賦課

徴収費

賦課事務費 13,592

県 88

入 13,504

国民健康保険税の適正賦課に努めた。

①納税通知書の発送

発送件数 82,150件(うち当初発送 57,555件)

②未申告者に対する申告勧奨

申告書を発送し、申告の勧奨を行った。

発送件数 9,292件(8月、1月実施)

③二重加入者への国保脱退勧奨

職場の健康保険の資格取得者で国民健康保険の資格が存続してい

る人に対し、国保脱退の勧奨を行った。

発送件数 3,122件

過誤調整 再審査請求

件数 金額 件数 金額

内容点検 6,001 件 50,058 千円 4,862 件 9,812 千円

資格点検 6,686 件 184,339 千円 － －
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国保年金課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

10 総務費

20 運営協議

会費

10 運営協議

会費

国民健康保険

運営協議会費

千円

39

入 39

国民健康保険事業の運営に関する重要事項を審議するため、宮崎市国

民健康保険運営協議会を開催した。

・開催期間 令和4年8月10日～8月24日(書面開催)

令和5年2月3日～2月17日(書面開催)

・主な内容 宮崎市国民健康保険特別会計の予算案・決算案について

宮崎市国民健康保険税条例の一部改正案について

宮崎市国民健康保険条例の一部改正案について

15 保険給付費

10 療養諸費

10 一般被保

険者療養

給付費

15 退職被保

険者等療

養給付費

20 一般被保

険者療養

費

30 審査支払

手数料

15 高額療養

費

10 一般被保

険者高額

療養費

20 一般被保

険者高額

介護合算

療養費

保険給付費 28,922,751

国保税 74,189

県 28,838,723

諸 9,839

被保険者の疾病、負傷等に対し、療養の給付、療養費、高額療養費等

の保険給付を行った。

①療養の給付

医療機関で行った診療、調剤等(現物給付)に対する給付を行った。

・一般被保険者療養給付費 24,922,205,884円

・退職被保険者等療養給付費 15,603円

②療養費

医師が治療上必要と認めた治療用装具を作ったときや柔道整復、あ

んま・マッサージ、はり・きゅう施術を受けたときなどの給付を行っ

た。

・一般被保険者療養費 186,471,875円

③審査支払手数料

宮崎県国民健康保険団体連合会が行った診療報酬明細書(レセプ

ト)の審査事務及び医療機関に対する診療報酬等の支払事務に対し

て、手数料を支払った。

・診療報酬審査支払手数料 74,189,257円

④高額療養費

入院や外来により、医療機関での自己負担額が高額になる被保険者

の負担を軽減するため、世帯員又は世帯ごとに合算した自己負担額が

限度額を超えた場合、超えた金額を償還払い等により支給した。

・一般被保険者高額療養費 3,735,813,855円

⑤高額介護合算療養費

介護保険と医療保険の自己負担額が高額になる被保険者の負担を

軽減するため、同一世帯内に介護保険の受給者がいる被保険者の年間

の医療保険と介護保険の自己負担合算額が限度額を超えた場合、超え

た金額を医療保険及び介護保険の自己負担額の比率に応じて、支給し

た。

・一般被保険者高額介護合算療養費 4,053,730円
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保険給付費の交付

28,838,722,634 円

国保年金課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

15 保険給付費

20 出産育児

諸費

15 出産育児

一時金

出産育児一時

金補助

千円

116,738

国保税 38,913

入 77,825

被保険者が出産したとき、子ども1人につき一定額を支給した。

15 保険給付費

25 葬祭諸費

10 葬祭費

葬祭費 11,140

国保税 11,140

被保険者が亡くなったとき、葬祭を行った人に対して20,000円を支給

した。

15 保険給付費

35 傷病手当

諸費

10 傷病手当

金

傷病手当金 5,520

国保税 675

県 4,845

新型コロナウイルスの感染防止のため、宮崎市国民健康保険の被保険

者のうち被用者について、新型コロナウイルスに感染、または、発熱等

の症状があり感染が疑われる場合に、その療養のため労務に服すること

ができなかった期間に対し、傷病手当金を支給した。

16 国民健康保

険事業費納

付金

10 医療給付

費分

10 一般被保

険者医療

費給付費

分

15 後期高齢

者支援金

等分

10 一般被保

険者後期

高齢者支

援金等分

20 介護納付

金分

10 介護納付

金分

国民健康保険

事業費納付金
11,016,989

国保税

7,048,437

使・手 3,043

国 25

県 414,169

入 3,486,853

諸 64,462

県が行う市町村への保険給付費等交付金やその他国保事業に要する

費用の財源の一部として、県が市町村ごとに決定した国保事業費納付金

を県へ納付した。

＜参考＞事業費納付金の推移

支給件数

産科医療補償制度加入の医療

機関での出産(42万円)…①
260件

①以外での出産(～R3.12.31)
(40.4万円)

4件

①以外での出産(R4.1.1～)
(40.8万円)

15件

支給件数

支給実績 557件

R3 R4

支給件数 41件 236 件

支給金額 1,745,474 円 5,519,168 円

金額 増減額

令和 2年度 12,291,278,937 円 －

令和 3年度 11,072,634,869 円 △1,218,644,068 円

令和 4年度 11,016,988,913 円 △55,645,956 円

宮
崎
県

宮
崎
市

納付金の決定

納付金の支払い

11,016,988,913 円

保険給付

保険税の徴収

被
保
険
者
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国保年金課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

30 保健事業費

05 特定健康

診査等事

業費

10 特定健康

診査等事

業費

特定健診・特

定保健指導事

業

千円

182,163

県 177,705

入 4,458

40歳以上75歳未満の被保険者を対象に、生活習慣病の要因となる動脈

硬化を進行させるメタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の予

防・改善を目的として「特定健康診査」を実施し、健診結果に応じて「特

定保健指導〔動機付け支援・積極的支援〕」を実施した。

30 保健事業費

10 保健事業

費

10 保健衛生

普及費

特定健診定着

化事業

14,991

県 14,991

特定健診及び特定保健指導の受診率を向上させるため、保健指導未利

用者に対して電話による受診勧奨を、特定健診未受診者に対して業者委

託によるAIを活用した受診勧奨(ハガキによる勧奨)を実施した。

(【補助率】制度(上限)：県10/10 実績：県10/10)

・ハガキ勧奨者数 42,506人

・電話勧奨者数 766人

<参考：特定健診受診率> （単位：％）

特定健診の受診率向上と若い世代からの健診に対する意識向上を図

るため、35歳から39歳までの国保加入者に対し、特定健診を行った。

・受診者数 388人

生活習慣病重

症化予防事業

366

県 366

特定健診受診者に対し、生活習慣病の重症化を予防するため、保健

師・管理栄養士等による訪問指導等を行った。

(【補助率】制度(上限)：県 10/10 実績：県 10/10)

・対象者数 ①未治療者 1,540 人

②中断者 4人

③ハイリスク者 3人

適正服薬促進

事業

17

県 17

AI 等を活用してレセプトデータの分析を行い、重複・多剤服薬者を抽

出し、適正な服薬に関する勧奨通知書を送付することにより、医師・薬

剤師への相談を促し、健康増進・多剤服薬による有害事象の抑制を促進

させ、適正な服薬の推進により、被保険者の健康増進を図った。

(【補助率】制度(上限)：県 10/10 実績：県 10/10)

・勧奨対象者 1,838 人

30 保健事業費

10 保健事業

費

15 その他の

給付費

はり･きゅう･

あんま施術事

業

56,820

国保税 56,820

被保険者が、はり・きゅう・あんまの施術を受ける際に、年間60回を

限度として施術料の一部(施術1回につき上限1,200円)を助成した。

・施術件数 47,250 件

特定健診
特定保健指導

(初回面接実施者)

受診者数 17,941人 329人

R1 R2 R3 R4 R5 R6

総合計画 25.5 26.0 26.5 27.0 30.0 31.0

実績値

28.4 25.4 28.1 29.2

R5.5

速報値

-409-



(国民健康保険特別会計) 国保収納課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

10 総務費

15 徴税費

10 賦課

徴収費

徴収事務費

千円

66,761

入 66,761

国民健康保険税の収納率の向上を図るため、滞納している世帯を対

象に、5、11月に催告を行い、それにあわせて休日相談窓口を実施し

た。また、納付に応じない者に対して、厳正な滞納処分を行った。

１ 差押

※１件の差押につき、複数の換価を行う場合がある。

２ 交付要求

３ 収納率(現年度)

10 総務費

15 徴税費

20 滞納

処分費

滞納整理費 13,971

入 13,971

国民健康保険税の収納率の向上を図るため、口座振替勧奨を行い、

納期内納付を推進した。また、コンビニエンスストア納付により、納

税者の利便性向上を図った。

１ 口座振替納付状況

２ コンビニエンスストア納付状況

差押 換価

件数 金額 件数 金額

預金 1,688 429,518,077円 1,693 61,744,909円

給与 44 14,475,055円 519 16,823,179円

国税還付金 21 5,088,149円 15 1,940,151円

生命保険 111 34,068,928円 39 8,136,231円

その他 25 22,866,476円 72 4,422,461円

合計 1,889 506,016,685円 2,338 93,066,931円

交付要求 換価

件数 金額 件数 金額

交付要求 71 39,276,417円 8 2,338,233円

令和2年度 令和3年度 令和4年度

92.58％ 93.33％ 93.25％

件数 税額

振替利用調定額 ① 157,707 2,986,587,900円

振替納付額 ② 151,643 2,854,568,900円

割合 ②/① 96.15％ 95.58％

件数 税額

180,445 2,316,904,859円
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(後期高齢者医療特別会計) 国保年金課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

10 総務費

10 総務

管理費

10 一般

管理費

後期高齢者医

療保険事務管

理費

千円

35,837

入 35,837

後期高齢者医療保険事務を行うため、必要な経費を支出した。

10 総務費

20 徴収費

10 賦課

徴収費

賦課事務費 11,731

入 11,731

適正賦課に努めるとともに、被保険者へ制度等の周知徹底を図った。

・納入通知書の発送にあわせて、制度や保健事業等の案内(リーフレ

ット)を被保険者に配布した。

・未申告者に対する申告勧奨を実施した。

20 後期高齢者

医療広域

連合納付金

10 後期高齢

者医療広

域連合納

付金

10 後期高齢

者医療広

域連合納

付金

後期高齢者医

療広域連合納

付金

1,149,912

入 1,149,912

被保険者の保険料軽減及び後期高齢者医療制度の安定を図るため、後

期高齢者医療制度の運営主体である宮崎県後期高齢者医療広域連合に

対し負担金を納付した。

・保険基盤安定負担金 1,149,911,626円

低所得者等の保険料軽減分を公費により負担(県3/4、市1/4)

30 保健事業費

10 健康保持

増進事業

費

10 健康診査

費

健康診査事業 99,830

諸 99,830

宮崎県後期高齢者医療広域連合から受託し、後期高齢者医療制度の被

保険者を対象とする健康診査を行った。

・受診者数 10,610 人
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(後期高齢者医療特別会計) 国保収納課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

10 総務費

20 徴収費

20 滞納

処分費

滞納整理費

千円

2,738

使・手 853

入 1,885

後期高齢者医療保険料の収納率の向上を図るため、期限内に保険料を

納付しなかった被保険者に対し、催告書や督促状の送付等を行った。

・新規滞納者への早期対応(訪問、電話)

・催告書の発送、訪問指導・臨戸徴収

・納税相談窓口の開設(休日)

・滞納処分の実施

20 後期高齢者

医療広域

連合納付金

10 後期高齢

者医療広

域連合納

付金

10 後期高齢

者医療広

域連合納

付金

後期高齢者医

療広域連合納

付金

4,008,319

保険料

3,993,981

越 13,454

諸 884

後期高齢者医療制度の運営主体である宮崎県後期高齢者医療広域連

合に対し負担金を納付した。

○ 保険料負担金 4,008,318,030円

被保険者から徴収した保険料を納付した。
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(公園墓地特別会計) 環境政策課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

10 総務費

10 霊園

管理費

10 霊園

維持

管理費

市営墓地管理

運営事業

千円

93,247

使・手 84,653

入 8,477

諸 117

市営墓地を適切に維持管理するため、除草や清掃、植栽管理、園内

整備等を行うとともに、墓地の使用許可、承継承認、工事施行承認等

の円滑な事務手続きに努め、市民サービスの向上を図った。

(令和5年3月31日現在)

合計12墓地 20,168区画

※合葬墓を除く、宮崎南部墓地公園は納骨堂を含む。

令和4年度墓地使用許可申請受付件数

・墓地管理運営費 59,594,234円

・宮崎みたま園指定管理料 11,967,880円

・指定管理者 宮交ビルマネジメント㈱

・指定期間 令和4年4月～令和9年3月

・宮崎南部墓地公園指定管理料 21,684,000円

・指定管理者 グループ やすらぎ

代表構成員 (株)ふじもと美誠堂

・指定期間 令和4年4月～令和9年3月

桃山墓地整備

事業

13,413

使・手 13,413

桃山墓地の環境整備のため、危険箇所の安全対策（柵設置・樹木伐

採）、参道の整備等を行った。

15 公債費

10 公債費

10 元金

15 利子

市債元利償還

金

186,840

使・手 52,352

入 134,488

市営墓地造成や納骨堂等の建設をするために借り入れた市債の償還

を行った。

事業執行状況

墓地名 区画数 墓地名 区画数

宮崎みたま園 11,050 権現墓地 306

宮崎南部墓地公園 4,438 瀬頭墓地 333

戸林墓地 79 佐土原墓地公園 643

倉之町墓地 84 木原墓地 811

毛久墓地 361 龍福寺墓園 549

福島町墓地 144 下原墓地 1,370

項 目 件 数

墓地使用許可申請 492

内

訳

旧宮崎市域 466

佐土原町域 7

高岡町域 17

清武町域 2

元 金 償 還 額 184,535,320 円

利 子 償 還 額 2,304,363 円

計 186,839,683 円
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(卸売市場特別会計) 市 場 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

10 卸売市場費

10 卸売市場

費

10 卸売市場

管理費

中央卸売市場

管理運営事業

千円

141,756

使・手 14,856

県 7

諸 126,893

取扱実績(令和4年度)

(単位：千円)

・端数処理(四捨五入)により数値に整合しない部分がある。

・1日当たりの取扱高は、青果部・水産物部・花き部それぞれの

取扱高を開市日で除した数値。各開市日は次のとおり。

青果部：250日、水産物部：256日、花き部：249日

（花き部 切花・枝もの：197日、鉢もの・その他：52日）

市場内の適正な管理を行った。

< 内 訳 >

報酬 5,621千円

職員手当等 868千円

共済費 887千円

旅費 297千円

需用費（うち 光熱水費 124,383千円） 125,822千円

役務費 804千円

委託料 248千円

使用料及び賃借料 1,477千円

負担金補助及び交付金 5,732千円

合計 141,756千円

中央卸売市場

市場施設維持

管理事業

115,272

使・手 115,272

市場内施設の維持管理等を行った。

< 修 繕 > 33,567千円

機械設備修理、照明器具修理、シャッター修理 等

< 委 託 > 81,262千円

警備業務委託、清掃業務委託 等

区 分
取 扱 高 1日当たり取扱高

数 量 金 額 数 量 金 額

青

果

部

野 菜 82,312ｔ 20,895,594 329.2ｔ 83,582

果 実 12,804ｔ 6,552,280 51.2ｔ 26,209

合 計 95,115ｔ 27,447,874 380.5ｔ 109,791

水

産

物

部

生 鮮 12,721ｔ 7,896,666 49.7ｔ 30,846

冷 凍 339ｔ 570,598 1.3ｔ 2,229

加 工 426ｔ 576,686 1.7ｔ 2,253

合 計 13,485ｔ 9,043,950 52.7ｔ 35,328

青果水産合計 108,601ｔ 36,491,825 433.2ｔ 145,119

花

き

部

切 花 20,596千本 1,653,565 104.5 千本 8,394

枝もの 1,327千束 183,011 6.7 千束 929

鉢もの 704千鉢 419,366 13.5 千鉢 8,065

その他 1,569千個 72,996 30.2 千個 1,404

合 計 - 2,328,938 - 18,792

総取扱金額 - 38,820,762 - 163,911
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市 場 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

中央卸売市場

市場施設整備

事業

千円

91,205

使・手 5

債 91,200

市場内施設の整備を行った。

91,205千円

< 工 事 > 90,009千円

消火設備改修工事

総合食品売場棟屋上防水改修工事

水産棟直流電源装置更新工事

管理事務所棟屋上防水改修工事

花き棟定温倉庫冷却器更新工事

< 委 託 > 1,196千円

冷蔵庫棟直流電源装置更新工事設計業務委託

管理事務所棟空調機改修工事実施設計業務委託

卸売市場経営

健全化支援事

業

1,045

使・手 1,045

市場の卸売業者及び仲卸業者の適切かつ健全な経営を確保するため、

専門職による財務検査、経営診断及び指導を行った。

中央卸売市場卸売業者財務検査 1,045千円

卸・仲卸業者経営診断

市場活性化事

業
1,395

使・手 1,395

市場を活性化するために、イベントへの補助や親子市場見学会を行っ

た。

< 助成先 >

宮崎市中央卸売市場関連店舗組合 700千円

宮崎おさかな普及協議会 400千円

水産物出荷促

進支援事業
2,998

諸・ 2,998

市内漁協から卸売市場への出荷促進を図るため、市場出荷の際に必要

となる委託手数料の一部の助成を行った。

< 助成先 >

市内の 4漁業協同組合（宮崎市・檍浜・一ツ瀬・宮崎）

< 内 訳 >

宮崎市 2,018 千円

檍浜 324 千円

一ツ瀬 67 千円

宮崎 589 千円

開設４５周年

記念コロナ復

興支援市場ま

つり開催事業

2,340

国(交)・ 2,340

市場活性化や生鮮食料品等の消費拡大に繋げるため、また新型コロナ

ウイルス感染症の影響を受けた市民や市場関係者に対して、元気回復を

応援するため、市場まつりを開催した。

開催日 令和 4年 11 月 27 日（日）

開催場所 宮崎市中央卸売市場

来場者数 15,000 人

15 公債費

10 公債費

10 元金

15 利子

市債元利償還

金

137,748

使・手 123,477

入・ 14,271

市場内施設の整備を行うために借り入れた市債の償還を行った。

< 内 訳 >

市債元金償還金 132,064千円

市債利子 5,684千円

計 137,748千円
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(母子父子寡婦福祉資金特別会計) 子育て支援課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

10母子父子寡

婦福祉資金

貸付事業費

10 母子父子

寡婦福祉

資金貸付

事業費

10 母子父子

寡婦福祉

資金貸付

事業費

母子父子寡婦

福祉資金貸付

事業

千円

5,121

諸 5,121

母子・父子家庭及び寡婦の経済的自立の助成と生活意欲の助長を図

り、あわせてその扶養している児童の福祉を増進するため、資金の貸付

けを実施した。

事務費 ： 952,650円

貸付実績額：4,168,000円(新規11件、継続0件)

15 公債費

10 公債費

10 元金

母子父子寡婦

福祉資金償還

金

12,822

越 12,822

母子及び父子並びに寡婦福祉法第37条第2項の規定に基づき、特別会

計上の剰余金の一部を国に償還した。

25 諸支出金

10 繰出金

10 一般会計

繰出金

母子父子寡婦

福祉資金繰出

金

6,924

越 6,924

母子及び父子並びに寡婦福祉法第37条第5項の規定に基づき、特別会

計上の剰余金の一部を国に償還したことに伴い、一定額を一般会計に繰

り出した。
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(介護保険特別会計) 福祉総務課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

17 地域支援

事業費

15 包括的支

援事業・

任意事業

費

10 包括的支

援事業・

任意事業

費

成年後見制度

利用支援事業

千円

21,583

保険料 4,876

分・負 343

国 8,163

県 4,082

入 4,119

認知症等により介護サービスの利用契約や金銭管理等が困難な身寄

りのない方を支援するため、後見等開始の審判申立てを行った。

また、市長申立てや親族申立てで費用負担が困難な方を支援するた

め、申立てや後見人等の報酬に係る費用を助成した。

(【負担率】制度：国 38.5％、県 19.25％ 実績：国 38.5％、県 19.25％)

・申立件数 34 件

・報酬助成件数 110 件
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(介護保険特別会計) 地域包括ケア推進課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

17 地域支援

事業費

15 包括的支

援事業・

任意事業

費

10 包括的支

援事業・

任意事業

費

地域包括支援

センター運営

事業

千円

546,268

保険料125,641

国 210,313

県 105,157

入 105,157

介護予防の推進、ケアマネジャーの後方支援、高齢者の総合相談窓口

及び権利擁護等を実施するため、市内に 19 か所設置している地域包括

支援センターの管理運営を行った。

(【負担率】制度：国38.5％、県19.25％ 実績：国38.5％、県19.25％)

生活支援体制

整備等事業

14,237

保険料 3,274

国 5,481

県 2,741

入 2,741

生活支援・介護予防に係るサービス基盤整備のため、資源開発やネッ

トワーク構築といった取組を行う生活支援コーディネーターの配置、多

様な関係主体間の定期的な情報共有及び連携・協働を行う協議体の活動

を行った。

(【負担率】制度：国38.5％、県19.25％ 実績：国38.5％、県19.25％)

認知症カフェ

等推進事業

1,429

保険料 329

国 550

県 275

入 275

認知症の人が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、認知

症の人を支えるつながりを支援し、認知症の人の家族の介護負担軽減を

図るため、認知症カフェの運営を支援した。

(【負担率】制度：国 38.5％、県 19.25％ 実績：国 38.5％、県 19.25％)

認知症カフェを月 2回以上実施(うち年 1回介護教室を開催)する団体

に対しその運営費を助成した。

(大塚地区他6か所 計7か所 延べ参加者数1,407名)

認知症初期集

中支援チーム

推進事業

20,069

保険料 4,616

国 7,727

県 3,863

入 3,863

認知症及び認知症が疑われる人や家族に対し、認知症の状態等に応じ

た集中的な支援を行い、自立生活をサポートするため、専門職で構成さ

れた認知症初期集中支援チームを配置した。

(【負担率】制度：国 38.5％、県 19.25％ 実績：国 38.5％、県 19.25％)

○認知症初期集中支援チーム

・委託先 (一財)弘潤会 野崎病院

・構成 専門医 1名

専門職(精神保健福祉士・准看護師・介護福祉士)4 名

・活動内容 訪問によって認知症状態等を把握し、かかりつけ医と連

携しながら認知症に対する適切な医療や介護へ繋ぐ。

認知症地域支

援推進事業

23,180

保険料 5,332

国 8,924

県 4,462

入 4,462

認知症になっても、できる限り住み慣れた地域で生活できるよう支援

するため、専門的な知識を有する認知症地域支援推進員を配置し、認知

症の人やその家族への相談支援を行うとともに、医療・介護関係者をは

じめとする関係機関の連携を図るなど、地域における認知症支援体制の

構築を推進した。

(【負担率】制度：国 38.5％、県 19.25％ 実績：国 38.5％、県 19.25％)

○認知症地域支援推進員

委託先 (一財)弘潤会(北エリア)、(社福)凌雲堂(西エリア)、

(社福)親和会(中央エリア)、（社医）耕和会（南エリア）

構成 各エリアに 1名

※令和 4年 2 月 1 日から中央エリア、令和 4年 4 月 1

日から南エリアに配置
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地域包括ケア推進課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

地域ケア会議

推進事業

千円

2,025

保険料 465

国 780

県 390

入 390

高齢者の自立及び重度化防止を推進するため、薬剤師や管理栄養士、作

業療法士などの専門職の参画のもと、要支援者等のケアマネジメントを検

討する「自立支援型地域ケア会議」を開催した。

(【負担率】制度：国 38.5％、県 19.25％ 実績：国 38.5％、県 19.25％)

会議回数には書面会議を含む。

在宅医療・介

護連携推進事

業

21,293

保険料 4,518

分・負 1,647

国 7,564

県 3,782

入 3,782

在宅医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住みなれた地域で

自分らしく暮らせるよう、在宅医療と介護を一体的に提供するため、業務

を宮崎市郡医師会宮崎市地域包括ケア推進センターに業務を委託するな

どして各取組を行った。

宮崎東諸在宅医療介護連携推進協議会 会議開催2回

(【負担率】制度：国 38.5％、県 19.25％ 実績：国 38.5％、県 19.25％)

家族介護者交

流事業

1,095

保険料 251

国 422

県 211

入 211

高齢者を在宅で介護している家族等を対象に、適切な介護知識・技術の

習得並びに日頃の身体的、精神的な負担の軽減を図るため、交流会を実施

した。

(【負担率】制度：国 38.5％、県 19.25％ 実績：国 38.5％、県 19.25％)

認知症高齢者

支援事業

1,101

保険料 253

国 424

県 212

入 212

認知症の人やその家族を地域で支える体制づくりのため、認知症サポー

ター養成講座を開催し、認知症に対する正しい知識と理解について啓発を

行った。

659,120 円

１人暮らしの認知症高齢者等の防火対策として、電磁調理器等の購入

費の一部を助成した。

また、認知症高齢者を在宅で介護する家族に対して、認知症高齢者が

道に迷い帰宅できなくなった場合に、その位置を確認できる民間の位置検

索サービスを提供し、その費用の一部を助成した。

441,559 円

【防火対策】助成件数 …7件

【位置検索サービス】

新規利用者数 … 10 人

開催回数 検討事例数

41回 96件

開催回数 延べ参加者数

17 回 89 人

開催回数 延べ受講者数

56回 2,123人

電磁調理器

(両手・片手鍋

含む)

火災

警報器

自動

消火器

Ｓｉ

コンロ

電子

ケトル

4台 1台 0台 1台 1台

見守り

ケータイ

ＧＰＳ

端末

ＧＰＳ

端末付靴

見守り

シール

0人 0人 6人 4人
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地域包括ケア推進課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

千円

年度末利用者数 … 62 人

(【負担率】制度：国 38.5％、県 19.25％ 実績：国 38.5％、県 19.25％)

高齢者虐待防

止推進事業

116

保険料 27

国 45

県 22

入 22

高齢者の虐待防止、高齢者虐待を受けた高齢者の迅速かつ適切な保護及

び適切な養護者に対する支援を行うため、関係機関及び弁護士会や医師会

等の団体との連携協力体制の整備を図るとともに、市民への啓発・広報活

動を行った。

(【負担率】制度：国 38.5％、県 19.25％ 実績：国 38.5％、県 19.25％)

緊急通報シス

テム事業

5,415

保険料 1,246

国 2,085

県 1,042

入 1,042

慢性疾患等により、常時注意が必要な1人暮らし高齢者等の緊急時に備

えるため、民間の緊急通報サービスを提供し、利用料の一部を助成した。

(【負担率】制度：国 38.5％、県 19.25％ 実績：国 38.5％、県 19.25％)

17 地域支援

事業費

20 介護予防・

生活支援

サービス

事業費

1 介護予防

・生活支

援サービ

ス事業費

介護予防・生

活支援サービ

ス事業

694,683

保険料 58,322

国 275,127

支払基金交付金

187,564

県 86,835

入 86,835

１ 介護予防型訪問サービス・介護予防型通所サービス

要支援者等が在宅で自立した日常生活を送ることができるよう、訪問

介護、通所介護のサービスを提供した。 661,966,204 円

２ 通所（訪問）型短期集中サービス(サービスＣ)

要支援者等が自ら介護予防の取組を継続できる支援として、リハビリ

専門職等が短期間(3か月から6か月まで)で集中的なプログラムを立案

し、サービスを提供した。 14,190,270 円

３ 通所型短期集中サービス（教室型プログラム）

理学療法士等が立案した運動プログラムに集団で取り組み、身体機能

の向上（体力が低下したときや転倒しそうになったときにとっさに対応

できるからだづくり）を目指す。

実利用者数：67 人 13,200,672 円

４ 訪問型家事援助サービス(訪問型サービスＡ)

掃除、洗濯、調理、買い物などの動作に支援が必要な要支援者等に対

し、家事援助等の生活支援サービスを提供した。

件数：604件 4,790,782 円

５ その他(通信運搬費) 535,005 円

(【負担率】制度：国 25.0％、県 12.5％ 実績：国 25.0％、県 12.5％)

見守り

ケータイ

ＧＰＳ

端末

ＧＰＳ

端末付靴

見守り

シール

1人 5人 14人 42 人

事業者数 年度末登録者数

4社 167人

サービス種別 件数 金額

介護予防型訪問サービス 7,431 件 134,702,655 円

介護予防型通所サービス 18,961 件 527,263,549 円
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地域包括ケア推進課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

栄養ケアマネ

ジメント配食

サービス

千円

57

保険料 14

国 14

支払基金交付金

15

県 7

入 7

低栄養のリスクが高い人や、食事療養の管理が難しい人に対し、適切

な食生活の定着を目的として、配食サービスを提供した。

(【負担率】制度：国 25.0％、県 12.5％ 実績：国 25.0％、県 12.5％)

実利用者数：7人（175 食）

17 地域支援

事業費

20 介護予防・

生活支援

サービス

事業費

2 介護予防

ケアマネ

ジメント

事業費

介護予防ケア

マネジメント

事業

66,851

保険料 15,723

国 16,365

支払基金交付金

18,049

県 8,357

入 8,357

高齢者が地域において自立した日常生活を送るため、地域包括支援セン

ター等が要支援者等に対するアセスメントを実施し、ケアプランを作成し

た。

(【負担率】制度：国 25.0％、県 12.5％ 実績：国 25.0％、県 12.5％)

作成件数 14,574 件

17 地域支援

事業費

25 一般介護

予防事業

費

1 一般介護

予防事業

費

ぐるみん宮崎

推進拠点事業

6,125

保険料 1,440

国 1,500

支払基金交付金

1,653

県 766

入 766

地域包括ケアシステムの地域拠点として、地域に根ざした介護予防・

生活支援の充実を図るため、集いの場を提供し、介護予防に資するサービ

スを提供した。

(【負担率】制度：国 25.0％、県 12.5％ 実績：国 25.0％、県 12.5％)

フレイル予防

短期スクール

事業

19,353

保険料 4,552

国 4,738

支払基金交付金

5,225

県 2,419

入 2,419

フレイル状態又はフレイル状態になる可能性の高い高齢者に対し、介護

予防の正しい知識を伝えて生活の中で自主的に取り組むことを促すため、

「運動・口腔・栄養・認知症予防」の内容で3か月間（全12回）のフレイ

ル予防短期スクールを年4回、市内10か所で開催した。

※「フレイル」とは：要介護状態に至る前段階で、身体的脆弱性のみなら

ず精神・心理的脆弱性や社会的脆弱性などの多面的な問題を抱えた、自立

障がいや死亡を含む健康障がいを招きやすいハイリスク状態のこと

(【負担率】制度：国 25.0％、県 12.5％ 実績：国 25.0％、県 12.5％)

シニア応援ボ

ランティア事

業

4,529

保険料 1,066

国 1,109

支払基金交付金

1,222

県 566

入 566

65歳以上の高齢者が、ボランティア活動を通じて自身の介護予防や生き

がいづくりに繋げるため、高齢者・児童・障がい者向け施設で行ったボラ

ンティア活動に対し、商品券に交換できるポイントを付与した。

(【負担率】制度：国 25.0％、県 12.5％ 実績：国 25.0％、県 12.5％)

延べ実施回数 延べ参加者数

454 回 5,960 人
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地域包括ケア推進課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

みんなで体操

みんなで健幸

事業

千円

21,041

保険料 4,948

国 5,151

支払基金交付金

5,680

県 2,631

入 2,631

高齢者の健康維持と介護予防を図るために健幸運動教室を実施した。

(【負担率】制度：国 25.0％、県 12.5％ 実績：国 25.0％、県 12.5％)

住民参画型介

護予防・生活

支援推進事業

2,797

保険料 657

国 685

支払基金交付金

755

県 350

入 350

地域の支え合いの仕組みづくりを推進するため、地域住民が主体とな

り、通いの場の提供、地域住民の日常生活の困りごとの支援、専門職に

よる介護予防講座の開催を行った。

(【負担率】制度：国 25.0％、県 12.5％ 実績：国 25.0％、県 12.5％)

通いの場創出

事業

253

保険料 59

国 62

支払基金交付金

68

県 32

入 32

高齢者が徒歩で通うことができる「通いの場」を各地域に年次的に増や

していくため、「通いの場」が必要な地域の自治公民館等において、介護

予防の体験教室を開催した。

(【負担率】制度：国 25.0％、県 12.5％ 実績：国 25.0％、県 12.5％)

17 地域支援

事業費

30 その他諸

費

1 審査支払

手数料

介護予防・生

活支援サービ

ス審査支払手

数料

2,914

保険料 686

国 714

支払基金交付金

786

県 364

入 364

単価 70 円 20 銭

審査件数 41,504 件

(【負担率】制度：国 25.0％、県 12.5％ 実績：国 25.0％、県 12.5％)

18 保健福祉

事業費

10 保健福祉

事業費

10 保健福祉

事業費

介護用品支給

事業

40,484

保険料 40,484

要介護者を在宅で介護している家族等に対し、介護の負担軽減を図るた

め、現物給付により紙おむつ等の介護用品を支給した。

・その他経費 613,512円

生活支援配食

サービス事業

27,581

保険料 27,581

調理や買物が困難で、定期的な声かけや軽度な支援が必要な 1人暮らし

の高齢者等に対して、食事(夕食)の提供を行った。

延べ開催回数 延べ参加者数

2,874 回 32,978 人

実施箇所 延べ開催数 延べ参加者数

7か所 639 回 7,518 人

延べ認定者数 延べ利用件数 事業費

1,207人 7,681件 39,869,679円

年度末登録者数 配食数

144人 32,084食
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(介護保険特別会計) 介護保険課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

10 総務費

10 総務

管理費

10 一般

管理費

介護保険

事務管理事業

千円

509,951

分・負 4,000

使・手 2,058

国 110

入 502,947

諸 836

１ 介護保険事務管理費 18,346,901円

２ 給付管理事業費 11,153,486円

３ 職員給与費 480,230,109円

４ 介護保険システム改修事業 220,000円

10 総務費

15 徴収費

10 賦課

徴収費

賦課徴収事業 18,715

入 18,715

１ 賦課徴収事業 18,714,958円

２ 滞納整理事業 2,683,000円

３ 収納率向上対策事業 27,107,152円

・令和4年度第１号被保険者介護保険料現年度分収納状況

10 総務費

15 徴収費

20 滞納

処分費

滞納整理事業 29,791

使・手 950

入 28,041

諸 800

10 総務費

20 介護認定

審査会費

10 介護認定

審査会費

介護認定審査

会共同運営事

業

65,539

分・負 9,067

入 56,472

１ 介護認定審査会共同運営事業 65,538,823円

２ 認定調査事業 91,027,793円

３ 認定調査事業(市町村事務受託法人委託) 168,678,400円

・令和4年度要介護(要支援)認定・審査状況

・要介護認定者数(年度末現在)【総数】19,460人【単位：人】

10 総務費

20 介護認定

審査会費

15 認定調査

等費

認定調査事業 259,707

入 259,707

徴収区分 調 定 金 額
収 納 金 額

(還付未済額を除く)
収納率

特別徴収 6,911,819,600円 6,911,819,600円 100.00％

普通徴収 756,346,800円 694,103,969円 91.77％

合 計 7,668,166,400円 7,605,923,569円 99.19％

認定申請件数 要介護(要支援)認定件数 審査会開催回数

宮崎市 16,240件 15,038件

461回国富町 982 件 893件

綾町 306 件 292件

要支援1 要支援2 要介護1 要介護 2 要介護3 要介護4 要介護5 計

第1号

被保険者
2,182 2,423 5,226 2,994 2,276 2,037 1,984 19,122

第2号

被保険者
19 52 77 64 55 22 49 338

計 2,201 2,475 5,303 3,058 2,331 2,059 2,033 19,460
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介護保険課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

15 保険給付費

10 介護

サービス

等諸費

10居宅介護

サービス

給付費

17地域密着

型介護

サービス

給付費

20施設介護

サービス

給付費

30居宅介護

福祉用具

購入費

35居宅介護

住宅改修

費

40居宅介護

サービス

計画給付

費

介護サービス

等諸費

千円

30,667,048

保険料

6,017,653

国 7,414,317

支払基金交付金

8,279,254

県 4,276,223

入 4,676,457

諸 3,144

介護サービス費(対象者：要介護１～５)

(【負担率】＜居宅＞制度(上限)：国25％、県12.5％ 実績：国25％、県12.5％)

(【負担率】＜施設＞制度(上限)：国20％、県17.5％ 実績：国20％、県17.5％)

(内訳)

項 目 件数 金額(円)

居宅サービス 17,941,129,734

訪問介護 48,816 6,349,302,076

訪問入浴介護 1,381 79,535,901

訪問看護 18,651 696,859,949

訪問リハビリテーション 2,403 86,519,034

居宅療養管理指導 59,363 354,980,679

通所介護 49,897 5,092,330,897

通所リハビリテーション 12,330 967,333,724

短期入所生活介護 5,618 348,890,031

短期入所療養介護(介護老人保健施設) 1,049 67,816,164

短期入所療養介護(介護医療院) 1 53,523

福祉用具貸与 79,232 993,405,345

特定福祉用具販売 955 30,961,329

住宅改修 927 58,720,078

特定施設入居者生活介護 6,317 1,179,724,347

居宅介護支援 110,461 1,634,696,657

地域密着型サービス 5,039,099,834

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 713 90,633,527

夜間対応型訪問介護 43 1,142,815

地域密着型通所介護 13,927 1,312,460,587

認知症対応型通所介護 817 101,641,576

小規模多機能型居宅介護 5,313 953,625,665

認知症対応型共同生活介護 8,381 2,134,277,584

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 264 72,137,118

複合型サービス 1,590 373,180,962

施設サービス 7,686,817,785

介護老人福祉施設 16,039 4,170,430,165

介護老人保健施設 10,203 2,872,215,857

介護療養型医療施設 255 71,448,076

介護医療院 1,607 572,723,687

合 計 30,667,047,353
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介護保険課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

15 保険給付費

15 介護予防

サービス

等諸費

10介護予防

サービス

給付費

17地域密着

型介護

予防サー

ビス給付

費

20介護予防

福祉用具

購入費

25介護予防

住宅改修

費

30介護予防

サービス

計画給付

費

介護予防サー

ビス等諸費

千円

720,592

保険料161,228

国 179,838

支払基金交付金

194,553

県 94,876

入 90,071

諸 26

介護予防サービス費(対象者：要支援1～2)

(【負担率】＜居宅＞制度(上限)：国25％、県12.5％ 実績：国25％、県12.5％)

(【負担率】＜施設＞制度(上限)：国20％、県17.5％ 実績：国20％、県17.5％)

(内訳)

15 保険給付費

20 その他の

諸費

10 審査支払

手数料

審査支払

手数料

35,538

保険料 7,952

国 8,982

支払基金交付金

9,595

県 4,567

入 4,442

介護給付費審査支払手数料 35,537,474円

【負担率】

・施設

制度(上限)：国20％、県17.5％ 実績：国20％、県17.5％

・その他

制度(上限)：国25％、県12.5％ 実績：国25％、県12.5％

【単価】70円20銭

項 目 件数 金額(円)

居宅介護予防サービス 667,134,647

介護予防訪問入浴介護 5 166,230

介護予防訪問看護 2,006 57,650,710

介護予防訪問リハビリテーション 402 12,846,326

介護予防居宅療養管理指導 1,733 10,767,637

介護予防通所リハビリテーション 7,150 225,772,934

介護予防短期入所生活介護 247 9,029,655

介護予防短期入所療養介護(介護老人保健施設) 29 803,943

介護予防福祉用具貸与 17,176 87,935,369

特定介護予防福祉用具販売 526 12,884,661

介護予防住宅改修 736 51,379,147

介護予防特定施設入居者生活介護 1,125 96,097,295

介護予防支援 22,450 101,800,740

地域密着型介護予防サービス 53,457,305

介護予防認知症対応型通所介護 21 577,233

介護予防小規模多機能型居宅介護 568 39,247,043

介護予防認知症対応型共同生活介護 59 13,633,029

合 計 720,591,952
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介護保険課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

15 保険給付費

25 高額介護

サービス

等費

10高額介護

サービス

費

15高額介護

予防サー

ビス費

高額介護

サービス等費

千円

892,608

保険料199,724

国 228,728

支払基金交付金

241,004

県 111,576

入 111,576

高額介護(介護予防)サービス費

(【負担率】制度(上限)：国25％、県12.5％ 実績：国25％、県12.5％)

(内訳)

15 保険給付費

26 高額医療

合算介護

サービス

等費

10高額医療

合算介護

サービス

費

15高額医療

合算介護

予防サー

ビス費

高額医療合算

介護サービス

等費

135,515

保険料 30,322

国 34,726

支払基金交付金

36,589

県 16,939

入 16,939

高額医療合算介護(介護予防)サービス費

(【負担率】制度(上限)：国 25％、県 12.5％ 実績：国 25％、県 12.5％)

(内訳)

15 保険給付費

27 特定入所

者介護

サービス

等費

10特定入所

者介護

サービス

費

20特定入所

者介護

予防サー

ビス費

特定入所者

介護サービス

等費

624,220

保険料139,670

国 130,215

支払基金交付金

168,540

県 107,768

入 78,027

特定入所者介護(介護予防)サービス費

(【負担率】＜居宅＞制度(上限)：国25％、県12.5％ 実績：国25％、県12.5％)

(【負担率】＜施設＞制度(上限)：国20％、県17.5％ 実績：国20％、県17.5％)

(内訳)

項 目 件数 金額(円)

利用者負担第四段階 7,378 138,077,694

利用者負担第三段階 18,108 135,250,040

利用者負担第二段階 38,853 483,642,645

利用者負担第一段階 11,444 135,636,942

年間上限 0 0

合 計 75,783 892,607,321

項 目 件数 金額(円)

現役並み所得者 80 4,258,972

一般 614 24,212,041

低所得Ⅱ 1,398 39,899,604

低所得Ⅰ 2,583 67,143,730

合 計 4,675 135,514,347

項 目 件数 金額(円)

食費 374,388,141

介護老人福祉施設 11,854 225,351,524

介護老人保健施設 5,974 114,560,120

介護療養型医療施設 135 2,702,125

介護医療院 1,024 20,426,570

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 199 3,275,605

短期入所生活介護 2,485 7,337,171

短期入所療養介護(介護老人保健施設) 353 735,026

居住費 249,831,144

介護老人福祉施設 11,977 219,223,361

介護老人保健施設 5,637 9,647,119

介護療養型医療施設 132 161,289

介護医療院 1,057 2,721,183

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 200 3,161,705

短期入所生活介護 2,744 14,447,983

短期入所療養介護(介護老人保健施設) 367 468,504

合 計 624,219,285
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介護保険課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

15 保険給付費

30 市町村特

別給付費

10 市町村特

別給付費

市町村特別給

付費

千円

82

保険料 82

市町村特別給付費

(内訳)

17 地域支援

事業費

15 包括的支

援事業・

任意事業

費

10 包括的支

援事業・

任意事業

費

介護保険適正

化事業

1,095

保険料 251

国 422

県 211

入 211

包括的支援事業・任意事業

(【負担率】制度(上限)：国38.5％、県19.25％)

介護保険適正化事業 1,094,849 円

サービス利用状況の確認と適正利用に対する理解を深めるため、利

用者の認定更新時期に、サービス利用状況を通知した。

また、利用者に適切な介護サービスが提供されることを目的に介護

事業者に対し「ケアプラン作成キャリアアップ講座」を開催し、ケア

プラン等の指導や助言を行った。

通知書発送件数 10,314 件

ケアプラン点検数 132 件(講座回数 44 回)

介護保険住宅

改修等技術審

査事業

5,471

保険料 1,258

国 2,107

県 1,053

入 1,053

介護保険住宅改修等技術審査事業 5,470,300 円

介護保険住宅改修等の適正な運営を図るために、専門的技術を持っ

た技術者に審査を委託した。

審査件数 1,012 件

住宅改修支援

事業
526

保険料 120

国 202

県 102

入 102

住宅改修支援事業 526,000 円

指定居宅介護支援事業者及び地域包括支援センターが、住宅改修を

申請する際に必要となる理由書を作成した際に1件当たり2,000円を

支給した。

理由書作成件数 263 件

認知症チーム

ケアマネジメ

ント推進事業

817

保険料 187

国 314

県 158

入 158

認知症チームケアマネジメント推進事業 816,109円

介護保険事業者等の認知症ケアマネジメントの質の向上を図るた

め研修会を実施するとともに、主任協力員・協力員・地域包括支援セ

ンターのさらなる質の向上、連携強化を図った。

住宅改修適正

化事業
4,553

保険料 1,047

国 1,752

県 877

入 877

住宅改修適正化事業 4,552,305円

介護保険住宅改修等において、身体の状況等に応じた適切な住宅改

修が行われるよう、理学療法士、作業療法士による審査を実施した。

審査件数 1,787 件

項 目 件数 金額(円)

緊急短期入所サービス事業 2 81,360

主任協力

員数
協力員数

トレーニング

研修受講者数

研修

開催回数

延べ受

講者数

14 人 13 人 15 人 58 回 188 人
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介護保険課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

17 地域支援

事業費

20 介護予防

・生活支援

サービス事

業費

01 介護予防

・生活支援

サービス

事業費

介護予防・生

活支援サービ

ス事業

千円

2,196

保険料 615

国 440

支払基金交付金

593

県 274

入 274

介護予防・生活支援サービス事業 2,195,930 円

(【負担率】制度(上限)：国 25％、県 12.5％ 実績：国 25％、県 12.5％)

（内訳）

18 保健福祉

事業費

10 保健福祉

事業費

10 保健福祉

事業費

介護予防福祉

用具購入補助

事業

871

保険料 871

介護予防福祉用具購入補助事業 870,585 円

介護保険サービスのうち福祉用具貸与のみを継続的に利用してい

る要支援者で自立が可能な高齢者に対し、福祉用具購入費の一部を助

成した。

【助成件数】

30 基金積立金

10 基金

積立金

10 介護保険

運営基金

積立金

介護保険運営

基金積立金

496

財 496

介護保険運営基金積立金 495,141 円

項 目 件数 金額(円)

高額介護予防サービス費相当事業 452 1,217,713

高額医療合算介護予防サービス費相当事業 79 978,217

歩行器 歩行補助つえ スロープ

22 7 2
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(公設合併処理浄化槽事業特別会計) 環境施設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

10 衛生費

10 清掃費

10 し尿

処理費

公設合併処理

浄化槽建設事

業

千円

181,026

分・負 10,480

国 40,512

諸 334

債 129,700

河川の水質汚濁防止、生活環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与す

ることを目的に、し尿と生活雑排水をあわせて処理できる公設合併処

理浄化槽の整備を図るため、平成17年度から旧佐土原町の一部の区域

で事業を開始し、合併後は、段階的に市全域へ区域を拡大して事業を

推進してきた。

また、平成29年度から事業をＰＦＩ方式へ移行し、事業の効率化を

図るとともに、民間活力を活用し、積極的に整備促進を図った。

１ 事業実績

２ 区域別内訳

(【国交付金】循環型社会形成推進交付金)

(【補助率】制度(上限)：国1/2 実績：国35％)

３ 事業別内訳

人 槽
令和4年度

設置数(基)

令和4年度末現在

総設置数(基)

5人槽 107 1,596

7人槽 20 453

10人槽 2 70

11人槽～ 1 15

計 130 2,134

事業区域

設置数(基)
経費

区分
事業費(円)

5人槽 7人槽 10人槽
11人槽

～

旧宮崎

市 域
12 4 0 0

補助 14,216,000

単独 2,729,380

佐土原

町 域
34 6 1 0

補助 36,091,000

単独 16,718,519

田 野

町 域
13 0 0 0

補助 10,881,000

単独 3,486,349

高 岡

町 域
10 2 0 1

補助 12,931,000

単独 3,958,473

清 武

町 域
38 8 1 0

補助 41,525,000

単独 36,451,291

浄化槽法第７条検査手数料 1,008,000

事務費 1,029,718

計 181,025,730

事業名 事業費(円)

公設合併処理浄化槽建設費

公設合併処理浄化槽整備推進事業(ＰＦＩ) 178,988,012

公設合併処理浄化槽建設事業(単独) 1,008,000

公設合併処理浄化槽建設事業(事務費分) 1,029,718

計 181,025,730
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環境施設課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

生活雑排水処

理促進事業

千円

2,971

国 990

入 1,981

生活排水の適正処理を推進し、公共用水域の水質保全を図るため、

単独処理浄化槽及びし尿汲取り槽から公設合併処理浄化槽へ転換を

行う際の宅内配管工事費用の一部を助成した。

(【国交付金】循環型社会形成推進交付金)

(【補助率】制度(上限)：国1/3 実績：国1/3)

○事業内容

補助対象経費 浄化槽への流入管(トイレ、台所、洗面所、
風呂等からの排水)、ますの設置等の経費

補助率 1/3(上限 10 万円)

補助実績 35 件
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(宅地造成事業特別会計) 市街地整備課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

30 土地区画

整理費

10 土地区画

整理費

10土地区画

整理費

保留地販売事

務事業

千円

4,768

使・手 81

財 4,592

越 95

土地区画整理事業費に充当することを目的に整備された保留地の販

売を促進するため、販売事務や維持管理を行った。

30 土地区画

整理費

10 土地区画

整理費

15東部第二

土地区画

整理費

東部第二土地

区画整理事業

372,373

財 182,472

越 2,501

債 187,400

本市の海の玄関にふさわしい良好な都市環境と防災性に優れた住環

境の創出を図るため、土地区画整理事業による都市基盤の整備を行っ

た。

上段は令和4年度決算額

※令和3年度からの繰越額含む

( )は令和3年度からの繰越額

< >は令和5年度への繰越額

事 業 内 容 金 額(円)

・保留地維持管理業務等 4,767,269

事 業 内 容 金 額(円)

・道路築造工事

・建物移転補償 等

372,372,571

(99,457,736)

<177,085,165>
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(公債管理特別会計) 財 政 課

款・項・目 事 業 名
決 算 額

特定財源内訳
施 策 の 成 果 及 び 内 容

10 公債費

10 公債費

10 元金

15 利子

市債元利償還

金

千円

17,805,194

入 17,805,194

市債管理の透明性を高めるため、企業会計を除く一般会計、特別会

計の元利償還を一元化して行った。

令和4年度償還額

(単位：円)

会 計 元金償還額 利子償還額 計

一般会計 16,440,952,236 422,106,242 16,863,058,478

公営住宅建設

資金特別会計
386,674,310 40,048,149 426,722,459

公園墓地

特別会計
184,535,320 2,304,363 186,839,683

卸売市場

特別会計
132,063,651 5,683,868 137,747,519

母子父子寡婦

福祉資金

特別会計

12,821,437 0 12,821,437

公設合併処理

浄化槽事業

特別会計

60,303,336 4,464,548 64,767,884

宅地造成事業

特別会計
111,518,198 1,717,684 113,235,882

合 計 17,328,868,488 476,324,854 17,805,193,342
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